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（旧）特定事業者のうち製造業に属する事業の用に供する工場等を設置しているものによる中長期的な計画の

作成のための指針 

（新）特定事業者及び認定管理統括事業者のうち製造業に属する事業の用に供する工場等を設置しているもの

による中長期的な計画の作成のための指針 

 

１ 製造業一般（「２ 特定業種」において特定されている４業種を除く全ての製造業をいう。以下同じ。） 

特定事業者のうち製造業一般に分類される業種に属する事業の用に供する工場等を設置しているものによる

中長期的な計画の作成に当たっては、以下の事項を検討することにより、その適確な作成に資するものである。 

 

 

(1) 燃焼設備 

 工場等におけるエネルギーの使用の合理化に関する事業者の判断の基準（平成 21 年経済産業省告示第 66 号

。以下「判断基準」という。）において定めるエネルギーの使用の合理化の目標及び計画的に取り組むべき措置

（以下「目標及び措置部分」という。）の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(1)燃焼設備の項目で規定す

る目標及び措置の実現に資する設備・システム・技術（以下「設備等」という。）の具体例としては、次に掲げ

る設備等が有効であることから、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

① 空気比の改善 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

酸素濃度分析装置 ボイラー、工業炉等の排ガス出口における残存酸素

濃度を分析する装置。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

燃料／空気流量比

率設定調節装置 

燃料流量測定装置（瞬間流量、積算流量）、燃料流量

調節装置、燃焼用空気流量測定装置、燃焼用空気流

量調節装置から構成され、供給する燃料流量に伴っ

て空気流量をカスケード制御するもの。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

自動燃焼制御装置 炉内ガス、排ガス中の残存酸素濃度、温度等を計測

し、流量、空気比設定を含む総合的な燃焼制御装置。 

燃焼設備を使用する全

業種 

高度空気比制御装

置 

制御対象ごとに空気比パターンを燃焼条件に合わせ

て選択し、コンピュータによりリモート制御するも

の。より高度なシステムでは、複数設備全体の総合

制御も可能なものもある。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

燃焼排ガス分析計 ボイラー、各種工業炉、その他燃焼装置の排ガス成

分（Ｏ2、ＣＯ2、ＣＯ等）を分析し、燃焼管理する携

帯用分析計。 

ボイラー、工業炉等の

燃焼設備を利用する全

業種 

 

② 熱効率の向上 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

燃焼用空気予熱設 多管型熱交換式、プレート型熱交換式、ヒートパイ 燃焼設備を使用する全
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工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

燃料／空気流量比

率設定調節装置 

燃料流量測定装置（瞬間流量、積算流量）、燃料流量

調節装置、燃焼用空気流量測定装置、燃焼用空気流

量調節装置から構成され、供給する燃料流量に伴っ
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（参考資料３）中長期計画作成指針改正案（製造業） 

※今後、法技術的に修正すべき事項については修正を行う可能性がある。 
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備 プ型熱交換式等又は蓄熱式熱回収装置で廃熱を回収

し、燃焼用空気を予熱するもの。 

業種 

容量可変燃焼用空

気送風装置 

回転数制御装置（インバーター化等可変可能な機器）

による送風量制御。 

燃焼設備装置を使用す

る全業種 

廃熱回収式燃焼装

置 

リジェネレイティブ・バーナー、セルフリジェネバー

ナー、トリジェネシステム、レキュペレイティブ・

バーナー、レキュペレータ付きラジアントチューブ・

バーナー、リジェネレイティブラジアントチューブ

バーナー等。 

加熱炉、熱処理炉等の

工業炉を使用する全業

種 

順序燃焼制御装置 複数のバーナーを定められたタイムスケジュールに

より順番に燃焼制御を行う装置。高速噴流による炉

内の雰囲気攪拌効果を併用するとより有効。 

加熱炉、焼成炉、乾燥装

置を使用する全業種 

蒸気アトマイズ、

ガスアトマイズ装

置 

重質油、低質油の燃焼性向上のため、バーナー内に

蒸気又はガスを噴霧する装置。 

大型工業炉、大型ボイ

ラーを使用する全業種 

セラミックラジア

ン ト チ ュ ー ブ ・

バーナー 

セラミック製のラジアントチューブ・バーナーであ

り、高温耐久性があるもの。 

金属製品製造業の熱処

理工程、加熱工程、焼成

工程、溶解保持工程 

酸 素 燃 焼 バ ー

ナー、酸素富化燃

焼 バーナー 

燃焼用空気の代わりに純粋酸素を用いたり、燃焼用

空気に酸素を混合することにより、排ガスによる熱

損失の低下、燃焼温度の上昇を図り伝熱効率を上げ

る。付帯設備として、燃料流量測定装置（瞬間流量、

積算流量）、燃料流量調節装置、燃焼用空気流量測定

装置、燃焼用空気流量調節装置。 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）のうち高熱加熱を

要する業種 

非鉄金属製造業、金属

製品製造業の金属溶解

工程、切断工程 

廃棄物処理工程で灰溶

融処理を要する業種 

触媒燃焼バーナー 表面燃焼により、火炎温度を低温度化し、不完全燃

焼の防止及び低 NOx 化が図れる。 

工業炉、加熱装置、乾燥

装置、空気調和設備（暖

房）を使用する全業種 

高面負荷ガスバー

ナー 

予混合式ガス燃焼バーナーとして、管巣燃焼を形成

する高面負荷ガスバーナーで、火炎温度を下げ、低

NOx 化、排ガス温度低下が図れる。 

ガス焚きボイラー及び

各種熱源機を使用する

全業種 

可燃廃液・可燃排

ガス混焼設備バー

ナー 

可燃廃液、可燃排ガスを利用し、他の燃料と混焼が

可能となるように設計されたバーナー。 

化学工業（石油化学系

基 礎 製 品 製 造 業 を 除

く）のうちボイラー、焼

成炉、焼却炉を使用す

備 プ型熱交換式等又は蓄熱式熱回収装置で廃熱を回収

し、燃焼用空気を予熱するもの。 

業種 

容量可変燃焼用空

気送風装置 

回転数制御装置（インバーター化等可変可能な機器）

による送風量制御。 

燃焼設備装置を使用す

る全業種 

廃熱回収式燃焼装

置 

リジェネレイティブ・バーナー、セルフリジェネバー

ナー、トリジェネシステム、レキュペレイティブ・
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加熱炉、熱処理炉等の

工業炉を使用する全業
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順序燃焼制御装置 複数のバーナーを定められたタイムスケジュールに

より順番に燃焼制御を行う装置。高速噴流による炉

内の雰囲気攪拌効果を併用するとより有効。 

加熱炉、焼成炉、乾燥装

置を使用する全業種 

蒸気アトマイズ、

ガスアトマイズ装

置 

 

 

 

重質油、低質油の燃焼性向上のため、バーナー内に

蒸気又はガスを噴霧する装置。 

 

大型工業炉、大型ボイ

ラーを使用する全業種 

酸 素 燃 焼 バ ー

ナー、酸素富化燃

焼バーナー 

燃焼用空気の代わりに純粋酸素を用いたり、燃焼用

空気に酸素を混合することにより、排ガスによる熱

損失の低下、燃焼温度の上昇を図り伝熱効率を上げ

る。付帯設備として、燃料流量測定装置（瞬間流量、

積算流量）、燃料流量調節装置、燃焼用空気流量測定

装置、燃焼用空気流量調節装置。 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）のうち高熱加熱を

要する業種 

非鉄金属製造業、金属

製品製造業の金属溶解

工程、切断工程 

廃棄物処理工程で灰溶

融処理を要する業種 

触媒燃焼バーナー 表面燃焼により、火炎温度を低温度化し、不完全燃

焼の防止及び低 NOx 化が図れる。 

工業炉、加熱装置、乾燥

装置、空気調和設備（暖

房）を使用する全業種 

高面負荷ガスバー

ナー 

予混合式ガス燃焼バーナーとして、管巣燃焼を形成

する高面負荷ガスバーナーで、火炎温度を下げ、低

NOx 化、排ガス温度低下が図れる。 

ガス焚きボイラー及び

各種熱源機を使用する

全業種 

可燃廃液・可燃排

ガス混焼設備バー

ナー 

可燃廃液、可燃排ガスを利用し、他の燃料と混焼が

可能となるように設計されたバーナー。 

化学工業（石油化学系

基 礎 製 品 製 造 業 を 除

く）のうちボイラー、焼

成炉、焼却炉を使用す
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る業種 

液中燃焼バーナー 液相の被加熱物の中で燃焼を行うバーナー。 食料品製造業、繊維工

業、金属製品製造業の

熱処理工程、加熱工程 

高 効 率 浸 管 バ ー

ナー 

被加熱物に浸した管内で燃焼を行うバーナーで効率

80%以上のもの。 

食料品製造業、繊維工

業、金属製品製造業の

熱処理工程、加熱工程 

表面燃焼バーナー 金属繊維面での表面燃焼により、バーナー表面から

の輻射と高温燃焼ガスの対流で均一な加熱と効率の

高い加熱が可能なバーナー。 

工業炉、加熱装置、乾燥

装置、空気調和設備を

使用する全業種 

浸漬ヒータ 溶融金属中に浸漬させ、溶湯内部から直接加熱する

もの。 

非 鉄 金 属 素 形 材 製 造

業、金属製品製造業の

メッキ工程、溶解保持

工程 

流動層燃焼装置 完全燃焼させるために固体、粉体を流動層で燃焼さ

せるもの。 

ボイラー、金属加熱炉、

焼却炉を使用する全業

種 

高効率酸素分離装

置 

圧力スウィング吸着（ＰＳＡ）式酸素発生装置、分

離膜式酸素発生装置、深冷分離式酸素発生装置。 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）の高温加熱、焼成工

程 

燃料（気体、液体）

用流量計 

個々の燃焼バーナーに装備して流量を測定し、燃焼

設備の熱効率を管理するための計測器。 

燃焼設備を利用する全

業種 

燃焼負荷適正空気

量送風機 

ボイラー、工業炉等の燃焼装置に設置され、最適空

気量で運転し、熱効率を向上させる送風機（ダンパー

レス）。 

燃焼設備を利用する全

業種 

 

③ 通風装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

自動通風計測制御

装置 

圧力検出装置による炉圧測定から通風量を計算し、

これにより自動的にハイレスポンスダンパー等の炉

圧制御装置により通風量を自動的に制御するもの。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

る業種 
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熱処理工程、加熱工程 

高 効 率 浸 管 バ ー

ナー 

被加熱物に浸した管内で燃焼を行うバーナーで効率

80%以上のもの。 

食料品製造業、繊維工

業、金属製品製造業の

熱処理工程、加熱工程 

表面燃焼バーナー 金属繊維面での表面燃焼により、バーナー表面から

の輻射と高温燃焼ガスの対流で均一な加熱と効率の

高い加熱が可能なバーナー。 

工業炉、加熱装置、乾燥

装置、空気調和設備を

使用する全業種 

浸漬ヒータ 溶融金属中に浸漬させ、溶湯内部から直接加熱する

もの。 

非 鉄 金 属 素 形 材 製 造

業、金属製品製造業の

メッキ工程、溶解保持

工程 

流動層燃焼装置 完全燃焼させるために固体、粉体を流動層で燃焼さ

せるもの。 

ボイラー、金属加熱炉、

焼却炉を使用する全業

種 

高効率酸素分離装

置 

圧力スウィング吸着（ＰＳＡ）式酸素発生装置、分

離膜式酸素発生装置、深冷分離式酸素発生装置。 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）の高温加熱、焼成工

程 

燃料（気体、液体）

用流量計 

個々の燃焼バーナーに装備して流量を測定し、燃焼

設備の熱効率を管理するための計測器。 

燃焼設備を利用する全

業種 

燃焼負荷適正空気

量送風機 

ボイラー、工業炉等の燃焼装置に設置され、最適空

気量で運転し、熱効率を向上させる送風機（ダンパー

レス）。 

燃焼設備を利用する全

業種 

 

③ 通風装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

自動通風計測制御

装置 

圧力検出装置による炉圧測定から通風量を計算し、

これにより自動的にハイレスポンスダンパー等の炉

圧制御装置により通風量を自動的に制御するもの。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 
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付着物除去装置 ダクト内及び配管に付着したスス等を蒸気噴射等に

より除去するもの。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

排 気 量 可 変 排 気

ファン 

回転数制御装置（インバーター化等可変可能な機器）

による排気量を圧力信号により制御するもの。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

工業炉用脱湿送風

装置 

冷凍除湿した空気を再熱（予熱）する機構を有する

送風装置。 

非鉄金属製造業のうち

素形材製造業 

 

④ 燃焼管理 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

流量（瞬間流量、積

算流量）測定装置 

熱設備の燃料消費量のトレンドを監視するなど、最

適な燃焼を管理する装置。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

燃料流量調整装置 プロセス値に合わせて燃料供給量を制御するもの。 工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

燃焼用空気流量測

定装置、燃料／空

気流量調整装置 

プロセス値に合わせて燃焼用空気供給量を制御する

もの。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

自動燃焼制御装置 (1)①参照。  

高度空気比制御装

置 

(1)①参照。  

燃焼監視装置、燃

焼管理・診断シス

テム 

燃料使用量、燃焼用空気量、排ガス温度等をコン

ピュータにより常時計測・監視することにより、総

合的に燃焼管理又は診断するシステム。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

 

⑤ その他（ボイラー及びボイラー関連機器） 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

ボイラー排ガス顕

熱回収装置 

排ガスの顕熱によるボイラー給水予熱装置（エコノ

マイザー）、燃焼用空気予熱装置（空気予熱器）があ

る。大型ボイラーの場合には併用が有効。 

ボイラーを使用する全

業種 

潜 熱 回 収 型 ボ イ

ラー 

排ガス中の潜熱を回収することにより熱効率を高め

たもの。 

ボイラーを使用する全

業種 

付着物除去装置 ダクト内及び配管に付着したスス等を蒸気噴射等に

より除去するもの。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

排 気 量 可 変 排 気

ファン 

回転数制御装置（インバーター化等可変可能な機器）

による排気量を圧力信号により制御するもの。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

工業炉用脱湿送風

装置 

冷凍除湿した空気を再熱（予熱）する機構を有する

送風装置。 

非鉄金属製造業のうち

素形材製造業 

 

④ 燃焼管理 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

流量（瞬間流量、積

算流量）測定装置 

熱設備の燃料消費量のトレンドを監視するなど、最

適な燃焼を管理する装置。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

燃料流量調整装置 プロセス値に合わせて燃料供給量を制御するもの。 工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

燃焼用空気流量測

定装置、燃料／空

気流量調整装置 

プロセス値に合わせて燃焼用空気供給量を制御する

もの。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

自動燃焼制御装置 (1)①参照。  

高度空気比制御装

置 

(1)①参照。  

燃焼監視装置、燃

焼管理・診断シス

テム 

燃料使用量、燃焼用空気量、排ガス温度等をコン

ピュータにより常時計測・監視することにより、総

合的に燃焼管理又は診断するシステム。 

工業炉、ボイラーを使

用する全業種 

 

⑤ その他（ボイラー及びボイラー関連機器） 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

ボイラー排ガス顕

熱回収装置 

排ガスの顕熱によるボイラー給水予熱装置（エコノ

マイザー）、燃焼用空気予熱装置（空気予熱器）があ

る。大型ボイラーの場合には併用が有効。 

ボイラーを使用する全

業種 

潜 熱 回 収 型 ボ イ

ラー 

排ガス中の潜熱を回収することにより熱効率を高め

たもの。 

ボイラーを使用する全

業種 
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高効率ボイラー ボイラーの燃焼排熱を空気又は給水予熱に利用し、

かつ定格時空気比が 1.2 以下で、熱効率が 90%以上

のもの。 

ボイラーを使用する全

業種 

高 効 率 温 水 ボ イ

ラー 

排ガス温度を 250℃以下とする熱交換器を有し、定

格時空気比 1.2 以下、熱効率が 88%以上のもの。 

 

 

温水ボイラーを使用す

る全業種 

分散ボイラーシス

テム 

２缶以上のボイラーが分散設置されている場合に工

場の負荷に応じて運転台数や燃焼負荷調整をコン

ピュータにより最適運用するシステム。 

ボイラーを使用する全

業種 

廃熱利用ボイラー 他プロセスの排ガスの顕熱を利用したもの。 廃熱発生設備を有し、

かつ、ボイラーを使用

する全業種 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 熱利用設備  

 判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(2)熱利用設備の項目で規定する目

標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計画

の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

 

 

 

 

① 効率的な熱回収 

設備・システム・

技術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

高効率ボイラー ボイラーの燃焼排熱を空気又は給水予熱に利用し、

かつ定格時空気比が 1.2 以下であって、効率が 90%

以上のもの。ただし、貫流ボイラーについては効率

が 95%以上のもの。 

ボイラーを使用する全

業種 

高 効 率 温 水 ボ イ

ラー 

ア．温水ボイラーについては排ガス温度を 250℃

以下とする熱交換器を有し、定格時空気比 1.2 以

下であって、効率が 88%以上のもの。 

イ．温水発生器については効率が 95%以上のもの。 

温水ボイラーを使用す

る全業種 

分散ボイラーシス

テム 

２缶以上のボイラーが分散設置されている場合に工

場の負荷に応じて運転台数や燃焼負荷調整をコン

ピュータにより最適運用するシステム。 

ボイラーを使用する全

業種 

廃熱利用ボイラー 他プロセスの排ガスの顕熱を利用したもの。 廃熱発生設備を有し、

かつ、ボイラーを使用

する全業種 

小型ボイラーの台

数制御装置 

複数の小型ボイラーを並べて設置し、蒸気負荷に応

じて、運転台数と燃焼量を制御する装置で、常に高

効率運転を維持するもの。 

ボイラーを使用する全

業種 

スチームアキュム

レータ 

生産設備の蒸気負荷が大きく変動するケースで、一

時的に蒸気を飽和水にして蓄え、バッファの役目を

するものであり、高効率運転を維持するためのもの。 

ボイラーを使用する全

業種 

 

(2) 熱利用設備 

 判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(2)熱利用設備の項目で規定する目

標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計画

の作成における検討対象として掲げるものである。 

なお、エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号。以下「法」という。）第 145 条第

1 項に掲げる特定エネルギー消費機器に該当する設備等を導入する場合には、法第 145 条第 2 項の規定に基づく

エネルギー消費性能の向上に関するエネルギー消費機器等製造事業者等の判断の基準等に定めるエネルギー消

費性能（以下「トップランナー基準」という。）を満たすものの採用を検討すること。 

 

① 効率的な熱回収 

設備・システム・

技術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 
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耐食性高効率熱交

換器 

クロムメッキ、クロム蒸着などの表面処理を施す

こと又はチタン等の耐食性素材を用い、構造的に

は伝熱面積を増加するためにプレート型、スイス

ロール型、フィンの付いたもの。 

工業炉、ボイラー、乾

燥装置を使用する全業

種 

蓄熱式熱交換器 セラミック製、ステンレス製、メタルハニカム、セ

ラミックハニカム、メタルボール（ナゲット）、セ

ラミックボール（ナゲット）、回転式蓄熱熱交換装

置セラミック製のもの。 

工業炉を使用する全業

種 

ヒートパイプ式高

効率熱交換器 

ガス／ガス式熱交換器として排ガス－燃焼用空気な

どの熱交換に使用するもの。 

工業炉、ボイラー、乾

燥装置を使用する全業

種 

被加熱材料顕熱回

収装置 

材料予熱等に使用するため、被加熱処理材の顕熱

を冷却工程で回収する装置。 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）のうち連続焼成

炉、トンネルキルンを

使用する業種 

金属製品製造業の熱処

理工程 

 

② 蒸気利用設備の乾き度改善 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

蒸気配管の断熱強

化 

蒸気配管・継ぎ手・バルブ・スチームトラップ等の

蒸気配管系について、ＪＩＳ－Ａ9501 の規格以上で

施工される保温。 

蒸気利用設備を使用す

る全業種 

高効率スチームド

レンセパレーター 

蒸気輸送配管系及び蒸気利用設備の蒸気入り口に汽

水分離効率の高いドレンセパレーターを設置し、ド

レンミストを強制分離排除する設備。 

蒸気利用設備を使用す

る全業種 

 

③ 炉壁面の放射率向上 

設備・システム・

技術名 
具体的内容 

導入の可能性のある業

種・工程 

耐食性高効率熱交

換器 

クロムメッキ、クロム蒸着などの表面処理を施す

こと又はチタン等の耐食性素材を用い、構造的に

は伝熱面積を増加するためにプレート型、スイス

ロール型、フィンの付いたもの。 

工業炉、ボイラー、乾

燥装置を使用する全業

種 

蓄熱式熱交換器 セラミック製、ステンレス製、メタルハニカム、セ

ラミックハニカム、メタルボール（ナゲット）、セ

ラミックボール（ナゲット）、回転式蓄熱熱交換装

置セラミック製のもの。 

工業炉を使用する全業

種 

ヒートパイプ式高

効率熱交換器 

ガス／ガス式熱交換器として排ガス－燃焼用空気な

どの熱交換に使用するもの。 

工業炉、ボイラー、乾

燥装置を使用する全業

種 

被加熱材料顕熱回

収装置 

材料予熱等に使用するため、被加熱処理材の顕熱

を冷却工程で回収する装置。 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）のうち連続焼成

炉、トンネルキルンを

使用する業種 

金属製品製造業の熱処

理工程 

 

② 蒸気利用設備の乾き度改善 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

蒸気配管の断熱強

化 

蒸気配管・継ぎ手・バルブ・スチームトラップ等の

蒸気配管系について、ＪＩＳ－Ａ9501 の規格以上で

施工される保温。 

蒸気利用設備を使用す

る全業種 

高効率スチームド

レンセパレーター 

蒸気輸送配管系及び蒸気利用設備の蒸気入り口に汽

水分離効率の高いドレンセパレーターを設置し、ド

レンミストを強制分離排除する設備。 

蒸気利用設備を使用す

る全業種 

 

③ 炉壁面の放射率向上 

設備・システム・

技術名 
具体的内容 

導入の可能性のある業

種・工程 



 

7 

 

遠赤外線塗装乾燥

装置・高性能遠赤

外線乾燥装置 

遠赤外線を照射することにより被塗装物の焼き付

け、乾燥を行う装置であって、複数の温度セン

サーにより炉内温度を計測し、照射量を自動制御

する機能、空気攪拌機構、自動調整装置を有する

もの。 

食料品製造業の乾燥工

程 

木材・木製品製造業、

プラスチック製品製造

業、窯業・土石製品製

造業（セメント製造業

を除く）、金属製品製

造業の乾燥工程、塗装

焼き付け工程 

高効率放射加熱乾

燥装置 

セラミックコーティングラジアントチューブ、反

射板、排送風機付きの加熱乾燥装置。 

食料品製造業の乾燥工

程 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）、金属製品製造業

の乾燥工程、塗装焼き

付け工程 

炉内壁面輻射増進

塗装 

炉内壁面に炭化珪素系又はジルコニア系塗料等耐

熱・高輻射材料を塗布し、熱温水ボイラ率を上げ

たもの。 

加熱炉、熱処理炉、窯

業用炉を使用する全業

種 

 

④ 熱伝達率の向上 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

炉内攪拌装置 炉内の高温あるいは加温ガスを攪拌・循環し、伝熱

効果を高める装置。 

食料品製造業、金属製

品製造業の熱処理、加

熱工程 

噴流加熱装置 排気ガスを被加熱物に直接噴射し又は近距離から加

熱することにより加熱時間を短縮できるもの。 

非鉄金属製造業、金属

製品製造業の熱処理工

程、加熱工程 

高効率ラジアント

チューブバーナー 

電気加熱の代替として、60%以上の効率があるもの。 非鉄金属製造業、金属

製品製造業のうち熱処

理炉を使用する業種 

接触伝熱装置 ロールヒータによる金属ストリップ、織布等加熱、

冷却。 

繊維工業、金属製品製

造業の熱処理工程、加

熱工程 

遠赤外線塗装乾燥

装置・高性能遠赤

外線乾燥装置 

遠赤外線を照射することにより被塗装物の焼き付

け、乾燥を行う装置であって、複数の温度セン

サーにより炉内温度を計測し、照射量を自動制御

する機能、空気攪拌機構、自動調整装置を有する

もの。 

食料品製造業の乾燥工

程 

木材・木製品製造業、

プラスチック製品製造

業、窯業・土石製品製

造業（セメント製造業

を除く）、金属製品製

造業の乾燥工程、塗装

焼き付け工程 

高効率放射加熱乾

燥装置 

セラミックコーティングラジアントチューブ、反

射板、排送風機付きの加熱乾燥装置。 

食料品製造業の乾燥工

程 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）、金属製品製造業

の乾燥工程、塗装焼き

付け工程 

炉内壁面輻射増進

塗装 

炉内壁面に炭化珪素系又はジルコニア系塗料等耐

熱・高輻射材料を塗布し、熱放射率を上げたも

の。 

加熱炉、熱処理炉、窯

業用炉を使用する全業

種 

 

④ 熱伝達率の向上 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

炉内攪拌装置 炉内の高温あるいは加温ガスを攪拌・循環し、伝熱

効果を高める装置。 

食料品製造業、金属製

品製造業の熱処理、加

熱工程 

噴流加熱装置 排気ガスを被加熱物に直接噴射し又は近距離から加

熱することにより加熱時間を短縮できるもの。 

非鉄金属製造業、金属

製品製造業の熱処理工

程、加熱工程 

高効率ラジアント

チューブバーナー 

電気加熱の代替として 60%以上の効率を有するも

の。 

非鉄金属製造業、金属

製品製造業のうち熱処

理炉を使用する業種 

接触伝熱装置 ロールヒータによる金属ストリップ、織布等加熱、

冷却。 

繊維工業、金属製品製

造業の熱処理工程、加

熱工程 
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流動床加熱装置 高圧熱風を流動床下部より噴射し、被加熱物（又は

砂等の媒体を介して）を攪拌することによって急速

かつ均一に加熱するもの。 

食料品製造業、金属製

品 製 造 業 の 熱 処 理 工

程、加熱工程 

直接通電加熱装置 処理材に直接電流を流して加熱するもの。また、２

次電流回路による誘導電流型加熱方式も有効。 

非鉄金属製造業、金属

製品製造業の熱処理工

程、加熱工程、食料品製

造業の加熱工程、殺菌

工程 

遠赤外線塗装乾燥

装置・高性能遠赤

外線乾燥装置 

(2)③参照。  

マイクロ波加熱装

置 

マイクロ波を用いて内部より急速に加熱するもの。 食料品製造業、窯業・土

石製品製造業（セメン

ト製造業を除く）の加

熱・乾燥工程 

炉 内 伝 熱 シ ミ ュ

レーションによる

最適化 

シミュレータによる解析からプロセスの工業最適条

件を見いだすこと。 

非鉄金属製造業、金属

製品製造業のうち加熱

炉、熱処理炉を使用す

る業種 

高効率工業炉 急速加熱式（排ガスを被加熱物に噴射し、又は、近

距離で加熱することにより加熱時間を短縮したも

の）、予熱・加熱一体炉、高断熱、燃空流量比例制御、

衝撃噴流加熱。 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）、非鉄金属製造業、

金属製品製造業の熱処

理工程、加熱工程 

ハイブリッド式加

熱システム 

燃焼による予熱後、誘導加熱等で加熱することによ

り、エネルギー消費原単位を向上させる複数の熱源

を使用する加熱システム。 

工業炉を使用する全業

種 

 

⑤ 熱交換器の改善 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

燃焼用空気等予熱

用熱交換器 

多管型熱交換式、プレート型熱交換式、ヒートパイ

プ型熱交換式等又は蓄熱式熱回収装置で廃熱を回収

し、燃焼用空気を予熱するもの。洗浄装置付きが有

効。 

燃焼式工業炉を使用す

る全業種 

蓄熱式熱交換器 (2)①参照。  

流動床加熱装置 高圧熱風を流動床下部より噴射し、被加熱物（又は

砂等の媒体を介して）を攪拌することによって急速

かつ均一に加熱するもの。 

食料品製造業、金属製

品 製 造 業 の 熱 処 理 工

程、加熱工程 

直接通電加熱装置 処理材に直接電流を流して加熱するもの。また、２

次電流回路による誘導電流型加熱方式も有効。 

非鉄金属製造業、金属

製品製造業の熱処理工

程、加熱工程、食料品製

造業の加熱工程、殺菌

工程 

遠赤外線塗装乾燥

装置・高性能遠赤

外線乾燥装置 

(2)③参照。  

マイクロ波加熱装

置 

マイクロ波を用いて内部より急速に加熱するもの。 食料品製造業、窯業・土

石製品製造業（セメン

ト製造業を除く）の加

熱・乾燥工程 

炉 内 伝 熱 シ ミ ュ

レーションによる

最適化 

シミュレータによる解析からプロセスの工業最適条

件を見いだすこと。 

非鉄金属製造業、金属

製品製造業のうち加熱

炉、熱処理炉を使用す

る業種 

高効率工業炉 急速加熱式（排ガスを被加熱物に噴射し、又は、近

距離で加熱することにより加熱時間を短縮したも

の）、予熱・加熱一体炉、高断熱、燃空流量比例制御、

衝撃噴流加熱など、別表 6 に掲げる効率以上のもの。 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）、非鉄金属製造業、

金属製品製造業の熱処

理工程、加熱工程 

ハイブリッド式加

熱システム 

燃焼による予熱後、誘導加熱等で加熱することによ

り、エネルギー消費原単位を向上させる複数の熱源

を使用する加熱システム。 

工業炉を使用する全業

種 

 

⑤ 熱交換器の改善 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

燃焼用空気等予熱

用熱交換器 

多管型熱交換式、プレート型熱交換式、ヒートパイ

プ型熱交換式等又は蓄熱式熱回収装置で廃熱を回収

し、燃焼用空気を予熱するもの。洗浄装置付きが有

効。 

燃焼式工業炉を使用す

る全業種 

蓄熱式熱交換器 (2)①参照。  
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⑥ 直接加熱機器・装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

液中燃焼バーナー (1)②参照。  

直火式繊維乾燥装

置 

スチーム乾燥の代替として、熱風発生バーナー等を

用いて直火乾燥をする装置。 

繊維工業の乾燥工程 

直火式乾燥装置 燃焼排ガスを直接乾燥に利用するもの。 食料品製造業、窯業・土

石製品製造業（セメン

ト製造業を除く）の乾

燥工程 

 

⑦ 多重効用缶 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

高効率多重効用缶 複数の蒸発缶と真空系を用いた溶液又は懸濁液中の

水分を蒸発させる高効率濃縮設備。用途により三重

効用から七重効用化の間で最適化したもの。 

食料品製造業、飲料・飼

料・たばこ製造業、ソー

ダ工業、圧縮ガス・液化

ガス製造業、油脂加工

製品・石けん・合成洗

剤・界面活性剤・塗料製

造業、化粧品・歯磨き・

その他の化粧用調整品

製造業の蒸留・濃縮工

程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 蒸留塔 

 

⑥ 直接加熱機器・装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

液中燃焼バーナー (1)②参照。  

直火式繊維乾燥装

置 

スチーム乾燥の代替として、熱風発生バーナー等を

用いて直火乾燥をする装置。 

繊維工業の乾燥工程 

直火式乾燥装置 燃焼排ガスを直接乾燥に利用するもの。 食料品製造業、窯業・土

石製品製造業（セメン

ト製造業を除く）の乾

燥工程 

 

⑦ 多重効用缶 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

高効率多重効用缶 複数の蒸発缶と真空系を用いた溶液又は懸濁液中の

水分を蒸発させる高効率濃縮設備。用途により三重

効用から七重効用化の間で最適化したもの。 

食料品製造業、飲料・飼

料・たばこ製造業、ソー

ダ工業、圧縮ガス・液化

ガス製造業、油脂加工

製品・石けん・合成洗

剤・界面活性剤・塗料製

造業、化粧品・歯磨き・

その他の化粧用調整品

製造業の蒸留・濃縮工

程 

MVR 型（自己蒸気

機械圧縮型）多重

効用缶 

複数の蒸発缶と真空系を用いた溶液又は懸濁液中の

水分を蒸発させる高効率濃縮設備で、蒸発したベー

パー（蒸気）を機械的に昇圧（昇温）し、蒸発缶の

熱源として再利用する。自己熱再生型で蒸気の持つ

蒸発潜熱を 100%再利用できるシステム。 

食料品製造業、飲料・飼

料・たばこ製造業、ソー

ダ工業、圧縮ガス・液化

ガス製造業、油脂加工

製品・石けん・合成洗

剤・界面活性剤・塗料製

造業、化粧品・歯磨き・

その他の化粧用調整品

製造業の蒸留・濃縮工

程 

 

⑧ 蒸留塔 
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設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

塔頂蒸気再圧縮型

ヒートポンプ使用

蒸留装置 

蒸留塔の塔頂蒸気を圧縮後凝縮させることにより、

原料の予熱、再沸器の熱源又はその他の回収熱源と

して利用するもの。 

無機化学工業製品製造

業、有機化学工業製品

製造業（石油化学系基

礎製品製造業を除く）、

油脂加工製品・石けん・

合成洗剤・界面活性剤・

塗料製造業、石油製品・

石炭製品製造業の蒸留

工程 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多重効用型蒸留装

置 

蒸留塔を低圧、高圧の塔に分割し、高圧側の塔頂蒸

気を低圧側の原料予熱、再沸器の熱源又はその他の

回収熱源として利用するもの。 

無機化学工業製品製造

業、有機化学工業製品

製造業（石油化学系基

礎製品製造業を除く）、

油脂加工製品・石けん・

合成洗剤・界面活性剤・

塗料製造業、石油製品・

石炭製品製造業の蒸留

工程 

 

⑨ 加熱設備での熱の複合利用 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

排熱利用原材料乾

燥・予熱装置 

溶解炉、焼成炉、加熱炉等の排ガスで投入原料を乾

燥・予熱するもの。 

熱利用設備を使用する

全業種 

塗料燃焼型焼付乾

燥炉 

塗料溶剤蒸気の焼却熱を回収し、焼き付け加熱熱源

とするもの。 

金属製品製造業、電気

機械器具製造業の連続

塗装焼き付け工程 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

MVR 型（自己蒸気

機械圧縮型）蒸留

塔付き蒸発濃縮装

置 

蒸留塔の塔頂から出るベーパー（蒸気）を機械的に

昇圧（昇温）し、蒸発濃縮装置の熱源として再利用

する、自己熱再生型で蒸気の持つ蒸発潜熱を 100%

再利用できるシステム。 

無機化学工業製品製造

業、有機化学工業製品

製造業（石油化学系基

礎製品製造業を除く）、

油脂加工製品・石けん・

合成洗剤・界面活性剤・

塗料製造業、石油製品・

石炭製品製造業の蒸留

工程 

MVR 型（自己蒸気

機械圧縮型）蒸留

装置 

蒸留塔の塔頂から出るベーパー（蒸気）を機械的に

昇圧（昇温）し、塔底の再沸器の熱源として利用す

る。自己熱再生型で蒸気の持つ蒸発潜熱を 100%再

利用できるシステム。 

無機化学工業製品製造

業、有機化学工業製品

製造業（石油化学系基

礎製品製造業を除く）、

油脂加工製品・石けん・

合成洗剤・界面活性剤・

塗料製造業、石油製品・

石炭製品製造業の蒸留

工程 

多重効用型蒸留装

置 

蒸留塔を低圧、高圧の塔に分割し、高圧側の塔頂蒸

気を低圧側の原料予熱、再沸器の熱源又はその他の

回収熱源として利用するもの。 

無機化学工業製品製造

業、有機化学工業製品

製造業（石油化学系基

礎製品製造業を除く）、

油脂加工製品・石けん・

合成洗剤・界面活性剤・

塗料製造業、石油製品・

石炭製品製造業の蒸留

工程 

 

⑨ 加熱設備での熱の複合利用 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

排熱利用原材料乾

燥・予熱装置 

溶解炉、焼成炉、加熱炉等の排ガスで投入原料を乾

燥・予熱するもの。 

熱利用設備を使用する

全業種 

塗料燃焼型焼付乾

燥炉 

塗料溶剤蒸気の焼却熱を回収し、焼き付け加熱熱源

とするもの。 

金属製品製造業、電気

機械器具製造業の連続

塗装焼き付け工程 
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排熱利用焼き戻し

炉 

焼入れ炉の燃焼排ガスを焼き戻し炉の熱源とするも

の。 

金属製品製造業の熱処

理工程 

排熱利用酸洗装置 連続焼鈍酸洗圧延設備等焼鈍炉の排熱で酸洗槽を加

熱するもの。 

非鉄金属製造業、金属

製品製造業の熱処理工

程 

高熱加圧脱水乾燥

機 

加熱昇温しながら加圧（真空吸引）脱水するもの。 食料品製造業、繊維工

業の加熱・乾燥工程 

エアレス乾燥装置 密閉フード内でスクリュー型等の圧縮機を用いて被

乾燥体からの発生蒸気を加圧昇温して、乾燥用蒸気

として再利用する装置。 

ビール製造業、染色整

理業 

 

⑩ 加熱制御方法の改善 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

熱設備エネルギー

利用効率化自動制

御システム 

加熱炉、熱処理炉、ボイラー等のエネルギー使用予

測及び管理を行うためのコンピュータによる監視・

制御システム。 

熱利用設備を使用する

全業種 

直接通電式加熱装

置 

(2)④参照  

ヒートパターン制

御装置 

バッチ炉では処理ごとにヒートパターンを選択設定

できるもの。連続炉では処理材の切り替えに伴い炉

長方向の温度プロファイル（ゾーン温度）を材料移

動にしたがって順次設定できるもの。 

バッチ炉、連続炉を使

用する全業種 

 

⑪ 加熱工程の短縮・省略化 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

プロセス・工程改

善 

プロセス省略化、プロセス低温化、プロセス統合化、

プロセス低圧化。 

加熱工程を有する全業

種 

ウ ェ ッ ト オ ン

ウェット式塗装方

式 

ウェットオン塗装により、従来の塗装方法に比べエ

ネルギー消費原単位の向上及びＶＯＣ排出量の削減

を可能にする塗装方式。 

金属塗装工程のある全

業種 

 

⑫ 工業炉の断熱向上 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

排熱利用焼き戻し

炉 

焼入れ炉の燃焼排ガスを焼き戻し炉の熱源とするも

の。 

金属製品製造業の熱処

理工程 

排熱利用酸洗装置 連続焼鈍酸洗圧延設備等焼鈍炉の排熱で酸洗槽を加

熱するもの。 

非鉄金属製造業、金属

製品製造業の熱処理工

程 

高熱加圧脱水乾燥

機 

加熱昇温しながら加圧（真空吸引）脱水するもの。 食料品製造業、繊維工

業の加熱・乾燥工程 

エアレス乾燥装置 密閉フード内でスクリュー型等の圧縮機を用いて被

乾燥体からの発生蒸気を加圧昇温して、乾燥用蒸気

として再利用する装置。 

ビール製造業、染色整

理業 

 

⑩ 加熱制御方法の改善 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

熱設備エネルギー

利用効率化自動制

御システム 

加熱炉、熱処理炉、ボイラー等のエネルギー使用予

測及び管理を行うためのコンピュータによる監視・

制御システム。 

熱利用設備を使用する

全業種 

直接通電式加熱装

置 

(2)④参照  

ヒートパターン制

御装置 

バッチ炉では処理ごとにヒートパターンを選択設定

できるもの。連続炉では処理材の切り替えに伴い炉

長方向の温度プロファイル（ゾーン温度）を材料移

動にしたがって順次設定できるもの。 

バッチ炉、連続炉を使

用する全業種 

 

⑪ 加熱工程の短縮・省略化 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

プロセス・工程改

善 

プロセス省略化、プロセス低温化、プロセス統合化、

プロセス低圧化。 

加熱工程を有する全業

種 

ウ ェ ッ ト オ ン

ウェット式塗装方

式 

ウェットオン塗装により、従来の塗装方法に比べエ

ネルギー消費原単位の向上及びＶＯＣ排出量の削減

を可能にする塗装方式。 

金属塗装工程のある全

業種 

 

⑫ 工業炉の断熱向上 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 
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高性能炉壁断熱材 セラミックファイバー等の軽量・低熱伝導断熱材。 工業炉を使用する全業

種 

 

⑬ 加熱設備の断熱向上 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

熱輸送管断熱強化 大径管の内面断熱のセラミックファイバー等軽量・

高断熱保温材、軽量キャスタブルによる断熱強化。

また、小径管の外部保温材としてグラスウール、ロッ

クウール、セラミックファイバー、マイクロサーム

等の軽量・高断熱保温材による断熱強化。 

加熱設備を使用する全

業種 

スーパーインシュ

レーション 

低輻射率材積層断熱、真空断熱。 工業炉を使用する全業

種 

金型断熱保温 鍛造プレス、ゴム・プラスチック射出成型プレス等、

金型を使用して加圧成型するプレスの金型から設備

への熱伝導損失を防止するため断熱保温を図るも

の。 

非鉄金属素形材製造業

の加熱、鍛造工程 

高露点密閉フード 蒸気加熱密閉フードの断熱を高め、出入口をエア

カーテンにより気密性、補助空気流による死角排除、

排気部 2 重構造などにより排気露点以上の内表面温

度としたもの。 

染色整理業、フェルト・

不織布製造業 

射出成形機（イン

ジェクションマシ

ン）のシリンダー

断熱保温 

プラスチック射出成形機の押出しスクリューシリン

ダー表面からの放散熱を低減するため断熱・保温強

化を図るもの。 

射出成形工程 

 

⑭ 開口部の縮小・密閉装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

親子扉 大型加熱炉、鍛造炉において親扉の他に材料寸法に

合わせた子扉の設置。 

非鉄金属素形材製造業

の加熱、鍛造工程 

スロート部カーテ

ン装置 

スロート部に複数段の金属鎖、耐熱クロス等の仕切

りカーテン又は仕切り板を設け、その仕切り間に空

気又は排ガスを噴出することにより炉内熱ガスの流

出及び放射損失の低減させるもの。また、乾燥炉で

は、エアカーテンも有効。 

非鉄金属製造業、金属

製品製造業、窯業・土石

製品製造業（セメント

製造業を除く）の熱処

理、焼成、塗装乾燥工程 

高性能炉壁断熱材 セラミックファイバー等の軽量・低熱伝導断熱材。 工業炉を使用する全業

種 

 

⑬ 加熱設備の断熱向上 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

熱輸送管断熱強化 大径管の内面断熱のセラミックファイバー等軽量・

高断熱保温材、軽量キャスタブルによる断熱強化。

また、小径管の外部保温材としてグラスウール、ロッ

クウール、セラミックファイバー等の軽量・高断熱

保温材による断熱強化。 

加熱設備を使用する全

業種 

スーパーインシュ

レーション 

低輻射率材積層断熱、真空断熱。 工業炉を使用する全業

種 

金型断熱保温 鍛造プレス、ゴム・プラスチック射出成型プレス等、

金型を使用して加圧成型するプレスの金型から設備

への熱伝導損失を防止するため断熱保温を図るも

の。 

非鉄金属素形材製造業

の加熱、鍛造工程 

高露点密閉フード 蒸気加熱密閉フードの断熱を高め、出入口をエア

カーテンにより気密性、補助空気流による死角排除、

排気部 2 重構造などにより排気露点以上の内表面温

度としたもの。 

染色整理業、フェルト・

不織布製造業 

射出成形機（イン

ジェクションマシ

ン）のシリンダー

断熱保温 

プラスチック射出成形機の押出しスクリューシリン

ダー表面からの放散熱を低減するため断熱・保温強

化を図るもの。 

射出成形工程 

 

⑭ 開口部の縮小・密閉装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

親子扉 大型加熱炉、鍛造炉において親扉の他に材料寸法に

合わせた子扉の設置。 

非鉄金属素形材製造業

の加熱、鍛造工程 

スロート部カーテ

ン装置 

スロート部に複数段の金属鎖、耐熱クロス等の仕切

りカーテン又は仕切り板を設け、その仕切り間に空

気又は排ガスを噴出することにより炉内熱ガスの流

出及び放射損失の低減させるもの。また、乾燥炉で

は、エアカーテンも有効。 

非鉄金属製造業、金属

製品製造業、窯業・土石

製品製造業（セメント

製造業を除く）の熱処

理、焼成、塗装乾燥工程 
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ハンプバック炉 加熱帯が出入口より上部にあり、高温の炉内ガスを

閉じ込めることにより、熱ガスの外部リークを少な

くするよう設計された炉。比較的小型の連続加熱炉、

連続処理炉に有効。 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）、非鉄金属製造業、

金属製品製造業の熱処

理、焼成工程 

 

⑮ 熱媒体輸送管の合理化 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

熱輸送管断熱強化 (2)⑬参照。  

配管の合理化 複数の熱輸送管の統合・分散による合理化。 熱利用設備を使用する

全業種 

継ぎ手締結部の露

出極小化 

熱輸送管の継ぎ手の減少化。 熱利用設備を使用する

全業種 

高性能スチームト

ラップ 

オリフィス自己調整式の連続排出方式フロート型。 蒸気利用設備を使用す

る全業種 

高性能ドレンサイ

ホン 

乾燥用高速回転蒸気シリンダーからのドレン排出装

置であって、シリンダー内滞留ドレン量と排出時随

伴蒸気量を少なくできるもの。 

染色整理業、フェルト・

不織布製造業、製紙業 

クローズド式ドレ

ン回収システム 

高温ドレンを開放せず直接ボイラーに回収し、再利

用するシステム。 

蒸気利用設備を使用す

る全業種 

スチームトラップ

診断・管理システ

ム 

蒸気ロス低減のために工場内に設置されたスチーム

トラップの作動・蒸気ロス量を診断・計測し、デー

タベース化するシステム。 

蒸気利用設備を使用す

る全業種 

 

⑯ 被加熱材の予備処理 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

省エネルギー型乾

燥装置 

被乾燥物の特性、必要温度に応じて、マイクロ波、

170℃以上の排ガス循環乾燥炉、熱媒利用空気予熱

式、吸着剤利用乾燥空気を使用する乾燥機、赤外線

乾燥、ヒートポンプ式乾燥装置等が有効。 

食料品製造業、木材・木

製品製造業、窯業・土石

製品製造業（セメント

製造業を除く）の乾燥

工程 

排熱利用原材料乾

燥・予熱装置 

(2)⑨参照。  

ハンプバック炉 加熱帯が出入口より上部にあり、高温の炉内ガスを

閉じ込めることにより、熱ガスの外部リークを少な

くするよう設計された炉。比較的小型の連続加熱炉、

連続処理炉に有効。 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）、非鉄金属製造業、

金属製品製造業の熱処

理、焼成工程 

 

⑮ 熱媒体輸送管の合理化 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

熱輸送管断熱強化 (2)⑬参照。  

配管の合理化 複数の熱輸送管の統合・分散による合理化。 熱利用設備を使用する

全業種 

継ぎ手締結部の露

出極小化 

熱輸送管の継ぎ手の減少化。 熱利用設備を使用する

全業種 

高性能スチームト

ラップ 

オリフィス自己調整式の連続排出方式フロート型。 蒸気利用設備を使用す

る全業種 

高性能ドレンサイ

ホン 

乾燥用高速回転蒸気シリンダーからのドレン排出装

置であって、シリンダー内滞留ドレン量と排出時随

伴蒸気量を少なくできるもの。 

染色整理業、フェルト・

不織布製造業、製紙業 

クローズド式ドレ

ン回収システム 

高温ドレンを開放せず直接ボイラーに回収し、再利

用するシステム。 

蒸気利用設備を使用す

る全業種 

スチームトラップ

診断・管理システ

ム 

蒸気ロス低減のために工場内に設置されたスチーム

トラップの作動・蒸気ロス量を診断・計測し、デー

タベース化するシステム。 

蒸気利用設備を使用す

る全業種 

 

⑯ 被加熱材の予備処理 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

省エネルギー型乾

燥装置 

被乾燥物の特性、必要温度に応じて、マイクロ波、

170℃以上の排ガス循環乾燥炉、熱媒利用空気予熱

式、吸着剤利用乾燥空気を使用する乾燥機、赤外線

乾燥、ヒートポンプ式乾燥装置等が有効。 

食料品製造業、木材・木

製品製造業、窯業・土石

製品製造業（セメント

製造業を除く）の乾燥

工程 

排熱利用原材料乾

燥・予熱装置 

(2)⑨参照。  
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カウンターカート

キルン 

被加熱物をキルン内で往復させ、被加熱物の顕熱を

回収し、予熱に利用するもの。 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）のうち連続焼成炉

を使用する業種 

 

⑰ 蓄熱装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

蓄熱式冷温水供給

装置 

冷却、加温工程において負荷変動による熱源機の効

率低下を防ぐため、蓄熱槽を介して冷水、温水を供

給する装置。熱源機容量の小型化に有効。 

機械冷却、製品冷却・加

温工程を有する全業種 

スチームアキュム

レータ 

短時間に蒸気需要の大きなピーク負荷がある場合

に、一時的に蒸気を蓄えておく装置。ボイラー容量

の小型化に資する。 

蒸気を使用する全業種 

高性能蓄熱材料に

よる熱搬送・利用

システム 

熱利用工場で余剰に発生した熱を、高性能の蓄熱材

料に蓄熱し、自動車、車両、船舶等で熱の需要先に

運び利用するもの。 

熱を利用する工程全般 

 

⑱ 真空蒸気媒体による加熱 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

真空蒸気方式低温

加熱システム 

温水の代わりに大気圧力以下の真空蒸気を加熱源と

して利用するシステム。 

温水加熱工程を有して

いる全業種 

 

⑲ その他 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

熱回収型密閉式溶

剤回収装置 

利用後のガス状の溶剤ガスを再循環窒素ガスととも

に溶剤回収装置に導入し、液化窒素の冷熱を利用し

て密閉状態で溶剤の回収を行うもの。 

木材・木製品製造業、家

具・装備品製造業、有機

化 学 工 業 製 品 製 造 業

（石油化学系基礎製品

製造業を除く）、化学繊

維製造業、油脂加工製

品・石けん・合成洗剤・

界面活性剤・塗料製造

業、写真感光材料製造

業の乾燥工程 

カウンターカート

キルン 

被加熱物をキルン内で往復させ、被加熱物の顕熱を

回収し、予熱に利用するもの。 

窯業・土石製品製造業

（セメント製造業を除

く）のうち連続焼成炉

を使用する業種 

 

⑰ 蓄熱装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

蓄熱式冷温水供給

装置 

冷却、加温工程において負荷変動による熱源機の効

率低下を防ぐため、蓄熱槽を介して冷水、温水を供

給する装置。熱源機容量の小型化に有効。 

機械冷却、製品冷却・加

温工程を有する全業種 

スチームアキュム

レータ 

短時間に蒸気需要の大きなピーク負荷がある場合

に、一時的に蒸気を蓄えておく装置。ボイラー容量

の小型化に資する。 

蒸気を使用する全業種 

高性能蓄熱材料に

よる熱搬送・利用

システム 

熱利用工場で余剰に発生した熱を、高性能の蓄熱材

料に蓄熱し、自動車、車両、船舶等で熱の需要先に

運び利用するもの。 

熱を利用する工程全般 

 

⑱ 真空蒸気媒体による加熱 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

真空蒸気方式低温

加熱システム 

温水の代わりに大気圧力以下の真空蒸気を加熱源と

して利用するシステム。 

温水加熱工程を有して

いる全業種 

 

⑲ その他 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

熱回収型密閉式溶

剤回収装置 

利用後のガス状の溶剤ガスを再循環窒素ガスととも

に溶剤回収装置に導入し、液化窒素の冷熱を利用し

て密閉状態で溶剤の回収を行うもの。 

木材・木製品製造業、家

具・装備品製造業、有機

化 学 工 業 製 品 製 造 業

（石油化学系基礎製品

製造業を除く）、化学繊

維製造業、油脂加工製

品・石けん・合成洗剤・

界面活性剤・塗料製造

業、写真感光材料製造

業の乾燥工程 
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冷凍機内蔵冷却塔 中低温の冷水を供給する設備として、空冷チラー冷

凍機と密閉式冷却塔で構成され、中間期・冬期は、

負荷側に冷水を供給し、夏期は台数制御による空冷

チラーを稼動して適温の冷水を供給するもの。 

食料品製造業、飲料・飼

料・たばこ製造業、医薬

品製造業の冷却・冷凍

工程 

高性能触媒利用装

置 

触媒を用いて製造プロセス、廃水処理プロセス、廃

ガス処理プロセス、廃ガス回収プロセスの低温化、

低圧化、高効率化ができるもの。 

食料品製造業、飲料・飼

料・たばこ製造業、化学

肥料製造業、有機化学

工業製品製造業（石油

化学系基礎製品製造業

を除く）、油脂加工製

品・石けん・合成洗剤・

界面活性剤・塗料製造

業、医薬品製造業、化粧

品・歯磨・その他の化粧

用調整製品製造業、石

油製品・石炭製品製造

業の反応工程、分離工

程、廃水処理工程、廃ガ

ス処理工程触媒利用の

処理装置の利用が可能

なプロセスを有する各

種製造業 

高性能膜分離装置 ガス又は液体の高度精製、高純度水の製造、廃液・

廃ガス高度分離処理用などに利用するもので、多孔

質膜を透過させ、各種成分や粒子を高性能に除去す

るもの。 

食料品製造業、飲料・飼

料・たばこ製造業、化学

肥料製造業、ソーダ工

業、圧縮ガス・液化ガス

製造業、有機化学工業

製品製造業（石油化学

系基礎製品製造業を除

く）、油脂加工製品・石

けん・合成洗剤・界面活

性剤・塗料製造業、医薬

品製造業、その他の化

粧用調整製品製造業、

石油製品・石炭製品製

造業の反応工程、分離

工程、廃水処理工程、廃

ガス処理工程、純水製

造・海水淡水化工程 

膜分離利用装置の利用

冷凍機内蔵冷却塔 中低温の冷水を供給する設備として、空冷チラー冷

凍機と密閉式冷却塔で構成され、中間期・冬期は、

負荷側に冷水を供給し、夏期は台数制御による空冷

チラーを稼動して適温の冷水を供給するもの。 

食料品製造業、飲料・飼

料・たばこ製造業、医薬

品製造業の冷却・冷凍

工程 

高性能触媒利用装

置 

触媒を用いて製造プロセス、廃水処理プロセス、廃

ガス処理プロセス、廃ガス回収プロセスの低温化、

低圧化、高効率化ができるもの。 

食料品製造業、飲料・飼

料・たばこ製造業、化学

肥料製造業、有機化学

工業製品製造業（石油

化学系基礎製品製造業

を除く）、油脂加工製

品・石けん・合成洗剤・

界面活性剤・塗料製造

業、医薬品製造業、化粧

品・歯磨・その他の化粧

用調整製品製造業、石

油製品・石炭製品製造

業の反応工程、分離工

程、廃水処理工程、廃ガ

ス処理工程触媒利用の

処理装置の利用が可能

なプロセスを有する各

種製造業 

高性能膜分離装置 ガス又は液体の高度精製、高純度水の製造、廃液・

廃ガス高度分離処理用などに利用するもので、多孔

質膜を透過させ、各種成分や粒子を高性能に除去す

るもの。 

食料品製造業、飲料・飼

料・たばこ製造業、化学

肥料製造業、ソーダ工

業、圧縮ガス・液化ガス

製造業、有機化学工業

製品製造業（石油化学

系基礎製品製造業を除

く）、油脂加工製品・石

けん・合成洗剤・界面活

性剤・塗料製造業、医薬

品製造業、その他の化

粧用調整製品製造業、

石油製品・石炭製品製

造業の反応工程、分離

工程、廃水処理工程、廃

ガス処理工程、純水製

造・海水淡水化工程 

膜分離利用装置の利用
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が可能なプロセスを有

する各種製造業 

が可能なプロセスを有

する各種製造業 
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ヒートポンプ式熱

源装置 

ヒートポンプサイクルにより、概ね 90℃程度の温

水、冷水、又は概ね 120℃程度の熱風を効率的に作

る熱源装置。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全業種 ヒートポンプ式熱

源装置 

ヒートポンプサイクルにより、蒸気、温水、冷水、

又は熱風を効率的に作る熱源装置。以下の機器に該

当する場合には、当該機器の基準を満たすもの。 

ア．チリングユニット（冷暖房に使用する電気式ヒー

トポンプである場合には、空冷式のチリングユ

ニットについては定格冷房能力及び定格暖房能力

をそれぞれの定格消費電力で除して得た数値の平

均値が 3.0 以上のもの。水冷式のチリングユニッ

トについては定格冷房能力を定格冷房消費電力で

除して得た数値が 3.3 以上のもの。） 

イ．ターボ冷凍機（定格運転時に成績係数（ＣＯＰ）

が６程度以上のヒートポンプ方式の冷凍機。） 

ウ．電気式パッケージエアコン（特定エネルギー消

費機器に該当する場合には、トップランナー基準

を満たすもの） 

エ．ガスヒートポンプエアコン（以下に掲げる期間

成績係数（APFp）以上のもの。 

（ア）冷房能力が 7.1kW 超 28kW 未満   1.07

以上 

（イ）冷房能力が 28kW 以上 35.5kW 未満 1.22

以上 

（ウ）冷房能力が 35.5kW 以上 45kW 未満 1.37

以上 

（エ）冷房能力が 45kW 以上 56kW 未満  1.59

以上 

（オ）冷房能力が 56kW 以上       1.70

以上） 

オ．吸収式冷凍機（吸収式冷凍機については定格消

費熱電効率が 1.2 以上のもの。吸収式冷温水機に

ついては定格冷房能力を定格ガス消費量又は定

格石油消費量で除して得た数値が 1.1 以上のも

の。） 

カ．ヒートポンプ給湯機（定格加熱能力を定格消費

電力で除して得た数値が 3.0 以上のもの） 

キ．高温水ヒートポンプ（別表 7 に掲げるもの） 

ク．循環加温ヒートポンプ（別表 7 に掲げるもの） 

ケ．熱風ヒートポンプ（別表 7 に掲げるもの） 

コ．蒸気発生ヒートポンプ（別表 7 に掲げるもの） 

全業種 
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特殊廃液濃縮処理

システム 

低温蒸発サイクルとヒートポンプ加熱装置を組み合

わせた減圧蒸留装置、又は低温蒸発サイクルと温水・

低圧蒸気を加熱源とした減圧蒸留装置により特殊廃

液を濃縮処理するシステム。 

食料品製造業、有機化

学工業製品製造業（石

油化学系基礎製品製造

業を除く）写真感光材

料製造業の廃液処理工

程 

電子部品・デバイス製

造業の電子部品洗浄液

の処理工程 

金 属 製 品 製 造 業 の 塗

装、メッキ工程 

地中熱利用ヒート

ポンプシステム 

年間を通じて温度変化の小さい地中熱を、熱交換用

のパイプを通じ、又は直接的に熱源の一部として使

用するヒートポンプシステム。 

全業種 

熱設備エネルギー

利用効率化自動制

御装置 

製造工程における熱利用設備のエネルギー使用の予

測・管理をコンピュータにより自動制御するもの。 

熱利用設備を使用する

全業種 

高効率脱臭装置 リジェネ式脱臭装置（２つのバーナーと蓄熱材を交

互に使用して脱臭燃焼するもの）、吸着式濃縮脱臭装

置（低濃度臭気物を吸収材に付着させ、高濃度化し

た後、燃焼処理するもの）、触媒燃焼式脱臭装置（触

媒を用いることにより低温度で脱臭処理するもの）。 

食料品製造業、金属製

品製造業、電気機械器

具製造業、輸送用機械

器具製造業の廃ガス処

理工程 

超臨界流体利用装

置 

超臨界状態の流体の持つ高い反応速度と選択性を利

用して、製造プロセスの簡素化、低温化、高効率化、

廃棄物処理プロセス・廃水処理プロセスの低温化、

完全無害化を行うもの。 

食料品製造業、有機化

学工業製品製造業（石

油化学系基礎製品製造

業を除く）、油脂加工製

品・石けん・合成洗剤・

界面活性剤・塗料製造

業、医薬品製造業の反

応工程、分離工程、廃棄

物処理工程、廃水処理

工程 

バイオ技術利用装

置 

微生物、酵素、細胞を用いて生化学反応を行わせ製

造プロセス、廃棄物処理プロセス、廃水処理プロセ

スの簡素化、低温化、高効率化を図るもの若しくは

微生物、酵素、細胞から産出される有用物質を用い

ることにより製造プロセスの簡素化、低温化、高効

率化を図るもの。 

食料品製造業、有機化

学工業製品製造業（石

油化学系基礎製品製造

業を除く）、油脂加工製

品・石けん・合成洗剤・

界面活性剤・塗料製造

業、医薬品製造業の反

特殊廃液濃縮処理

システム 

低温蒸発サイクルとヒートポンプ加熱装置を組み合

わせた減圧蒸留装置、又は低温蒸発サイクルと温水・

低圧蒸気を加熱源とした減圧蒸留装置により特殊廃

液を濃縮処理するシステム。 

食料品製造業、有機化

学工業製品製造業（石

油化学系基礎製品製造

業を除く）写真感光材

料製造業の廃液処理工

程 

電子部品・デバイス製

造業の電子部品洗浄液

の処理工程 

金 属 製 品 製 造 業 の 塗

装、メッキ工程 

地中熱利用ヒート

ポンプシステム 

年間を通じて温度変化の小さい地中熱を、熱交換用

のパイプを通じ、又は直接的に熱源の一部として使

用するヒートポンプシステム。 

全業種 

熱設備エネルギー

利用効率化自動制

御装置 

製造工程における熱利用設備のエネルギー使用の予

測・管理をコンピュータにより自動制御するもの。 

熱利用設備を使用する

全業種 

高効率脱臭装置 リジェネ式脱臭装置（２つのバーナーと蓄熱材を交

互に使用して脱臭燃焼するもの）、吸着式濃縮脱臭装

置（低濃度臭気物を吸収材に付着させ、高濃度化し

た後、燃焼処理するもの）、触媒燃焼式脱臭装置（触

媒を用いることにより低温度で脱臭処理するもの）。 

食料品製造業、金属製

品製造業、電気機械器

具製造業、輸送用機械

器具製造業の廃ガス処

理工程 

超臨界流体利用装

置 

超臨界状態の流体の持つ高い反応速度と選択性を利

用して、製造プロセスの簡素化、低温化、高効率化、

廃棄物処理プロセス・廃水処理プロセスの低温化、

完全無害化を行うもの。 

食料品製造業、有機化

学工業製品製造業（石

油化学系基礎製品製造

業を除く）、油脂加工製

品・石けん・合成洗剤・

界面活性剤・塗料製造

業、医薬品製造業の反

応工程、分離工程、廃棄

物処理工程、廃水処理

工程 

バイオ技術利用装

置 

微生物、酵素、細胞を用いて生化学反応を行わせ製

造プロセス、廃棄物処理プロセス、廃水処理プロセ

スの簡素化、低温化、高効率化を図るもの若しくは

微生物、酵素、細胞から産出される有用物質を用い

ることにより製造プロセスの簡素化、低温化、高効

率化を図るもの。 

食料品製造業、有機化

学工業製品製造業（石

油化学系基礎製品製造

業を除く）、油脂加工製

品・石けん・合成洗剤・

界面活性剤・塗料製造

業、医薬品製造業の反
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応工程、分離工程、廃棄

物処理工程、廃水処理

工程 

蒸気再圧縮加熱装

置 

加熱用蒸気使用設備から排気する低圧化した蒸気を

圧縮機等で再加圧して、同じ工程で再利用するシス

テム。 

無機化学工業製品製造

業、有機化学工業製品

製造業、油脂加工製品・

石けん・合成洗剤・界面

活性剤・塗料製造業、石

油製品・石炭製品製造

業の蒸留工程 

 

 (3) 廃熱回収設備 

 判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(3)廃熱回収設備の項目で規定する

目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計

画の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

① 断熱 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

熱輸送管断熱強化 (2)⑬参照。 全業種 

継ぎ手締結部・弁

類の露出極小化 

(2)⑮参照。 全業種 

 

 

② 蓄熱装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

熱回収用蓄熱槽 熱回収型ヒートポンプと同時設置される冷水蓄熱

槽、温水蓄熱槽、潜熱蓄熱槽、排水貯留槽。 

全業種 

 

 

③ 被加熱物の排熱有効利用 

応工程、分離工程、廃棄

物処理工程、廃水処理

工程 

蒸気再圧縮加熱装

置 

加熱用蒸気使用設備から排気する低圧化した蒸気を

圧縮機等で再加圧して、同じ工程で再利用するシス

テム。 

無機化学工業製品製造

業、有機化学工業製品

製造業、油脂加工製品・

石けん・合成洗剤・界面

活性剤・塗料製造業、石

油製品・石炭製品製造

業の蒸留工程 

 

(3) 廃熱回収設備 

 判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(3)廃熱回収設備の項目で規定する

目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計

画の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

① 断熱 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

熱輸送管断熱強化 (2)⑬参照。 全業種 

継ぎ手締結部・弁

類の露出極小化 

(2)⑮参照。 全業種 

 

 

② 蓄熱装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

熱回収用蓄熱槽 熱回収型ヒートポンプと同時設置される冷水蓄熱

槽、温水蓄熱槽、潜熱蓄熱槽、排水貯留槽。 

全業種 

 

 

③ 被加熱物の排熱有効利用 
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設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

被加熱材料顕熱回

収装置 

(2)①参照。  

カウンターカート

キルン 

(2)⑯参照。  

 

(4) コージェネレーション設備 

 判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(4)コージェネレーション設備の項

目で規定する目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることから、

中長期的な計面の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

① コージェネレーション設備 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

エ ン ジ ン 式 コ ー

ジェネレーション

設備 

ガスエンジン、ディーゼルエンジンを原動機とし、

軸動力を発電機・圧縮機等の駆動力として利用する

と共に、エンジン冷却水と排ガスから排熱を回収し

て熱源として利用するもの。特に動力又は電力需要

と共に主として温水需要が大きい場合に有効。 

 

 

全業種 

ガ ス タ ー ビ ン 式

コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備 

ガスタービンを原動機とし、軸動力を発電機・圧縮

機等の駆動力として利用すると共に、排ガスから排

熱を回収して熱源として利用するもの。特に動力又

は電力需要と共に主として蒸気需要が大きい場合に

有効。また、需要バランスが不規則な場合には、熱

と電気の出力バランスを可変できるものが有効。 

 

 

全業種 

燃料電池コージェ

ネレーションシス

テム 

原動機の代わりに燃料電池を使用して電力及び温水

又は蒸気を利用するもの。電力需要と共に温水又は

蒸気需要が大きい場合に有効。 

 

全業種 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

被加熱材料顕熱回

収装置 

(2)①参照。  

カウンターカート

キルン 

(2)⑯参照。  

 

(4) コージェネレーション設備 

 判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(4)コージェネレーション設備の項

目で規定する目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることから、

中長期的な計面の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

① コージェネレーション設備 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

エ ン ジ ン 式 コ ー

ジェネレーション

設備 

ガスエンジン、ディーゼルエンジンを原動機とし、

軸動力を発電機・圧縮機等の駆動力として利用する

と共に、エンジン冷却水と排ガスから排熱を回収し

て熱源として利用するものであり、総合効率が 82%

以上又は発電効率が 41%以上のもの。特に動力又は

電力需要とともに主として温水需要が大きい場合に

有効。 

全業種 

ガ ス タ ー ビ ン 式

コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備 

ガスタービンを原動機とし、軸動力を発電機・圧縮

機等の駆動力として利用するとともに、排ガスから

排熱を回収して熱源として利用するものであり、総

合効率が 82%以上又は発電効率が 41%以上のもの。

特に動力又は電力需要と共に主として蒸気需要が大

きい場合に有効。また、需要バランスが不規則な場

合には、蒸気をタービン発電機で電気に変換できる

ものが有効。 

全業種 

燃料電池コージェ

ネレーションシス

テム 

原動機の代わりに燃料電池を使用して電力及び温水

又は蒸気を発生させ利用するものであり、総合効率

が 82%以上又は発電効率が 41%以上のもの。電力需

要と共に温水又は蒸気需要が大きい場合に有効。 

全業種 
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工場内蒸気最適運

用システム 

複数の蒸気圧を持ち、蒸気の低圧化に対して背圧

タービンによる電気回収及び動力回収、全体の蒸気

バランスをとるために蒸気を使い切る復水タービン

で電力回収するように全体の蒸気バランスをコント

ロールするシステム。小規模の場合にあっては、容

積型回転膨張機が有効。 

複数の異なった蒸気圧

を使用する全業種 

 

② 抽気タービン・背圧タービンの改造 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

多 段 抽 気 型 蒸 気

タービン 

２又は３つの異なる圧力の蒸気を抽出する機構を有

するもの。 

コージェネレーション

設備を使用する全業種 

高効率蒸気タービ

ン翼 

三次元流動解析技術により設計されたもの。 コージェネレーション

設備を使用する全業種 

 

③ その他 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

排 気 再 燃 バ ー

ナ ー 、 追 い 焚 き

バーナー 

ガスタービン排ガスの残存酸素を利用し、燃料を燃

焼させ、排ガスを再加熱し、排熱回収蒸気量を増加

させるもの。 

ボイラーを使用する全

業種 

排熱利用冷熱製造

装置 

排熱熱源吸収冷凍機、排熱利用吸着式冷熱製造機。 

 

 

 

 

 

空気調和、冷却、冷凍設

備を使用する全業種 

排熱利用デシカン

ト空気調和システ

ム 

ガスエンジン等の排熱を利用した除湿システム。 除湿、調湿、恒湿設備を

使用する全業種 

コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備負荷率

改善装置 

総合的な効率向上のために設備負荷率を改善する場

合に系統連系保護装置、負荷率改善高速電力制御シ

ステム、負荷率改善見なし逆潮流制御システム、超

高速切り替えスイッチが有効。 

コージェネレーション

設備を使用する全業種 

 

(5) 電気使用設備 

 判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(5)電気使用設備の項目で規定する

工場内蒸気最適運

用システム 

複数の蒸気圧を持ち、蒸気の低圧化に対して背圧

タービンによる電気回収及び動力回収、全体の蒸気

バランスをとるために蒸気を使い切る復水タービン

で電力回収するように全体の蒸気バランスをコント

ロールするシステム。小規模の場合にあっては、容

積型回転膨張機が有効。 

複数の異なった蒸気圧

を使用する全業種 

 

② 抽気タービン・背圧タービンの改造 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

多 段 抽 気 型 蒸 気

タービン 

２又は３つの異なる圧力の蒸気を抽出する機構を有

するもの。 

コージェネレーション

設備を使用する全業種 

高効率蒸気タービ

ン翼 

三次元流動解析技術により設計されたもの。 コージェネレーション

設備を使用する全業種 

 

③ その他 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

排 気 再 燃 バ ー

ナ ー 、 追 い 焚 き

バーナー 

ガスタービン排ガスの残存酸素を利用し、燃料を燃

焼させ、排ガスを再加熱し、排熱回収蒸気量を増加

させるもの。 

ボイラーを使用する全

業種 

排熱利用冷熱製造

装置 

排熱熱源吸収式冷凍機、排熱利用吸着式冷熱製造機。 

ア．吸収冷凍機については定格消費熱電効率が 1.2

以上のもの。 

イ．吸収冷温水機については定格冷房能力を定格ガ

ス消費量又は定格石油消費量で除して得た数値が

1.1 以上のもの。 

空気調和、冷却、冷凍設

備を使用する全業種 

排熱利用デシカン

ト空気調和システ

ム 

ガスエンジン等の排熱を利用した除湿システム。 除湿、調湿、恒湿設備を

使用する全業種 

コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備負荷率

改善装置 

総合的な効率向上のために設備負荷率を改善する場

合に系統連系保護装置、負荷率改善高速電力制御シ

ステム、負荷率改善見なし逆潮流制御システム、超

高速切り替えスイッチが有効。 

コージェネレーション

設備を使用する全業種 

 

(5) 電気使用設備 

判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(5)電気使用設備の項目で規定する
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目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計

面の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

 

 

① 高効率モータ 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

高効率誘導モータ ハイグレードの鉄心の採用と巻線の改善や冷却扇の

改善により汎用型に比べ損失を低減したもの。ただ

し、防爆型モータを使用しなければならない場合を

除く。 

 

 

全業種 

永久磁石同期モー

タ 

ロータの内部に永久磁石を埋め込んだ回転界磁式の

同期モータ。インバーターと組み合わせて高効率可

変速運転ができる。 

全業種 

 

② 回転数制御装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

インバーター制御

装置 

ポンプ、ブロワー等の流量をインバーターにより制

御する装置。より精密な速度制御や頻繁な可逆運転

を要求される負荷の駆動には、ベクトルインバー

ター駆動装置が有効。 

全業種 

機械式無段変速装

置 

モータと一体に組み立てられた無段変速機（リング

コーンプーリとベルトで構成されたもの等）。 

全業種 

静止型レオナード

装置 

サイリスタ素子等の静止器付きのレオナード装置。 繊維工業、印刷業 

サイリスタモータ ブラシレス同期モータ、サイリスタインバーター、

回転子位置検出器とゲート制御回路とからなる加減

速用モータ。特に大容量で精密な速度制御・頻繁な

可逆運転をする装置の駆動を必要とする場合に有

効。 

全業種 

極数変換モータ モータの極数を切り替えることにより回転数を段階

状に切り替えることができるもの。速度変換要求が

固定２、３段でよい負荷のある場合に有効。 

全業種 

目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計

面の作成における検討対象として掲げるものである。 

なお、特定エネルギー消費機器に該当する設備等を導入する場合には、トップランナー基準を満たすものの採

用を検討すること。 

 

① 高効率モータ 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

高効率誘導モータ ハイグレードの鉄心の採用と巻線の改善や冷却扇の

改善により汎用型に比べ損失を低減したもの。特定

エネルギー消費機器に該当する場合には、トップラ

ンナー基準を満たすもの。ただし、防爆型モータを

使用しなければならない場合を除く。 

全業種 

永久磁石同期モー

タ 

ロータの内部に永久磁石を埋め込んだ回転界磁式の

同期モータ。インバーターと組み合わせて高効率可

変速運転ができる。 

全業種 

 

② 回転数制御装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

インバーター制御

装置 

ポンプ、ブロワー等の流量をインバーターにより制

御する装置。より精密な速度制御や頻繁な可逆運転

を要求される負荷の駆動には、ベクトルインバー

ター駆動装置が有効。 

全業種 

機械式無段変速装

置 

モータと一体に組み立てられた無段変速機（リング

コーンプーリとベルトで構成されたもの等）。 

全業種 

静止型レオナード

装置 

サイリスタ素子等の静止器付きのレオナード装置。 繊維工業、印刷業 

サイリスタモータ ブラシレス同期モータ、サイリスタインバーター、

回転子位置検出器とゲート制御回路とからなる加減

速用モータ。特に大容量で精密な速度制御・頻繁な

可逆運転をする装置の駆動を必要とする場合に有

効。 

全業種 

極数変換モータ モータの極数を切り替えることにより回転数を段階

状に切り替えることができるもの。速度変換要求が

固定２、３段でよい負荷のある場合に有効。 

全業種 
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③ 力率改善 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

進相コンデンサ 工場受電端又は設備単休で力率向上の効果のある設

備に油入り、乾式等の電力コンデンサ（進相コンデ

ンサ）を設置することにより力率を改善させる。 

全業種 

自動力率改善装置 系統の無効電力または力率を測定し、系統力率が

100%となるよう、進相コンデンサの投入・開放を自

動的に行う力率改善装置。 

全業種 

モータ一体型進相

コンデンサ 

モータ単体毎に設置する進相コンデンサで、設置す

ることにより個別負荷設備ごとに力率を改善するこ

とができるもの。 

全業種 

 

④ 計測管理装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

自動計測装置 電気使用量、流量等について超音波等を用いて自動

計測する装置。 

全業種 

電気加熱温度自動

制御装置 

フィードバック方式、フィードフォワード方式と

フィードバック方式の併用により温度を自動制御す

る装置。 

電気加熱設備を使用す

る全業種 

デ マ ン ド コ ン ト

ロール装置 

最大電力を常時監視し、自動的に警報又は負荷の遮

断を行う装置。生産ラインに影響の少ない負荷の遮

断に有効。 

全業種 

電力負荷率改善シ

ステム 

電力負荷率の低い工場における受変電設備、配電設

備からの損失低減を図るため、工場の生産工程調整

を含む電力負荷管理をコンピュータにより制御する

システム、蓄熱システム又は高効率蓄電池システム

（ナトリウム硫黄電池、ニッケル水素電池等）の負

荷緩衝システムを単体又は組み合わせて電力負荷率

を最適にコントロールするシステム。特に複数工程

を有する工場、電気炉負荷、冷凍負荷の大きい工場

で有効。 

全業種 

変圧器の台数制御 軽負荷時に余裕変圧器を解列すること。特に休日・

夜間の負荷が極小となる工場に有効。 

全業種 

 

③ 力率改善 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

進相コンデンサ 工場受電端又は設備単休で力率向上の効果のある設

備に油入り、乾式等の電力コンデンサ（進相コンデ

ンサ）を設置することにより力率を改善させる。 

全業種 

自動力率改善装置 系統の無効電力または力率を測定し、系統力率が

100%となるよう、進相コンデンサの投入・開放を自

動的に行う力率改善装置。 

全業種 

モータ一体型進相

コンデンサ 

モータ単体毎に設置する進相コンデンサで、設置す

ることにより個別負荷設備ごとに力率を改善するこ

とができるもの。 

全業種 

 

④ 計測管理装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

自動計測装置 電気使用量、流量等について超音波等を用いて自動

計測する装置。 

全業種 

電気加熱温度自動

制御装置 

フィードバック方式、フィードフォワード方式と

フィードバック方式の併用により温度を自動制御す

る装置。 

電気加熱設備を使用す

る全業種 

デ マ ン ド コ ン ト

ロール装置 

最大電力を常時監視し、自動的に警報又は負荷の遮

断を行う装置。生産ラインに影響の少ない負荷の遮

断に有効。 

全業種 

電力負荷率改善シ

ステム 

電力負荷率の低い工場における受変電設備、配電設

備からの損失低減を図るため、工場の生産工程調整

を含む電力負荷管理をコンピュータにより制御する

システム、蓄熱システム又は高効率蓄電池システム

（ナトリウム硫黄電池、ニッケル水素電池等）の負

荷緩衝システムを単体又は組み合わせて電力負荷率

を最適にコントロールするシステム。特に複数工程

を有する工場、電気炉負荷、冷凍負荷の大きい工場

で有効。 

全業種 

変圧器の台数制御 軽負荷時に余裕変圧器を解列すること。特に休日・

夜間の負荷が極小となる工場に有効。 

全業種 
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運転台数の自動制

御装置 

ポンプ、コンプレッサー、小型ボイラー等の複数台

の装置が設置されている場合に負荷に合わせて運転

台数を自動的に制御する装置。シーケンス等により

オン－オフ制御する装置等がある。 

全業種 

 

⑤ 電気加熱設備 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

高性能アーク炉 高感応答アーク炉、ＵＨＰアーク炉、直流アーク炉、

排ガスによる原料予熱装置付きアーク炉。 

 

非鉄金属製造業 

高性能抵抗炉 サイリスタ（又はトライアック）位相制御付き抵抗

炉。高性能断熱材使用の炉。 

加熱、焼成工程を有す

る全業種 

高性能高周波炉 静止型（トランジスター、サイリスタ素子等を使用

したもの）の高周波溶解炉、高周波誘導加熱装置、

高周波電源装置。 

金属の加熱工程、溶解

工程を有する全業種 

高性能溶解・保持

用溝型炉 

連続湯温度測定装置及び印加電力連続制御装置の付

いた溝型炉。 

非鉄金属製造業 

 

⑥ その他 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

高効率変圧器 低損失磁性体材料を使用した変圧器及び低損失構造

の変圧器（モールド変圧器等）。 

全業種 

負荷電圧安定化供

給装置 

高い電圧による負荷中心点への配電、系統インピー

ダンスの低減によっても、なお、電圧降下が大きい

か許容電圧変動範囲に収まらない場合に負荷時タッ

プ切換変圧器、負荷時電圧調整器、誘導電圧調整器

等の電圧調整装置により安定した電圧で供給する装

置。 

全業種 

運転台数の自動制

御装置 

ポンプ、コンプレッサー、小型ボイラー等の複数台

の装置が設置されている場合に負荷に合わせて運転

台数を自動的に制御する装置。シーケンス等により

オン－オフ制御する装置等がある。 

全業種 

 

⑤ 電気加熱設備 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

高性能アーク炉 高感応答アーク炉、ＵＨＰアーク炉、直流アーク炉、

排ガスによる原料予熱装置付きアーク炉、炉体旋回

式アーク炉。 

金属の溶解工程を有す

る全業種 

高性能抵抗炉 サイリスタ（又はトライアック）位相制御付き抵抗

炉、高性能断熱材使用の炉など、別表 6 に掲げる効

率以上のもの。 

加熱、焼成工程を有す

る全業種 

高性能高周波炉 静止型（トランジスター、サイリスタ素子等を使用

したもの）の高周波溶解炉、高周波誘導加熱装置、

高周波電源装置など、別表 6 に掲げる効率以上のも

の。 

金属の加熱工程、溶解

工程を有する全業種 

高性能溶解・保持

用溝型炉 

連続湯温度測定装置及び印加電力連続制御装置の付

いた溝型など、別表 6 に掲げる効率以上のもの。 

非鉄金属製造業 

 

⑥ その他 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

高効率変圧器 低損失磁性体材料を使用した変圧器及び低損失構造

の変圧器（モールド変圧器等）。特定エネルギー消費

機器に該当する場合には、トップランナー基準を満

たすもの。 

全業種 

負荷電圧安定化供

給装置 

高い電圧による負荷中心点への配電、系統インピー

ダンスの低減によっても、なお、電圧降下が大きい

か許容電圧変動範囲に収まらない場合に負荷時タッ

プ切換変圧器、負荷時電圧調整器、誘導電圧調整器

等の電圧調整装置により安定した電圧で供給する装

置。 

全業種 
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400 ボルト級配線

設備 

工場低圧動力装置、空気調和、衛生動力機器、エレ

ベータ電源、照明負荷等に対する電気供給のための

配線設備で、400 ボルト級の三相４線式配線方式の

もの。 

全業種 

高 性 能 電 気 分 解

炉・メッキ炉 

変圧器一体型整流器、印加電力調整装置が付属し、

高電圧対応の電気分解炉、メッキ炉では、シアン浴

メッキ炉から塩化浴メッキ炉、サージェント浴炉か

らフッ化浴メッキ炉への転換が有効。 

溶融メッキ業 

アルミドロス有価

物回収システム 

回転型アーク炉を用い、アルミドロスから高効率に

アルミを回収するシステム。 

非鉄金属製造業 

高性能油圧ユニッ

ト 

各種設備に多く採用されている油圧装置にインバー

ター化あるいはその他の回転数制御機能を付加し負

荷変動に対応して最適に制御。 

全工程 

高効率射出成形機 駆動源に高効率モーター、回転数制御装置又は高性

能油圧ユニットを使用する射出成形機。 

プラスチック製品製造

業、ゴム製品製造業 

 

(6) 空気調和設備、給湯設備、換気設備、昇降機等 

 判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(6)空気調和設備、給湯設備、換気設

備、昇降機等の項目で規定する目標及び措置の実現に資する設備等のうち空気調和設備の具体例としては、次に

掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

 

 

① 空気調和設備 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

蓄熱式空気調和シ

ステム 

蓄熱槽を介することにより空気調和用熱源機の負荷

変動を小さくし運転効率の向上が図れるもの、又は、

工場の温排熱、冷房排熱の回収利用が図れるもの。 

全業種 

高効率ヒートポン

プ 

冷暖房に利用する電気式ヒートポンプで、圧縮機の

性能向上や熱交換性能を向上させたもの。 

 

 

 

 

 

 

全業種 

400 ボルト級配線

設備 

工場低圧動力装置、空気調和、衛生動力機器、エレ

ベータ電源、照明負荷等に対する電気供給のための

配線設備で、400 ボルト級の三相４線式配線方式の

もの。 

全業種 

高 性 能 電 気 分 解

炉・メッキ炉 

変圧器一体型整流器、印加電力調整装置が付属し、

高電圧対応の電気分解炉、メッキ炉では、シアン浴

メッキ炉から塩化浴メッキ炉、サージェント浴炉か

らフッ化浴メッキ炉への転換が有効。 

溶融メッキ業 

アルミドロス有価

物回収システム 

回転型アーク炉を用い、アルミドロスから高効率に

アルミを回収するシステム。 

非鉄金属製造業 

高性能油圧ユニッ

ト 

各種設備に多く採用されている油圧装置にインバー

ター化あるいはその他の回転数制御機能を付加し負

荷変動に対応して最適に制御。 

全工程 

高効率射出成形機 駆動源に高効率モーター、回転数制御装置又は高性

能油圧ユニットを使用する射出成形機。 

プラスチック製品製造

業、ゴム製品製造業 

 

(6) 空気調和設備、給湯設備、換気設備、昇降機等 

 判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(6)空気調和設備、給湯設備、換気設

備、昇降機等の項目で規定する目標及び措置の実現に資する設備等のうち空気調和設備の具体例としては、次に

掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

なお、特定エネルギー消費機器に該当する設備等を導入する場合には、トップランナー基準を満たすものの採

用を検討すること。 

 

① 空気調和設備 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

蓄熱式空気調和シ

ステム 

蓄熱槽を介することにより空気調和用熱源機の負荷

変動を小さくし運転効率の向上が図れるもの、又は、

工場の温排熱、冷房排熱の回収利用が図れるもの。 

全業種 

チリングユニット 冷暖房に利用する電気式ヒートポンプで、圧縮機

の性能向上や熱交換性能を向上させたもので、以

下のいずれかの効率以上のもの。 

ア．空冷式のチリングユニットについては定格冷

房能力及び定格暖房能力をそれぞれの定格消費

電力で除して得た数値の平均値が 3.0 以上のも

の。 

イ．水冷式のチリングユニットについては定格冷房

全業種 



 

26 

 

 

 

熱回収型ヒートポ

ンプ方式熱源装置 

ヒートポンプサイクルにより冷暖房を行う際に冷房

排熱又は温度差エネルギーを回収して蓄熱槽に蓄

え、暖房に利用するもの。 

全業種 

高効率ターボ冷凍

機 

定格運転時に成績係数（ＣＯＰ）が６程度以上の冷

凍機。圧縮系をインバーター駆動するものでは、冷

却水温度が低い場合には更にＣＯＰ向上が顕著であ

る。 

全業種 

エンジン駆動ヒー

トポンプシステム 

エンジン駆動のヒートポンプで冷暖房を行うととも

に、暖房時にはエンジンからの廃熱を利用して冷媒

を加熱するもので、エネルギーを有効に利用するこ

とができるシステム。 

 

 

 

 

 

 

全業種 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

能力を定格冷房消費電力で除して得た数値が 3.3

以上のもの。 

熱回収型ヒートポ

ンプ方式熱源装置 

ヒートポンプサイクルにより冷暖房を行う際に冷房

排熱又は温度差エネルギーを回収して蓄熱槽に蓄

え、暖房に利用するもの。 

全業種 

高効率ターボ冷凍

機 

定格運転時に成績係数（ＣＯＰ）が６程度以上のヒー

トポンプ方式の冷凍機。圧縮系をインバーター駆動

するものでは、冷却水温度が低い場合には更にＣＯ

Ｐ向上が顕著である。 

全業種 

ガスヒートポンプ

エアコン 

ガスエンジン駆動のヒートポンプで冷暖房を行う

とともに、暖房時にはエンジンからの廃熱を利用し

て冷媒を加熱するシステムで、以下に掲げる期間成

績係数（APFp）以上のもの。 

ア．冷房能力が 7.1kW 超 28kW 未満   1.07 以上 

イ．冷房能力が 28kW 以上 35.5kW 未満 1.22 以上 

ウ．冷房能力が 35.5kW 以上 45kW 未満 1.37 以上 

エ．冷房能力が 45kW 以上 56kW 未満  1.59 以

上 

オ．冷房能力が 56kW 以上       1.70 以上 

全業種 

電気式パッケージ

エアコン 

圧縮機やファンに可変速モータを採用したり、圧縮

機の性能や室外機・室内機の熱交換性能等を向上さ

せたエアコンで、特定エネルギー消費機器に該当す

る場合には、トップランナー基準を満たすもの。個

別空調システムとして使用される。 

全業種 

ハイブリッド個別

空調システム 

ガスエンジン駆動のヒートポンプと電気式ヒート

ポンプを組み合わせたものをワンセットとした室

外機を有しており、同一冷媒系統で室内機を制御

し、高効率に冷暖房を行うシステム。 

ア．ハイブリッド空調の室外機マルチ形について

は、(6)①ガスヒートポンプエアコンに掲げる効

率と(6)①電気式パッケージエアコンのトップ

ランナー基準それぞれの基準値を満たすもの。 

イ．ハイブリッド空調の室外機一体形については、

(6)①ガスヒートポンプエアコンに掲げる効率以

上のもの。 

 

全業種 
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改良型吸収冷温水

機 

吸収液の再生若しくは凝縮工程における廃熱により

吸収液の予熱または温水の製造を行う機構を有する

もので、二重効用型や三重効用型などがあり、従来

型に比べて同量の冷温水を得るための燃料消費量が

少ない冷温水機。 

 

 

 

全業種 

排熱等利用型吸収

冷温水機 

コージェネレーション設備の排ガス、排蒸気、排温

水を熱源として利用する吸収冷温水機や、排ガス、

排蒸気、排温水、太陽熱等を補助熱源として投入し

エネルギー消費を抑えるタイプの吸収冷温水機。 

 

 

 

 

 

 

全業種 

遠赤外線利用暖房

装置 

遠赤外線照射により直接人体に伝えることにより暖

房するもの。 

 

全業種 

デシカント空気調

和システム 

空気中の湿分を乾燥剤により直接吸湿することによ

り処理するシステム。過冷却・再熱方式に比べて高

効率であり、乾燥剤の再生に排熱を利用できる場合

にはより有効。 

除湿、調湿、恒湿設備を

使用する全業種 

大温度差・変流量

制御熱搬送システ

ム 

大温度差のとれる熱源機、熱交換器等により空気調

和の熱媒体（水又は空気）の循環温度差を拡大する

ことにより搬送動力を低減させるシステム。また、

負荷に応じた変流量制御装直（ＶＡＶ制御装置、Ｖ

ＷＶ制御装置）を組み合わせるとより有効。 

全業種 

空気調和用搬送エ

ネルギー効率化シ

ステム 

熱媒体を液とガスの比重差で自然に循環させるも

の、複数の空気調和ユニットを直列に配置し熱媒体

を段階的に利用するもの。 

全業種 

水加湿による調湿

方式 

気化式加湿等、蒸気を使用せず水利用により加湿す

る方式で、中間期や冬期に冷房が必要でかつ加湿が

必要な場合には冷房負荷を軽減することが出来る。 

全業種 

外気冷房空調シス

テム 

中間期や冬期に冷房需要が多い場合で、外気温度が

室温より低い場合には、冷凍機を運転せずに送風運

全業種 

吸収式冷凍機 二重効用型や三重効用型など、従来型に比べて同量

の冷温水を得るための燃料消費量が少ない冷凍機又

は冷温水機。 

ア．吸収式冷凍機については定格消費熱電効率が

1.2 以上のもの。 

イ．吸収式冷温水機については定格冷房能力を定格

ガス消費量又は定格石油消費量で除して得た数値

が 1.1 以上のもの。 

全業種 

排熱等利用型吸収

式冷凍機 

コージェネレーション設備の排ガス、排蒸気、排温

水を熱源として利用する吸収式冷凍機又は冷温水機

や、排ガス、排蒸気、排温水、太陽熱等を補助熱源

として投入しエネルギー消費を抑えるタイプの吸収

式冷凍機又は冷温水機。 

ア．吸収式冷凍機については定格消費熱電効率が

1.2 以上のもの。 

イ．吸収式冷温水機については定格冷房能力を定格

ガス消費量又は定格石油消費量で除して得た数値

が 1.1 以上のもの。 

全業種 

放射空気調和設備 空気の対流によって熱を伝えるのではなく、遠赤外

線の放射によって人体と天井・床・壁との間で直接

熱を移動させることで冷暖房を行うもの。 

全業種 

デシカント空気調

和システム 

空気中の湿分を乾燥剤により直接吸湿することによ

り処理するシステム。過冷却・再熱方式に比べて高

効率であり、乾燥剤の再生に排熱、太陽熱を利用で

きる場合にはより有効。 

除湿、調湿、恒湿設備を

使用する全業種 

大温度差・変流量

制御熱搬送システ

ム 

大温度差のとれる熱源機、熱交換器等により空気調

和の熱媒体（水又は空気）の循環温度差を拡大する

ことにより搬送動力を低減させるシステム。また、

負荷に応じた変流量制御装直（ＶＡＶ制御装置、Ｖ

ＷＶ制御装置）を組み合わせるとより有効。 

全業種 

空気調和用搬送エ

ネルギー効率化シ

ステム 

熱媒体を液とガスの比重差で自然に循環させるも

の、複数の空気調和ユニットを直列に配置し熱媒体

を段階的に利用するもの。 

全業種 

水加湿による調湿

方式 

気化式加湿等、蒸気を使用せず水利用により加湿す

る方式で、中間期や冬期に冷房が必要でかつ加湿が

必要な場合には冷房負荷を軽減することが出来る。 

全業種 

外気冷房空調シス

テム 

中間期や冬期に冷房需要が多い場合で、外気温度が

室温より低い場合には、冷凍機を運転せずに送風運

全業種 
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転のみを行う外気冷房システム。 

空調ゾーニングの

細分化 

同一区画内の部屋などで負荷変動パターンや空調所

要時間帯の相違、残業時の空調対策などを考慮して、

空調制御ゾーニングの検討を行い、必要に応じて空

調機ゾーンあるいは制御ゾーンの細分化を図る。 

全業種 

エアコン室外機へ

の水噴霧装置 

空調機の室外機に水を噴霧して冷却する装置で、冷

房時にヒートポンプの効率を向上することができ

る。 

全業種 

クリーンルーム局

所クリーン化技術 

作業エリアの局所クリーン化を行うため、クリーン

ルーム全体のクリーン度の適正化とともにクリーン

エア循環ファンの電力消費量を低減する技術（ＳＭ

ＩＦ）。 

半導体製造工程 

空調デマンド制御 空調負荷に応じて工場一般空調の圧縮機をオンオフ

制御する装置。 

工場空調の必要な全工

程 

置換換気空調シス

テム 

工場内に設置している設備等から発生する上昇気流

を利用して、工場内温度よりやや低い温度の空気を

低速で吹き出す換気・空調システムで、従来のミキ

シング空調方式より給気温度を高く設定できるため

省エネ運転となる（高天井空間の工場空調に適す

る）。 

全業種 

 

 

 

 

② 給湯熱源設備・システム 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

高効率ヒートポン

プ給湯機 

自然冷媒（ＣＯ2）や新冷媒（R410A 等）を用い、電

動ヒートポンプサイクルにより 70℃以上の高温沸

き上げが可能な高効率の給湯システム。ヒートポン

プユニットと給湯ユニットで構成。 

 

全業種 

転のみを行う外気冷房システム。 

空調ゾーニングの

細分化 

同一区画内の部屋などで負荷変動パターンや空調所

要時間帯の相違、残業時の空調対策などを考慮して、

空調制御ゾーニングの検討を行い、必要に応じて空

調機ゾーンあるいは制御ゾーンの細分化を図る。 

全業種 

エアコン室外機へ

の水噴霧装置 

空調機の室外機に水を噴霧して冷却する装置で、冷

房時にヒートポンプの効率を向上することができ

る。 

全業種 

クリーンルーム局

所クリーン化技術 

作業エリアの局所クリーン化を行うため、クリーン

ルーム全体のクリーン度の適正化とともにクリーン

エア循環ファンの電力消費量を低減する技術（ＳＭ

ＩＦ）。 

半導体製造工程 

空調デマンド制御 空調負荷に応じて工場一般空調の圧縮機をオンオフ

制御する装置。 

工場空調の必要な全工

程 

置換換気空調シス

テム 

工場内に設置している設備等から発生する上昇気流

を利用して、工場内温度よりやや低い温度の空気を

低速で吹き出す換気・空調システムで、従来のミキ

シング空調方式より給気温度を高く設定できるため

省エネ運転となる（高天井空間の工場空調に適す

る）。 

全業種 

タスク・アンビエ

ント制御 

作業（タスク）のための空調とそれを取り巻く環境

（アンビエント）の空調を分けて制御することで、

空調用消費電力を低減する。 

全業種 

 

② 給湯熱源設備・システム 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

高効率ヒートポン

プ給湯機 

自然冷媒（ＣＯ2）や新冷媒（R32 等）を用い、電動

ヒートポンプサイクルにより高温沸き上げが可能で

あり、定格加熱能力を定格消費電力で除して得た数

値が 3.0 以上のもの。ヒートポンプユニットと給湯

ユニットで構成される。 

全業種 
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潜熱回収型給湯器 従来のガス給湯器では、約 200℃の排気ガスを大気

中に放出していたが、本給湯器は、捨てられていた

排気ガスから水蒸気と熱を凝縮して熱の回収を行う

ことで約 80℃まで排気の温度を下げ、その回収した

熱を給水の予熱として活用する給湯器。 

 

全業種 

ガスエンジン給湯

器 

ガスエンジンで発電するとともに、エンジン排熱を

給湯ユニットに貯め利用するもの。ガスエンジンユ

ニットと給湯ユニットで構成。 

全業種 

各種熱利用型給湯

システム 

従来の給湯器の熱源の一部として太陽熱・地中熱や

他の機器の廃熱等を活用したり、異なる熱源の給湯

器を組み合わせ効率的に運用すること等により、従

来に比べ一次エネルギー使用量を抑えることができ

るシステム。 

全業種 

スケジュール給湯

制御システム 

カレンダーによるスケジュール給湯制御を行い、夜

間・休日などにおいて、給湯器の不使用時の停止並

びに設定温度の変更を行うシステム。 

全業種 

 

 

 

 

③ 給湯熱媒体輸送管の合理化・最適化 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

配管部断熱強化 給湯の熱損失防止のため、熱輸送管部、配管接合部

等の断熱を強化すること。 

全業種 

循環給湯から個別

給湯へ変更 

常時給湯循環での熱損失を避けるため需要場所での

個別給湯へ変更。 

全業種 

 

④ 高効率換気設備 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

潜熱回収型給湯器 捨てられていた排気ガスから水蒸気と熱を凝縮して

熱の回収を行うことで約 80℃まで排気の温度を下

げ、その回収した熱を給水の予熱として活用する給

湯器であり、性能基準給湯熱効率（定格）が 94％以

上のもの。 

全業種 

ハイブリッド給湯

機 

高効率ヒートポンプ給湯機と潜熱回収型給湯器を組

み合わせた給湯システムであり、(6)②高効率ヒート

ポンプ給湯機と(6)②潜熱回収型給湯器のそれぞれ

の効率基準を満たすもの。 

全業種 

ガスエンジン給湯

器 

ガスエンジンで発電するとともに、エンジン排熱を

給湯ユニットに貯め利用するもの。ガスエンジンユ

ニットと給湯ユニットで構成。 

全業種 

各種熱利用型給湯

システム 

従来の給湯器の熱源の一部として太陽熱・地中熱や

他の機器の廃熱等を活用したり、異なる熱源の給湯

器を組み合わせ効率的に運用すること等により、従

来に比べ一次エネルギー使用量を抑えることができ

るシステム。 

全業種 

スケジュール給湯

制御システム 

カレンダーによるスケジュール給湯制御を行い、夜

間・休日などにおいて、給湯器の不使用時の停止並

びに設定温度の変更を行うシステム。 

全業種 

節水型水栓 自動水栓などの節水型の水栓を採用することで、水

の消費量の削減を図るもの。 

全業種 

 

③ 給湯熱媒体輸送管の合理化・最適化 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

配管部断熱強化 給湯の熱損失防止のため、熱輸送管部、配管接合部

等の断熱を強化すること。 

全業種 

循環給湯から個別

給湯へ変更 

常時給湯循環での熱損失を避けるため需要場所での

個別給湯へ変更。 

全業種 

 

④ 高効率換気設備 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 
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可変風量換気装置 給排気風量をインバーターによりファンの回転数を

制御して可変にする換気装置。 

全業種 

局所排気システム 喫煙場所や燃焼器具、複写機等の空気汚染源に対し、

局所排気を行い空調負荷の低減を図るシステム。 

全業種 

 

⑤ 換気量最適化 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

ＣＯ2 又はＣＯ濃

度による換気制御

システム 

ＣＯ2 又はＣＯ濃度を計測し換気ファンの台数や回

転数を制御し、設定されたＣＯ2 又はＣＯ濃度になる

よう換気量を制御するシステムで、駐車場等の換気

に有効である。 

全業種 

温度センサーによ

る換気制御システ

ム 

電気室や機械室等の換気に使用。上限・下限の温度

を設定しておき、超過した時に換気ファンの運転／

停止を行うシステム。 

全業種 

タイムスケジュー

ルによる換気制御

システム 

倉庫や機械室等の使用時間、季節等に合わせ、タイ

ムスケジュールを組んでおき運転／停止を行うシス

テム。また、間欠運転と組み合わせることも検討す

ること。 

全業種 

余剰排気の最適利

用システム 

余剰空気を駐車場や機械室、電気室等に排気し、専

用換気ファンの運転を削減するシステム。 

全業種 

 

⑥ エレベータ 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

群管理運転システ

ム 

複数台運転時のエレベータの運転台数を最適化する

システム。 

全業種 

インバーター制御

システム 

エレベータの回転数制御をインバーターにより制御

するシステム。 

全業種 

回生電力回収シス

テム 

エレベータのかごの乗員数や上昇・下降により、運

転時、モータに負荷がかかると発電する（回生電力）

機能を活用し、回生電力を回収するシステム。 

全業種 

ＰＭギヤレス巻上

機 

永久磁石（ＰＭ）式同期モータを組み込んだギヤレ

ス巻上機で、加速･減速がなめらかで騒音も少なく、

エネルギー変換効率に優れている。 

全業種 

可変風量換気装置 給排気風量をインバーターによりファンの回転数を

制御して可変にする換気装置。 

全業種 

局所排気システム 喫煙場所や燃焼器具、複写機等の空気汚染源に対し、

局所排気を行い空調負荷の低減を図るシステム。 

全業種 

 

⑤ 換気量最適化 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

ＣＯ2 又はＣＯ濃

度による換気制御

システム 

ＣＯ2 又はＣＯ濃度を計測し換気ファンの台数や回

転数を制御し、設定されたＣＯ2 又はＣＯ濃度になる

よう換気量を制御するシステムで、駐車場等の換気

に有効である。 

全業種 

温度センサーによ

る換気制御システ

ム 

電気室や機械室等の換気に使用。上限・下限の温度

を設定しておき、超過した時に換気ファンの運転／

停止を行うシステム。 

全業種 

タイムスケジュー

ルによる換気制御

システム 

倉庫や機械室等の使用時間、季節等に合わせ、タイ

ムスケジュールを組んでおき運転／停止を行うシス

テム。また、間欠運転と組み合わせることも検討す

ること。 

全業種 

余剰排気の最適利

用システム 

余剰空気を駐車場や機械室、電気室等に排気し、専

用換気ファンの運転を削減するシステム。 

全業種 

 

⑥ エレベータ 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

群管理運転システ

ム 

複数台運転時のエレベータの運転台数を最適化する

システム。 

 

全業種 

回生電力回収シス

テム 

エレベータのかごの乗員数や上昇・下降により、運

転時、モータに負荷がかかると発電する（回生電力）

機能を活用し、回生電力を回収するシステム。 

全業種 

ＰＭギヤレス巻上

機 

永久磁石（ＰＭ）式同期モータを組み込んだギヤレ

ス巻上機で、加速･減速がなめらかで騒音も少なく、

エネルギー変換効率に優れている。 

全業種 
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⑦ エスカレータ 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

自動運転装置 エスカレータ乗り場の手前に光電ポスト等を設置し

利用者を感知し自動運転する装置。 

全業種 

台数制御 時間帯別に利用エスカレータを台数制御すること。 全業種 

インバーター制御

システム 

インバーターによりエスカレ－タの回転数制御を行

ない、最適速度制御運転を行うシステム。 

全業種 

 

(7) 照明設備 

 判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(7)照明設備の項目で規定する目標

及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計画の

作成における検討対象として掲げるものである。 

 

 

 

① 高効率照明器具 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

高圧ナトリウムラ

ンプ 

一般形は蛍光水銀ランプに比べ、演色性は劣るが極

めて高効率。水銀灯代替として有効。演色性を改善

したものもある。 

全業種 

メタルハライドラ

ンプ 

効率、演色性に優れ、水銀灯代替として有効。 全業種 

高周波点灯方式照

明器具 

インバーターにより点灯・調光が容易なもの。 全業種 

高出力型照明器具 110W の蛍光ランプを使った照明器具。大型のコン

ベアラインに有効。 

全業種 

高反射率板 蛍光ランプの灯具に装着する反射板を高反射のもの

とする。 

全業種 

ＬＥＤ照明器具 発光ダイオード（ＬＥＤ）を光源に使用した照明器

具。小型、長寿命であり白熱電球の代替として有効。 

全業種 

 

 

 

⑦ エスカレータ 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

自動運転装置 エスカレータ乗り場の手前に光電ポスト等を設置し

利用者を感知し自動運転する装置。 

全業種 

台数制御 時間帯別に利用エスカレータを台数制御すること。 全業種 

 

 

 

(7) 照明設備 

 判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(7)照明設備の項目で規定する目標

及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計画の

作成における検討対象として掲げるものである。 

なお、特定エネルギー消費機器に該当する設備等を導入する場合には、トップランナー基準を満たすものの採

用を検討すること。 

 

 

① 高効率照明器具 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

ＬＥＤ照明器具 発光ダイオード（ＬＥＤ）を光源に使用した照明器

具。小型、長寿命であり白熱電球の代替として有効。

特定エネルギー消費機器に該当する場合には、トッ

プランナー基準を満たすもの。 

全業種 
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② 自動制御装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

自動点滅装置 タイマー、昼光センサー等による簡易型の自動点滅

装置。 

全業種 

照明制御システム タイムスケジュール、昼光利用、人感知等により照

明光量を自動的に制御する装置。 

全業種 

 

(8) 工場エネルギー管理システム 

 判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(8)工場エネルギー管理システムの

項目で規定する目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることか

ら、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

エネルギー消費原

単位管理機能 

時間別原単位をリアルタイムでグラフ化し、原単位

が悪化している時間帯を顕著にさせる機能。 

全工程 

総合エネルギー管

理システム 

主要設備ごと、設備群ごと、ラインごと等のエネル

ギー管理に必要となる設備の監視機能、操作制御機

能、記録機能及び設備管理機能等が必要度に応じて

組み込まれたもの。 

全工程 

 

(9) 余剰蒸気の活用等 

判断基準中目標及び措置部分の２ その他エネルギーの使用の合理化に関する事項の(2)余剰蒸気の活用等の

項目で規定する目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることか

ら、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

廃圧回収タービン 高圧又は大容量の流体の背圧を膨張タービンを用い

て回収するもの。 

石油製品・石炭製品製

造業、化学肥料製造業

の反応工程 

発電リパワリング

設備 

既設の汽力発電設備にガスタービンを付加し発電出

力の増加と排ガス廃熱を回収し、既設の汽力発電設

備に利用するもの。 

汽力発電設備を使用す

る全業種 

 

② 自動制御装置 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

自動点滅装置 タイマー、昼光センサー等による簡易型の自動点滅

装置。 

全業種 

照明制御システム タイムスケジュール、昼光利用、人感知等により照

明光量を自動的に制御する装置。 

全業種 

 

(8) 工場エネルギー管理システム 

 判断基準中目標及び措置部分の１ エネルギー消費設備等に関する事項の(8)工場エネルギー管理システムの

項目で規定する目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることか

ら、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

エネルギー消費原

単位管理機能 

時間別原単位をリアルタイムでグラフ化し、原単位

が悪化している時間帯を顕著にさせる機能。 

全工程 

総合エネルギー管

理システム 

IoT・AI 等の活用により、主要設備ごと、設備群ご

と、ラインごと等のエネルギー管理に必要となる設

備の監視機能、操作制御機能、記録機能及び設備管

理機能等が必要度に応じて組み込まれたもの。 

全工程 

 

(9) 余剰蒸気の活用等 

判断基準中目標及び措置部分の２ その他エネルギーの使用の合理化に関する事項の(2)余剰蒸気の活用等の

項目で規定する目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効であることか

ら、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

廃圧回収タービン 高圧又は大容量の流体の背圧を膨張タービンを用い

て回収するもの。 

石油製品・石炭製品製

造業、化学肥料製造業

の反応工程 

発電リパワリング

設備 

既設の汽力発電設備にガスタービンを付加し発電出

力の増加と排ガス廃熱を回収し、既設の汽力発電設

備に利用するもの。 

汽力発電設備を使用す

る全業種 
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混圧タービン プロセス側で圧力の異なった蒸気が発生する場合に

タービンの途中段から別の外部蒸気を混入させ、１

台の蒸気タービンで動力の変換を行えるもの。 

自家発電装置を使用す

る全業種 

高効率ガス分離装

置 

製造工程から発生する副生ガスを回収し純度 80％

以上のガスを分離するもの（圧力スウィング吸着式、

膜分離式、熱スウィング吸着式）。 

石油製品・石炭製品製

造業、化学肥料製造業、

油脂加工製品・石けん・

合成洗剤・界面活性剤・

塗 料 製 造 業 の 反 応 工

程、蒸留・蒸発・濃縮工

程、廃棄物処理工程 

蒸気減圧弁代替小

型動力回収装置 

減圧弁の代わりに設置し、蒸気の減圧エネルギーを

用いて小容量であっても効率よく発電又は動力回収

を行う装置。 

蒸気を使用する全工程 

 

(10) 未利用エネルギーの活用 

判断基準中目標及び措置部分の２ その他エネルギーの使用の合理化に関する事項の(3)未利用エネルギーの

活用の項目で規定する目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げる設備等が有効である

ことから、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

廃棄物、廃液のガ

ス化・液（油）化・

固形燃料化装置 

廃棄物、廃液をガス化、液（油）化又は固形燃料化

する装置。 

 

 

 

 

 

 

食料品製造業、飲料・た

ばこ・飼料製造業、石油

製品・石炭製品製造業、

化学肥料製造業、油脂

加工製品・石けん・合成

洗剤・界面活性剤・塗料

製造業の廃棄物処理工

程 

廃棄物、廃液のガ

ス化・液（油）化・

固形化燃料による

熱利用・発電装置 

廃棄物、廃液をガス化、液（油）化又は固形燃料化

し、ボイラーにて燃焼させることによって蒸気を発

生させ動力に利用するもの若しくは発電を行うもの

又はガスタービンを用いて発電を行うもの。 

 

 

 

 

食料品製造業、飲料・た

ばこ・飼料製造業、石油

製品・石炭製品製造業、

化学肥料製造業、油脂

加工製品・石けん・合成

洗剤・界面活性剤・塗料

製造業の蒸気・電動力

発生工程 

混圧タービン プロセス側で圧力の異なった蒸気が発生する場合に

タービンの途中段から別の外部蒸気を混入させ、１

台の蒸気タービンで動力の変換を行えるもの。 

自家発電装置を使用す

る全業種 

高効率ガス分離装

置 

製造工程から発生する副生ガスを回収し純度 80％

以上のガスを分離するもの（圧力スウィング吸着式、

膜分離式、熱スウィング吸着式）。 

石油製品・石炭製品製

造業、化学肥料製造業、

油脂加工製品・石けん・

合成洗剤・界面活性剤・

塗 料 製 造 業 の 反 応 工

程、蒸留・蒸発・濃縮工

程、廃棄物処理工程 

蒸気減圧弁代替小

型動力回収装置 

減圧弁の代わりに設置し、蒸気の減圧エネルギーを

用いて小容量であっても効率よく発電又は動力回収

を行う装置。 

蒸気を使用する全工程 

 

(10) 未利用エネルギー・再生可能エネルギー等の活用 

判断基準中目標及び措置部分の２ その他エネルギーの使用の合理化に関する事項の(2)未利用エネルギー・再

生可能エネルギー等の活用の項目で規定する目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に掲げ

る設備等が有効であることから、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

廃棄物、廃液のガ

ス化・液（油）化・

固形燃料化装置 

廃棄物、廃液をガス化、液（油）化又は固形燃料化

する装置。 

食料品製造業、飲料・た

ばこ・飼料製造業、石油

製品・石炭製品製造業、

化学肥料製造業、油脂

加工製品・石けん・合成

洗剤・界面活性剤・塗料

製造業の廃棄物処理工

程 

廃棄物、廃液のガ

ス化・液（油）化・

固形化燃料による

熱利用・発電装置 

廃棄物、廃液をガス化、液（油）化又は固形燃料化

し、ボイラーにて燃焼させることによって蒸気を発

生させ動力に利用するもの若しくは発電を行うもの

又はガスタービンを用いて発電を行うもの。 

 

 

 

 

食料品製造業、飲料・た

ばこ・飼料製造業、石油

製品・石炭製品製造業、

化学肥料製造業、油脂

加工製品・石けん・合成

洗剤・界面活性剤・塗料

製造業の蒸気・電動力

発生工程 
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排水嫌気処理メタ

ンガス有効利用シ

ステム 

嫌気排水処理設備から発生するメタンガスを燃料電

池設備等へ利用するシステム。 

食料品製造業、飲料・た

ばこ・飼料製造業 

温度差エネルギー

利用システム 

工場近傍にある工場温排水、下水、河川水、海水、

地下水等の温度差エネルギーを効率の良いヒートポ

ンプで回収し、プロセス冷却・加温、空気調和、給

湯に利用するシステム。状況により熱回収率及びシ

ステムの運転効率の向上を図り得る蓄熱槽の設置が

有効。 

全業種 

残圧利用発電装置 水落差、残水圧利用による水車発電装置。 残圧利用できる全工程 

 

 

 

(11) 情報技術の活用 

判断基準中目標及び措置部分の２ その他エネルギーの使用の合理化に関する事項の(7)エネルギーの使用の

合理化に関する情報技術の活用の項目で規定する目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に

掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

ネットワーク対応

型製造設備 

稼働状況や製造条件のデータ取得が可能であり、そ

の他の設備とのデータ流通が可能なインターフェー

スを備えるもの。制御装置を介してその他の設備と

ネットワークで接続した上で、取得、蓄積された設

備に関するデータを活用した制御の実施に有効。 

全業種 

シミュレーション

技術による開発 

試作段階において実機を用いずにモデルによるシ

ミュレーション技術を活用し、設計や検証を実施す

ること。 

開発工程 

 

 

２ 特定業種 

 特定事業者のうちエネルギー使用量の多いパルプ製造業及び紙製造業、石油化学系基礎製品製造業、セメント

製造業並びに鉄鋼業に分類される業種に属する事業の用に供する工場を設置しているものによる中長期的な計

画の作成に当たっては、以下の事項を検討することにより、その適確な作成に資するものである。 

 

(1) パルプ製造業及び紙製造業 

 パルプ製造業及び紙製造業については、主要な工程であるパルプ化工程（クラフトパルプ（ＫＰ）、機械パル

プ、古紙パルプ）、抄紙工程（紙・板紙）、動力工程及びその他の主要エネルギー消費設備に関し、判断基準中目

標及び措置部分の実現に資する設備等の具体例としては、別表１に掲げる設備等が有効であることから、中長期

排水嫌気処理メタ

ンガス有効利用シ

ステム 

嫌気排水処理設備から発生するメタンガスを燃料電

池設備等へ利用するシステム。 

食料品製造業、飲料・た

ばこ・飼料製造業 

温度差エネルギー

利用システム 

工場近傍にある工場温排水、下水、河川水、海水、

地下水、温泉水等の温度差エネルギーを効率の良い

ヒートポンプで回収し、プロセス冷却・加温、空気

調和、給湯に利用するシステム。状況により熱回収

率及びシステムの運転効率の向上を図り得る蓄熱槽

の設置が有効。 

全業種 

残圧利用発電装置 水落差、残水圧利用による水車発電装置。 残圧利用できる全工程 

再 生 可 能 エ ネ ル

ギー等 

太陽光発電システム等 全業種 

 

(11) 情報技術の活用 

判断基準中目標及び措置部分の２ その他エネルギーの使用の合理化に関する事項の(7)エネルギーの使用の

合理化に関する情報技術の活用の項目で規定する目標及び措置の実現に資する設備等の具体例としては、次に

掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

設備・システム・技

術名 
具体的内容 

導入の可能性のある 

業種・工程 

ネットワーク対応

型製造設備 

稼働状況や製造条件のデータ取得が可能であり、そ

の他の設備とのデータ流通が可能なインターフェー

スを備えるもの。制御装置を介してその他の設備と

ネットワークで接続した上で、取得、蓄積された設

備に関するデータを活用した制御の実施に有効。 

全業種 

シミュレーション

技術による開発 

試作段階において実機を用いずにモデルによるシ

ミュレーション技術を活用し、設計や検証を実施す

ること。 

開発工程 

 

 

２ 特定業種 

 特定事業者及び認定管理統括事業者のうちエネルギー使用量の多いパルプ製造業及び紙製造業、石油化学系

基礎製品製造業、セメント製造業並びに鉄鋼業に分類される業種に属する事業の用に供する工場を設置してい

るものによる中長期的な計画の作成に当たっては、以下の事項を検討することにより、その適確な作成に資する

ものである。 

 

(1) パルプ製造業及び紙製造業 

 パルプ製造業及び紙製造業については、主要な工程であるパルプ化工程（クラフトパルプ（ＫＰ）、機械パル

プ、古紙パルプ）、抄紙工程（紙・板紙）、動力工程及びその他の主要エネルギー消費設備に関し、判断基準中目
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的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

(2) 石油化学系基礎製品製造業 

石油化学系基礎製品製造業については、ナフサ分解プラントにおける主要な工程であるナフサ分解工程、高温

分離工程、圧縮工程、冷凍圧縮工程、低温分離工程及びその他の主要エネルギー消費設備並びにその他のプラン

トにおける加熱炉、反応操作、圧縮操作、蒸発操作、分離操作及びその他の主要エネルギー消費設備に関し、判

断基準中目標及び措置部分の実現に資する設備等の具体例としては、別表２に掲げる設備等が有効であること

から、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

(3) セメント製造業 

  セメント製造業については、主要な工程である原料粉砕工程、焼成工程、仕上工程及びその他の主要エネル

ギー消費設備に関し、判断基準中目標及び措置部分の実現に資する設備等の具体例としては、別表３に掲げる設

備等が有効であることから、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

(4) 鉄鋼業 

 鉄鋼業については、鉄鋼業のうち、高炉又は電炉による製鉄業、高炉によらない製鉄業、製鋼・製鋼圧延業、

製鋼を行わない鋼材製造業（表面処理鋼材を除く）、表面処理鋼材製造業及び鋳鉄管製造業における主要な工程

である製銑工程（コークス工程、焼結工程、高炉工程）、製鋼工程、圧延・金属加工・表面処理工程、フェロア

ロイ製造工程、伸線工程、引抜工程、鋳鉄管製造工程及びその他の主要エネルギー消費設備、銑鉄鋳物製造業及

び可鍛鋳鉄製造業における主要な工程である溶解工程、鋳造工程、仕上げ工程、熱処理工程及びその他の主要エ

ネルギー消費設備、鋳鋼製造業における主要な工程である製鋼工程、鋳造工程、鋳仕上げ工程、熱処理工程、機

械加工工程及びその他の主要エネルギー消費設備、鍛工品製造業における主要な工程である素材切断工程、加熱

工程、鍛造工程、熱処理工程、金型成型加工工程、仕上げ・検査工程及びその他の主要エネルギー消費設備、鍛

鋼製造業における主要な工程である製鋼工程、造塊工程、加熱工程、鍛造工程、余材切断工程、熱処理工程、機

械加工工程及びその他主要エネルギー消費設備に関し、判断基準中目標及び措置部分の実現に資する設備等の

具体例としては、別表４に掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計画の作成における検討対象として

掲げるものである。 

 

３ 製造業関連高度省エネルギー増進設備等 

１及び２に掲げるもののうち、判断基準中目標及び措置部分の実現に特に資する設備・システム（以下「製造

業関連高度省エネルギー増進設備等」という。）の具体例としては、別表５に掲げる設備・システムが有効であ

ることから、中長期的な計画の作成における重点的な検討対象として掲げるものである。 

 

 

 

別表１ パルプ製造業及び紙製造業 

工程 設備区分 具体的内容 

パルプ化工程 

（クラフトパルプ（ＫＰ）） 

燃焼設備 １．キルン自動燃焼制御装置 

２．排ガス酸素濃度管理（高度空気比制御装置、

燃焼管理・診断システム） 

３．高効率バーナー 

標及び措置部分の実現に資する設備等の具体例としては、別表１に掲げる設備等が有効であることから、中長期

的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

(2) 石油化学系基礎製品製造業 

石油化学系基礎製品製造業については、ナフサ分解プラントにおける主要な工程であるナフサ分解工程、高温

分離工程、圧縮工程、冷凍圧縮工程、低温分離工程及びその他の主要エネルギー消費設備並びにその他のプラン

トにおける加熱炉、反応操作、圧縮操作、蒸発操作、分離操作及びその他の主要エネルギー消費設備に関し、判

断基準中目標及び措置部分の実現に資する設備等の具体例としては、別表２に掲げる設備等が有効であること

から、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

(3) セメント製造業 

 セメント製造業については、主要な工程である原料粉砕工程、焼成工程、仕上工程及びその他の主要エネル

ギー消費設備に関し、判断基準中目標及び措置部分の実現に資する設備等の具体例としては、別表３に掲げる設

備等が有効であることから、中長期的な計画の作成における検討対象として掲げるものである。 

 

(4) 鉄鋼業 

 鉄鋼業については、鉄鋼業のうち、高炉又は電炉による製鉄業、高炉によらない製鉄業、製鋼・製鋼圧延業、

製鋼を行わない鋼材製造業（表面処理鋼材を除く）、表面処理鋼材製造業及び鋳鉄管製造業における主要な工程

である製銑工程（コークス工程、焼結工程、高炉工程）、製鋼工程、圧延・金属加工・表面処理工程、フェロア

ロイ製造工程、伸線工程、引抜工程、鋳鉄管製造工程及びその他の主要エネルギー消費設備、銑鉄鋳物製造業及

び可鍛鋳鉄製造業における主要な工程である溶解工程、鋳造工程、仕上げ工程、熱処理工程及びその他の主要エ

ネルギー消費設備、鋳鋼製造業における主要な工程である製鋼工程、鋳造工程、鋳仕上げ工程、熱処理工程、機

械加工工程及びその他の主要エネルギー消費設備、鍛工品製造業における主要な工程である素材切断工程、加熱

工程、鍛造工程、熱処理工程、金型成型加工工程、仕上げ・検査工程及びその他の主要エネルギー消費設備、鍛

鋼製造業における主要な工程である製鋼工程、造塊工程、加熱工程、鍛造工程、余材切断工程、熱処理工程、機

械加工工程及びその他主要エネルギー消費設備に関し、判断基準中目標及び措置部分の実現に資する設備等の

具体例としては、別表４に掲げる設備等が有効であることから、中長期的な計画の作成における検討対象として

掲げるものである。 

 

３ 製造業関連高度省エネルギー増進設備等 

１及び２に掲げるもののうち、判断基準中目標及び措置部分の実現に特に資する設備・システム（以下「製造

業関連高度省エネルギー増進設備等」という。）の具体例としては、別表５に掲げる設備・システムが有効であ

ることから、中長期的な計画の作成における重点的な検討対象として掲げるものである。 

なお、特定エネルギー消費機器に該当する設備等を導入する場合には、トップランナー基準を満たすものの採

用を検討すること。 

 

別表１ パルプ製造業及び紙製造業 

工程 設備区分 具体的内容 
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熱利用設備 １．低温長時間蒸解装置（Compact 蒸解装置、

Lo-Solid（低固形分）蒸解装置） 

２．ポリサルファイド蒸解 

３．スーパバッヂ蒸解装置 

４．加圧式白液ろ過装置 

廃熱回収設備 １．キルン廃熱回収装置 

２．プレエバポレーター 

電気利用設備 １．高効率パルプ洗浄装置 

２．パルプ流動化型漂白装置（中濃度漂白） 

３．酸素脱リグニン装置 

４．連続蒸解釜チップ供給システム 

５．高効率スクリーン装置 

６．省エネミキサー 

省エネルギー型製

造プロセス 

バイオ漂白システム 

パルプ化工程 

（機械パルプ） 

熱利用設備 高濃度漂白装置 

廃熱回収設備 ＴＰＭ排熱の回収 

電気使用設備 １．高効率スクリーン装置 

２．リファイナー負荷調整システム 

３．リファイナープレートパターン 

パルプ化工程 

（古紙パルプ） 

電気使用設備 １．高効率フローテーター 

２．高効率デスパーザー（ニ一ダー） 

３．高濃度パルパー 

４．密閉型高濃度ウォッシャー 

５．低差圧除塵装置 

６．高効率スクリーン装置 

７．低濃度省エネパルパー 

抄紙工程 

（紙・板紙／調成、塗工、仕

上工程） 

燃焼設備 １．ドライヤー乾燥用熱風装置の自動燃焼制御

装置 

２．高性能赤外線乾燥装置 

３．排ガス酸素濃度管理（高度空気比制御装置、

燃焼管理システム） 

パルプ化工程 

（クラフトパルプ（ＫＰ）） 

燃焼設備 １．キルン自動燃焼制御装置 

２．排ガス酸素濃度管理（高度空気比制御装置、

燃焼管理・診断システム） 

３．高効率バーナー 

熱利用設備 １．低温長時間蒸解装置（Compact 蒸解装置、

Lo-Solid（低固形分）蒸解装置） 

２．ポリサルファイド蒸解 

３．スーパバッヂ蒸解装置 

４．加圧式白液ろ過装置 

廃熱回収設備 １．キルン廃熱回収装置 

２．プレエバポレーター 

電気利用設備 １．高効率パルプ洗浄装置 

２．パルプ流動化型漂白装置（中濃度漂白） 

３．酸素脱リグニン装置 

４．連続蒸解釜チップ供給システム 

５．高効率スクリーン装置 

６．省エネミキサー 

省エネルギー型製

造プロセス 

バイオ漂白システム 

パルプ化工程 

（機械パルプ） 

熱利用設備 高濃度漂白装置 

廃熱回収設備 ＴＰＭ排熱の回収 

電気使用設備 １．高効率スクリーン装置 

２．リファイナー負荷調整システム 

３．リファイナープレートパターン 

パルプ化工程 

（古紙パルプ） 

電気使用設備 １．高効率フローテーター 

２．高効率デスパーザー（ニ一ダー） 

３．高濃度パルパー 

４．密閉型高濃度ウォッシャー 

５．低差圧除塵装置 

６．高効率スクリーン装置 

７．低濃度省エネパルパー 

抄紙工程 

（紙・板紙／調成、塗工、仕

上工程） 

燃焼設備 １．ドライヤー乾燥用熱風装置の自動燃焼制御

装置 

２．高性能赤外線乾燥装置 

３．排ガス酸素濃度管理（高度空気比制御装置、

燃焼管理システム） 
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熱利用設備 １．高性能面圧脱水装置 

２．高性能サイズプレス装置 

３．高速抄紙機用固定式ドライヤーサイホン 

４．ドライヤーバー 

５．ドライヤードレネージシステム 

６．高性能熱風乾燥装置 

７．ドライヤー密閉フード 

８．高露点ドライヤーフード 

９．抄紙機用バキュームフォイル 

10．高濃度塗工液塗工装置 

廃熱回収設備 １．ドライヤーフード熱回収装置 

２．ターボブロワー廃熱回収 

電気使用設備 １．省エネルギー型クラウン制御ロール 

２．高温ソフトカレンダー 

３．低差圧除塵装置 

４．リファイナー負荷調整システム 

５．リファイナープレートパターン 

６．高効率スクリーン装置 

７．ワインダーブレーキの電源回生方式 

８．高性能自動カッター 

省エネルギー型製

造プロセス 

１．自動巻取り制御装置（オプティリール導入

等） 

２．オンコーターマシン 

動力工程 

（重油、石炭、都市ガス、固

形燃料等） 

燃焼設備 １．ボイラー自動燃焼制御装置 

２．排ガス酸素、一酸化炭素濃度管理（高度空

気比制御装置、燃焼管理・診断システム） 

３．高効率バーナー・高効率燃焼器 

４．超微粉ミル 

熱利用設備 １．ボイラー給気予熱器／給水予熱器 

２．廃熱利用ボイラー 

３．省エネルギー型スートブロワー 

廃熱回収設備 １．スクラバー排水の熱回収 

２．脱硫吸収塔からの熱回収 

３．復水タービン復水器熱回収 

４．煙道系ガスの熱回収 

熱利用設備 １．高性能面圧脱水装置 

２．高性能サイズプレス装置 

３．高速抄紙機用固定式ドライヤーサイホン 

４．ドライヤーバー 

５．ドライヤードレネージシステム 

６．高性能熱風乾燥装置 

７．ドライヤー密閉フード 

８．高露点ドライヤーフード 

９．抄紙機用バキュームフォイル 

10．高濃度塗工液塗工装置 

廃熱回収設備 １．ドライヤーフード熱回収装置 

２．ターボブロワー廃熱回収 

電気使用設備 １．省エネルギー型クラウン制御ロール 

２．高温ソフトカレンダー 

３．低差圧除塵装置 

４．リファイナー負荷調整システム 

５．リファイナープレートパターン 

６．高効率スクリーン装置 

７．ワインダーブレーキの電源回生方式 

８．高性能自動カッター 

省エネルギー型製

造プロセス 

１．自動巻取り制御装置（オプティリール導入

等） 

２．オンコーターマシン 

動力工程 

（重油、石炭、都市ガス、固

形燃料等） 

燃焼設備 １．ボイラー自動燃焼制御装置 

２．排ガス酸素、一酸化炭素濃度管理（高度空

気比制御装置、燃焼管理・診断システム） 

３．高効率バーナー・高効率燃焼器 

４．超微粉ミル 

熱利用設備 １．ボイラー給気予熱器／給水予熱器 

２．廃熱利用ボイラー 

３．省エネルギー型スートブロワー 

廃熱回収設備 １．スクラバー排水の熱回収 

２．脱硫吸収塔からの熱回収 

３．復水タービン復水器熱回収 

４．煙道系ガスの熱回収 
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コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備 

１．高温高圧ボイラー 

２．多段抽気型蒸気タービン、高効率蒸気ター

ビン翼の採用 

３．再熱サイクル 

４．低圧復水タービン 

５．混圧タービン 

６．発電リパワリング設備 

７．高効率ガスタービン 

８．ディーゼル発電／熱回収装置 

９．ＲＰＦ及びＲＤＦボイラー／発電設備 

10．スラッジ燃焼ボイラー／発電設備 

電気使用設備 １．進相コンデンサ 

２．自動力率改善装置 

３．配電電圧の自動制御（負荷タップ切替器付

変圧器） 

動力工程 

（回収黒液） 

燃焼設備 １．ボイラー自動燃焼制御装置 

２．排ガス酸素、一酸化炭素濃度管理（高度空

気比制御装置、燃焼管理・診断システム） 

３．回収ボイラーチャーベット監視装置 

４．高性能バーナー 

熱利用設備 １．液膜流下型エバポレーター 

２．温水利用型タービン、エバポレーター 

 

３．ボイラー給気予熱器／給水予熱器 

４．省エネルギー型スートブロワー 

５．間接式黒液ヒータ 

廃熱回収設備 １．デゾルバー排気熱回収 

２．スクラバー排水の熱回収 

３．脱硫吸収塔からの熱回収 

４．煙道系排ガスからの熱回収 

５．復水タービン復水器熱回収 

コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備 

１．高効率高温高圧回収ボイラー 

２．多段抽気型蒸気タービン、高効率蒸気ター

ビン翼の採用 

３．低圧復水タービン 

４．混圧タービン 電気使用設備 １．進相コンデンサ 

２．自動力率改善装置 

３．配電電圧の自動制御（負荷時タップ切替器

付変圧器） 

コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備 

１．高温高圧ボイラー 

２．多段抽気型蒸気タービン、高効率蒸気ター

ビン翼の採用 

３．再熱サイクル 

４．低圧復水タービン 

５．混圧タービン 

６．発電リパワリング設備 

７．高効率ガスタービン 

８．ディーゼル発電／熱回収装置 

９．ＲＰＦ及びＲＤＦボイラー／発電設備 

10．スラッジ燃焼ボイラー／発電設備 

電気使用設備 １．進相コンデンサ 

２．自動力率改善装置 

３．配電電圧の自動制御（負荷タップ切替器付

変圧器） 

動力工程 

（回収黒液） 

燃焼設備 １．ボイラー自動燃焼制御装置 

２．排ガス酸素、一酸化炭素濃度管理（高度空

気比制御装置、燃焼管理・診断システム） 

３．回収ボイラーチャーベット監視装置 

４．高性能バーナー 

熱利用設備 １．液膜流下型エバポレーター 

２．温水利用型タービン、エバポレーター 

３．蒸気再圧縮方式エバポレーター 

４．ボイラー給気予熱器／給水予熱器 

５．省エネルギー型スートブロワー 

６．間接式黒液ヒータ 

廃熱回収設備 １．デゾルバー排気熱回収 

２．スクラバー排水の熱回収 

３．脱硫吸収塔からの熱回収 

４．煙道系排ガスからの熱回収 

５．復水タービン復水器熱回収 

コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備 

１．高効率高温高圧回収ボイラー 

２．多段抽気型蒸気タービン、高効率蒸気ター

ビン翼の採用 

３．低圧復水タービン 

４．混圧タービン 電気使用設備 １．進相コンデンサ 

２．自動力率改善装置 

３．配電電圧の自動制御（負荷時タップ切替器

付変圧器） 
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その他 脱塩脱カリ設備 

共通工程 

（パルプ化工程、抄紙工程、

動力工程に共通） 

熱利用設備 １．蒸気配管等の保温強化 

２．高性能スチームトラップによるドレン回収

強化 

廃熱回収設備 １．ヒートポンプ式熱源装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．ドレンの効率的回収とフラッシュ蒸気の利

用装置 

３．その他廃熱回収装置 

電気利用設備 １．ポンプ、アジテータ、ファン類の駆動モー

タの回転数制御装置 

２．高効率モータ 

 

 

３．400 ボルト級配線設備 

４．真空ポンプ型式選定 

５．最適ポンプ設備（ランナー交換、ランナー

カット） 

６．ポンプ、ファン等のインペラーカット等 

 

 

その他 脱塩脱カリ設備 

共通工程 

（パルプ化工程、抄紙工程、

動力工程に共通） 

熱利用設備 １．蒸気配管等の保温強化 

２．高性能スチームトラップによるドレン回収

強化 

廃熱回収設備 １．ヒートポンプ式熱源装置（以下の機器に該

当する場合には、当該機器の基準を満たすも

の。） 

①ターボ冷凍機（定格運転時に成績係数（ＣＯ

Ｐ）が６程度以上のヒートポンプ方式の冷凍

機。） 

②吸収式冷凍機（吸収式冷凍機については定格

消費熱電効率が 1.2 以上のもの。吸収式冷温水

機については定格冷房能力を定格ガス消費量

又は定格石油消費量で除して得た数値が 1.1 以

上のもの。） 

③ヒートポンプ給湯機（定格加熱能力を定格消

費電力で除して得た数値が 3.0 以上のもの） 

④高温水ヒートポンプ（別表 7 に掲げるもの） 

⑤循環加温ヒートポンプ（別表 7 に掲げるも

の） 

⑥熱風ヒートポンプ（別表 7 に掲げるもの） 

⑦蒸気発生ヒートポンプ（別表 7 に掲げるも

の） 

２．ドレンの効率的回収とフラッシュ蒸気の利

用装置 

３．その他廃熱回収装置 

電気利用設備 １．ポンプ、アジテータ、ファン類の駆動モー

タの回転数制御装置 

２．高効率モータ（特定エネルギー消費機器に

該当する場合には、トップランナー基準を満た

すもの） 

３．高効率ファン 

４．400 ボルト級配線設備 

５．真空ポンプ型式選定 

 

６．最適ポンプ設備（ランナー交換、ランナー

カット） 

７．ポンプ、ファン等のインペラーカット等 



 

40 

 

省エネルギー型製

造プロセス 

プロセス・工程改善 

その他 １．コンピュータ制御システム 

２．歩留向上（抄紙機、塗工機の紙厚調整用電

磁誘導加熱装置、高効率エアフローティングシ

ステム等） 

その他の主要エネルギー消

費設備 

熱利用設備 使用蒸気の低圧化 

電気使用設備 １．高効率汚泥脱水装置 

２．嫌気性生物処理リアクター 

３．生物ろ過式活性汚泥処理装置 

４．酸素曝気装置 

空気調和設備・給湯

設備 

１．温度制御装置 

２．蓄熱式空気調和・給湯システム 

照明設備 １．高効率照明器具（高圧ナトリウムランプ、

高出力型照明器具） 

 

２．照明制御システム（高人体感知装置、照明

感知装置、計時装置） 

 

別表２ 石油化学系基礎製品製造業 

（ナフサ分解プラント） 

工程 設備区分 具体的内容 

省エネルギー型製

造プロセス 

プロセス・工程改善 

その他 １．コンピュータ制御システム 

２．歩留向上（抄紙機、塗工機の紙厚調整用電

磁誘導加熱装置、高効率エアフローティングシ

ステム等） 

その他の主要エネルギー消

費設備 

熱利用設備 使用蒸気の低圧化 

電気使用設備 １．高効率汚泥脱水装置 

２．嫌気性生物処理リアクター 

３．生物ろ過式活性汚泥処理装置 

４．酸素曝気装置 

空気調和設備・給湯

設備 

１．温度制御装置 

２．蓄熱式空気調和・給湯システム 

照明設備 １．LED 照明器具（特定エネルギー消費機器に

該当する場合には、トップランナー基準を満た

すもの） 

２．照明制御システム（高人体感知装置、照明

感知装置、計時装置） 

 

別表２ 石油化学系基礎製品製造業 

（ナフサ分解プラント） 

工程 設備区分 具体的内容 
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ナフサ分解工程 

（分解炉、急冷熱交換器等） 

燃焼設備 １．燃焼用空気比の改善 

①酸素濃度分析装置 

②燃料／空気流量比率設定調節装置 

③排ガス一酸化炭素濃度分析装置 

④自動燃焼制御装置 

２．熱効率の向上 

重質油、低質油の蒸気アトマイジング 

３．通風量の適正制御 

①自動通風計測制御装置 

②誘引ファン及び押込ファン回転数制御化 

４．燃焼設備のコンピュータ等による高度燃焼

管理 

①総合燃焼管理システム 

②燃焼監視及び診断のための装置及びシステム 

５．ナフサ希釈蒸気比の制御装置 

６．ナフサ分解過酷度の自動制御化 

分解生成物自動連続分析装置 

７．デコーキングサイクルの延長技術 

熱利用設備 １．分解炉炉壁断熱強化 

セラミックファイバー等の高性能炉壁断熱材 

２．高圧蒸気過熱器 

３．耐高温性輻射管 

４．高効率輻射管 

５．炉内壁面輻射増進塗装 

６．高効率急冷熱交換器 

廃熱回収設備 １．燃焼用空気予熱器 

２．希釈蒸気及び原料ナフサ予熱器 

３．ボイラー給水予熱器 

その他 ガスタービン式コージェネレーション設備 

ナフサ分解工程 

（分解炉、急冷熱交換器等） 

燃焼設備 １．燃焼用空気比の改善 

①酸素濃度分析装置 

②燃料／空気流量比率設定調節装置 

③排ガス一酸化炭素濃度分析装置 

④自動燃焼制御装置 

２．熱効率の向上 

重質油、低質油の蒸気アトマイジング 

３．通風量の適正制御 

①自動通風計測制御装置 

②誘引ファン及び押込ファン回転数制御化 

４．燃焼設備のコンピュータ等による高度燃焼

管理 

①総合燃焼管理システム 

②燃焼監視及び診断のための装置及びシステム 

５．ナフサ希釈蒸気比の制御装置 

６．ナフサ分解過酷度の自動制御化 

分解生成物自動連続分析装置 

７．デコーキングサイクルの延長技術 

熱利用設備 １．分解炉炉壁断熱強化 

セラミックファイバー等の高性能炉壁断熱材 

２．高圧蒸気過熱器 

３．耐高温性輻射管 

４．高効率輻射管 

５．炉内壁面輻射増進塗装 

６．高効率急冷熱交換器 

廃熱回収設備 １．燃焼用空気予熱器 

２．希釈蒸気及び原料ナフサ予熱器 

３．ボイラー給水予熱器 

その他 ガスタービン式コージェネレーション設備（総

合効率が 82%以上又は発電効率が 41%以上の

もの） 
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高温分離工程 

（分解ガソリン分離塔、水

冷塔等） 

熱利用設備 １．循環油顕熱による希釈蒸気の発生装置 

２．循環油顕熱による低圧蒸気の発生装置 

３．循環油顕熱によるボイラー給水予熱装置 

４．配管断熱強化 

５．高効率熱交換器 

６．蒸留塔及び水冷塔の高効率化 

①高効率インターナル（トレイ、充填物） 

②低圧損インターナル（充填物） 

７．熱回収最適化技術の適用 

廃熱回収設備 １．クエンチ水廃熱のリボイラー熱源利用技術 

２．ボイラー給水予熱器 

圧縮工程 

（分解ガス圧縮機等） 

熱利用設備 １．高効率翼の採用 

①高効率圧縮機 

②高効率タービン 

２．多段抽気型蒸気タービン 

３．低圧損化 

①低圧損吐出弁 

②吐出側逆止弁の低圧損化技術 

③中間分離槽の低圧損化技術 

４．ファウリングによる運転効率低下防止 

①圧縮機翼洗浄装置 

②ファウリング防止剤の注入装置 

５．インタークーラー出口温度の最適化技術 

６．高効率熱交換器 

廃熱回収設備 吐出ガス顕熱のリボイラー熱源利用技術 

冷凍圧縮工程 

（冷凍圧縮機等） 

熱利用設備 １．高効率翼の採用 

①高効率圧縮機翼 

②高効率タービン翼 

２．多段抽気型蒸気タービン 

３．低圧損化 

①低圧損吐出弁 

②吐出側逆止弁の低圧損化技術 

③中間分離槽の低圧損化技術 

４．圧縮機中間段吸入圧力の最適化技術 

高温分離工程 

（分解ガソリン分離塔、水

冷塔等） 

熱利用設備 １．循環油顕熱による希釈蒸気の発生装置 

２．循環油顕熱による低圧蒸気の発生装置 

３．循環油顕熱によるボイラー給水予熱装置 

４．配管断熱強化 

５．高効率熱交換器 

６．蒸留塔及び水冷塔の高効率化 

①高効率インターナル（トレイ、充填物） 

②低圧損インターナル（充填物） 

７．熱回収最適化技術の適用 

廃熱回収設備 １．クエンチ水廃熱のリボイラー熱源利用技術 

２．ボイラー給水予熱器 

圧縮工程 

（分解ガス圧縮機等） 

熱利用設備 １．高効率翼の採用 

①高効率圧縮機 

②高効率タービン 

２．多段抽気型蒸気タービン 

３．低圧損化 

①低圧損吐出弁 

②吐出側逆止弁の低圧損化技術 

③中間分離槽の低圧損化技術 

４．ファウリングによる運転効率低下防止 

①圧縮機翼洗浄装置 

②ファウリング防止剤の注入装置 

５．インタークーラー出口温度の最適化技術 

６．高効率熱交換器 

廃熱回収設備 吐出ガス顕熱のリボイラー熱源利用技術 

冷凍圧縮工程 

（冷凍圧縮機等） 

熱利用設備 １．高効率翼の採用 

①高効率圧縮機翼 

②高効率タービン翼 

２．多段抽気型蒸気タービン 

３．低圧損化 

①低圧損吐出弁 

②吐出側逆止弁の低圧損化技術 

③中間分離槽の低圧損化技術 

４．圧縮機中間段吸入圧力の最適化技術 
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低温分離工程 

（蒸留塔等） 

熱利用設備 １．蒸留塔の高効率化 

①高効率インターナル（トレイ、充填物） 

②低圧損インターナル（充填物） 

③運転圧力低圧化による還流比低減技術 

２．デメタナイザー塔頂エキスパンダー 

３．塔頂蒸気再圧縮型ヒートポンプシステム（蒸

留塔） 

４．高効率熱交換器 

①アルミニウム製プレートフィン熱交換器 

②伝熱促進のための表面処理伝熱管 

５．運転の高度制御技術の導入 

①モデル予測制御技術 

②動的応答予測制御技術 

③オンライン最適化制御技術 

６．保温、保冷等断熱強化 

その他 高効率ガス分離装置 

①圧力スイング型吸着装置（ＰＳＡ） 

②ガス分離膜 

その他の主要エネルギー消

費設備 

熱利用設備 １．高効率蒸気使用設備 

①配管保温強化及びスチームドレンセパレー

ター 

②高性能スチームトラップ 

２．吸収式冷凍機（排熱利用型） 

 

 

 

 

３．高効率熱交換器 

廃熱回収設備 熱回収型ヒートポンプ方式熱源装置 

コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備 

ガスタービン式コージェネレーション設備 

低温分離工程 

（蒸留塔等） 

熱利用設備 １．蒸留塔の高効率化 

①高効率インターナル（トレイ、充填物） 

②低圧損インターナル（充填物） 

③運転圧力低圧化による還流比低減技術 

２．デメタナイザー塔頂エキスパンダー 

３．塔頂蒸気再圧縮型ヒートポンプシステム（蒸

留塔） 

４．高効率熱交換器 

①アルミニウム製プレートフィン熱交換器 

②伝熱促進のための表面処理伝熱管 

５．運転の高度制御技術の導入 

①モデル予測制御技術 

②動的応答予測制御技術 

③オンライン最適化制御技術 

６．保温、保冷等断熱強化 

その他 高効率ガス分離装置 

①圧力スイング型吸着装置（ＰＳＡ） 

②ガス分離膜 

その他の主要エネルギー消

費設備 

熱利用設備 １．高効率蒸気使用設備 

①配管保温強化及びスチームドレンセパレー

ター 

②高性能スチームトラップ 

２．吸収式冷凍機（吸収式冷凍機については定

格消費熱電効率が 1.2 以上のもの。吸収式冷温

水機については定格冷房能力を定格ガス消費量

又は定格石油消費量で除して得た数値が 1.1 以

上のもの） 

３．高効率熱交換器 

廃熱回収設備 熱回収型ヒートポンプ方式熱源装置 

コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備 

ガスタービン式コージェネレーション設備（総

合効率が 82%以上又は発電効率が 41%以上の

もの） 
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電気使用設備 １．ファン、ブロワー、ポンプ等の高効率化 

①回転機の回転数制御、インバーター化 

②機械式無段変速装置 

③極数変換モータ 

④高効率モータ 

 

⑤ポンプ内部コーティング 

２．進相コンデンサ（モータ一体型を含む） 

３．自動力率改善装置 

照明設備 １．高効率照明 

①高庄ナトリウムランプ 

②高出力型照明器具 

③ＬＥＤ照明 

２．高効率照明制御装置 

①人体感知装置 

②照度感知装置 

③計時装置等 

その他 １．他プラントとのヒートインテグレーション 

２．高度制御技術の導入 

①制御コンピュータによるデジタル制御システ

ム 

②プラント全体のオンライン最適化制御システ

ム 

３．プロセス・工程改善 

①プロセス省略、統合化 

②プロセス低圧化 

 

その他のプラント） 

工程 設備区分 具体的内容 

加熱炉工程 

（管式加熱炉及びボイラー

等） 

燃焼設備 １．燃焼用空気比の改善 

①酸素濃度分析装置 

②燃料／空気流量比率設定調節装置 

③排ガス一酸化炭素濃度分析装置 

④自動燃焼制御装置 

２．熱効率の向上 

①廃熱回収式燃焼装置 

②触媒燃焼バーナー 

③酸素燃焼又は酸素富化燃焼バーナー 

④酸素富化のための高効率ガス分離装置 

⑤可燃廃液・可燃排ガス混焼バーナー 

電気使用設備 １．ファン、ブロワー、ポンプ等の高効率化 

①回転機の回転数制御、インバーター化 

②機械式無段変速装置 

③極数変換モータ 

④高効率モータ（特定エネルギー消費機器に該

当する場合には、トップランナー基準を満たす

もの） 

⑤ポンプ内部コーティング 

２．進相コンデンサ（モータ一体型を含む） 

３．自動力率改善装置 

照明設備 １．ＬＥＤ照明器具（特定エネルギー消費機器

に該当する場合には、トップランナー基準を満

たすもの） 

２．高効率照明制御装置 

①人体感知装置 

②照度感知装置 

③計時装置等 

その他 １．他プラントとのヒートインテグレーション 

２．高度制御技術の導入 

①制御コンピュータによるデジタル制御システ

ム 

②プラント全体のオンライン最適化制御システ

ム 

３．プロセス・工程改善 

①プロセス省略、統合化 

②プロセス低圧化 

 

（その他のプラント） 

工程 設備区分 具体的内容 

加熱炉工程 

（管式加熱炉及びボイラー

等） 

燃焼設備 １．燃焼用空気比の改善 

①酸素濃度分析装置 

②燃料／空気流量比率設定調節装置 

③排ガス一酸化炭素濃度分析装置 

④自動燃焼制御装置 

２．熱効率の向上 

①廃熱回収式燃焼装置 

②触媒燃焼バーナー 

③酸素燃焼又は酸素富化燃焼バーナー 

④酸素富化のための高効率ガス分離装置 
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⑥液中燃焼バーナー 

⑦重質油、低質油の蒸気アトマイジング 

３．通風量の適正制御 

①自動通風計測制御装置 

②誘引ファン及び押込ファンの回転数制御化 

４．燃焼設備のコンピュータ等による高度燃焼

管理 

①総合燃焼管理システム 

②燃焼監視及び診断のための装置及びシステ

ム 

③排ガス・炉内ガス計測制御装置 

５．ボイラー給水予熱装置（エコノマイザー） 

６．潜熱回収型ボイラー 

７．高効率ボイラー及び高効率温水ボイラー 

 

 

 

 

 

８．流動層燃焼装置 

熱利用設備 １．炉壁断熱強化 

セラミックファイバー等の高性能炉壁断熱材 

２．炉内壁面輻射増進塗装 

３．高効率熱交換器 

４．蓄熱式熱交換器 

５．蒸気配管の断熱強化 

６．スチームドレンセパレーター 

廃熱回収設備 １．燃焼用空気予熱器 

２．廃熱利用ボイラー 

反応操作工程 熱利用設備 １．反応熱回収による蒸気発生装置 

２．反応熱回収による温水製造装置 

３．反応熱回収によるボイラー給水予熱装置 

４．反応蒸留装置 

５．高効率熱交換器 

６．高効率攪拌翼 

７．配管断熱強化 

その他 高性能触媒 

⑤可燃廃液・可燃排ガス混焼バーナー 

⑥液中燃焼バーナー 

⑦重質油、低質油の蒸気アトマイジング 

３．通風量の適正制御 

①自動通風計測制御装置 

②誘引ファン及び押込ファンの回転数制御化 

４．燃焼設備のコンピュータ等による高度燃焼

管理 

①総合燃焼管理システム 

②燃焼監視及び診断のための装置及びシステ

ム 

③排ガス・炉内ガス計測制御装置 

５．ボイラー給水予熱装置（エコノマイザー） 

６．潜熱回収型ボイラー 

７．高効率ボイラー（効率が 90%以上のもの

。ただし、貫流ボイラーについては効率が

95%以上のもの。） 

8．高効率温水ボイラー（温水ボイラーについ

ては効率が 88%以上のもの。温水発生器につ

いては効率が 95%以上のもの。） 

9．流動層燃焼装置 

熱利用設備 １．炉壁断熱強化 

セラミックファイバー等の高性能炉壁断熱材 

２．炉内壁面輻射増進塗装 

３．高効率熱交換器 

４．蓄熱式熱交換器 

５．蒸気配管の断熱強化 

６．スチームドレンセパレーター 

廃熱回収設備 １．燃焼用空気予熱器 

２．廃熱利用ボイラー 

反応操作工程 熱利用設備 １．反応熱回収による蒸気発生装置 

２．反応熱回収による温水製造装置 

３．反応熱回収によるボイラー給水予熱装置 

４．反応蒸留装置 

５．高効率熱交換器 

６．高効率攪拌翼 

７．配管断熱強化 

その他 高性能触媒 
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圧縮操作工程 熱利用設備 １．高効率翼の採用 

①高効率圧縮機 

②高効率タービン 

２．多段抽気型蒸気タービン 

３．低圧損化 

①低圧損吐出弁 

②吐出側逆止弁の低圧損化技術 

③中間分離槽の低圧損化技術 

４．ファウリングによる運転効率低下防止 

①遠心圧縮機内の洗浄装置 

②ファウリング防止剤の注入装置 

５．インタークーラー出口温度の最適化技術 

廃熱回収設備 吐出ガス顕熱による温水製造 

蒸発操作工程 熱利用設備 １．高効率多重効用缶 

２．蒸気再庄縮型ヒートポンプシスステム 

３．高効率熱交換器 

  伝熱促進のための表面処理伝熱管 

分離操作工程 

（蒸留塔、抽出塔等） 

熱利用設備 １．蒸留塔の高効率化 

①高効率インターナル（トレイ、充填物） 

②低圧損インターナル（充填物） 

③運転圧力低圧化による還流比低減技術 

２．塔頂蒸気再圧縮型ヒートポンプシステム

（蒸留塔） 

３．塔頂蒸気の潜熱利用 

①多重効用型蒸留装置 

②低圧蒸気の発生 

③温水製造 

４．高効率熱交換器 

①伝熱促進インターナル 

②伝熱促進のための表面処理伝熱管 

５．運転の高度制御技術の導入 

①モデル予測制御技術 

②動的応答予測制御技術 

③オンライン最適化制御技術 

６．保温、保冷等断熱強化 

その他 １．高性能膜分離装置 

２．圧力スイング型吸着分離装置（ＰＳＡ） 

３．吸着分離型溶剤回収装置 

その他の主要エネルギー消

費設備 

熱利用設備 １．高効率蒸気使用設備 

①配管保温強化及びスチームドレンセパレー

圧縮操作工程 熱利用設備 １．高効率翼の採用 

①高効率圧縮機 

②高効率タービン 

２．多段抽気型蒸気タービン 

３．低圧損化 

①低圧損吐出弁 

②吐出側逆止弁の低圧損化技術 

③中間分離槽の低圧損化技術 

４．ファウリングによる運転効率低下防止 

①遠心圧縮機内の洗浄装置 

②ファウリング防止剤の注入装置 

５．インタークーラー出口温度の最適化技術 

廃熱回収設備 吐出ガス顕熱による温水製造 

蒸発操作工程 熱利用設備 １．高効率多重効用缶 

２．蒸気再庄縮型ヒートポンプシスステム 

３．高効率熱交換器 

  伝熱促進のための表面処理伝熱管 

分離操作工程 

（蒸留塔、抽出塔等） 

熱利用設備 １．蒸留塔の高効率化 

①高効率インターナル（トレイ、充填物） 

②低圧損インターナル（充填物） 

③運転圧力低圧化による還流比低減技術 

２．塔頂蒸気再圧縮型ヒートポンプシステム

（蒸留塔） 

３．塔頂蒸気の潜熱利用 

①多重効用型蒸留装置 

②低圧蒸気の発生 

③温水製造 

４．高効率熱交換器 

①伝熱促進インターナル 

②伝熱促進のための表面処理伝熱管 

５．運転の高度制御技術の導入 

①モデル予測制御技術 

②動的応答予測制御技術 

③オンライン最適化制御技術 

６．保温、保冷等断熱強化 

その他 １．高性能膜分離装置 

２．圧力スイング型吸着分離装置（ＰＳＡ） 

３．吸着分離型溶剤回収装置 

その他の主要エネルギー消

費設備 

熱利用設備 １．高効率蒸気使用設備 

①配管保温強化及びスチームドレンセパレー
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ター 

②高性能スチームトラップ 

２．熱輸送管の断熱強化 

３．スーパーインシュレーション 

４．省エネルギー型乾燥装置 

５．蓄熱式冷温水供給装置 

６．ヒートポンプ式熱源装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ター 

②高性能スチームトラップ 

２．熱輸送管の断熱強化 

３．スーパーインシュレーション 

４．省エネルギー型乾燥装置 

５．蓄熱式冷温水供給装置 

６．ヒートポンプ式熱源装置（以下の機器に該

当する場合には、当該機器の基準を満たすも

の。） 

①チリングユニット（冷暖房に使用する電気式

ヒートポンプである場合には、空冷式のチリ

ングユニットについては定格冷房能力及び

定格暖房能力をそれぞれの定格消費電力で

除して得た数値の平均値が 3.0 以上のもの。

水冷式のチリングユニットについては定格

冷房能力を定格冷房消費電力で除して得た

数値が 3.3 以上のもの。） 

②ターボ冷凍機（定格運転時に成績係数（ＣＯ

Ｐ）が６程度以上のヒートポンプ方式の冷凍

機。） 

③電気式パッケージエアコン（特定エネルギー

消費機器に該当する場合には、トップラン

ナー基準を満たすもの） 

④ガスヒートポンプエアコン（以下に掲げる期

間成績係数（APFp）以上のもの。 

ア ． 冷 房 能 力 が 7.1kW 超 28kW 未 満   

1.07 以上 

イ．冷房能力が 28kW 以上 35.5kW 未満 

1.22 以上 

ウ．冷房能力が 35.5kW 以上 45kW 未満 

1.37 以上 

エ．冷房能力が 45kW 以上 56kW 未満  

1.59 以上 

オ ． 冷 房 能 力 が 56kW 以 上       

1.70 以上） 

⑤吸収式冷凍機（吸収式冷凍機については定格

消費熱電効率が 1.2 以上のもの。吸収式冷温

水機については定格冷房能力を定格ガス消

費量又は定格石油消費量で除して得た数値

が 1.1 以上のもの。） 
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７．熱回収型密閉式溶剤回収装置 

８．高効率脱臭装置 

９．冷凍機内蔵冷却塔 

廃熱回収設備 １．熱回収型ヒートポンプ方式熱源装置 

２．高圧液体排圧回収タービン 

３．低圧蒸気排圧回収タービン 

コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備 

１．コンバインドサイクル発電装置 

２．複合利用型ガスタービン発電装置 

３．熱供給型動力発生装置 

４．燃料電池コージェネレーション設備 

５．熱電可変型ガスタービン 

６．排気再燃バーナー・追い焚きバーナー 

７．排熱熱源吸収冷凍機 

８．系統連系保護装置 

９．負荷率改善高速電力制御システム 

10．負荷率改善見なし逆潮流制御システム 

11．超高速切り替えスイッチ 

電気使用設備 １．ファン、ブロワー、ポンプ等の高効率化 

①回転機の回転数制御、インバーター化 

②機械式無段変速装置 

③極数変換モータ 

④高効率モータ 

 

⑤ポンプ内部コーティング 

２．進相コンデンサ（モータ一体型を含む） 

３．自動力率改善装置 

空気調和設備 １．改良型二重効用吸収式冷温水機 

 

 

 

 

 

⑥ヒートポンプ給湯機（定格加熱能力を定格消

費電力で除して得た数値が 3.0 以上のもの） 

⑦高温水ヒートポンプ（別表 7 に掲げるもの） 

⑧循環加温ヒートポンプ（別表 7 に掲げるも

の） 

⑨熱風ヒートポンプ（別表 7 に掲げるもの） 

⑩蒸気発生ヒートポンプ（別表 7 に掲げるも

の） 

７．熱回収型密閉式溶剤回収装置 

８．高効率脱臭装置 

９．冷凍機内蔵冷却塔 

廃熱回収設備 １．熱回収型ヒートポンプ方式熱源装置 

２．高圧液体排圧回収タービン 

３．低圧蒸気排圧回収タービン 

コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備 

１．コンバインドサイクル発電装置 

２．複合利用型ガスタービン発電装置 

３．熱供給型動力発生装置 

４．燃料電池コージェネレーション設備 

５．熱電可変型ガスタービン 

６．排気再燃バーナー・追い焚きバーナー 

７．系統連系保護装置 

８．負荷率改善高速電力制御システム 

９．負荷率改善見なし逆潮流制御システム 

10．超高速切り替えスイッチ 

電気使用設備 １．ファン、ブロワー、ポンプ等の高効率化 

①回転機の回転数制御、インバーター化 

②機械式無段変速装置 

③極数変換モータ 

④高効率モータ（特定エネルギー消費機器に該

当する場合には、トップランナー基準を満たす

もの） 

⑤ポンプ内部コーティング 

２．進相コンデンサ（モータ一体型を含む） 

３．自動力率改善装置 

空気調和設備 １．改良型二重効用吸収式冷凍機、排熱熱源吸

収式冷凍機（吸収式冷凍機については定格

消費熱電効率が 1.2 以上のもの。吸収式冷

温水機については定格冷房能力を定格ガ

ス消費量又は定格石油消費量で除して得

た数値が 1.1 以上のもの。） 
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２．工ンジン駆動ヒートポンプシステム 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．排熱熱源吸収冷温水機 

４．蓄熱式空気調和システム 

照明設備 １．高効率照明 

①高圧ナトリウムランプ 

②高出力型照明器具 

 

２．高効率照明制御装置 

①人体感知装置 

②照度感知装置 

③計時装置等 

その他 １．他プラントとのヒートインテグレーション 

２．高度制御技術の導入 

①制御コンピュータによるデジタル制御シス

テム 

②プラント全体のオンライン最適化制御シス

テム 

３．プロセス・工程改善 

①プロセス省略、統合化技術 

②プロセス低圧化技術 

４．高効率混練器 

５．高効率押出機 

６．廃棄物、廃液のガス化、液化装置 

７．廃棄物、廃液のガス化、液化発電装置 

８．廃棄物の固形燃料化装置 

９．廃棄物の固形化燃料による発電装置 

10．省エネルギー型汚泥脱水装置 

 

 

別表３ セメント製造業 

工程 設備区分 具体的内容 

２．ガスヒートポンプエアコン（以下に掲げる

期間成績係数（APFp）以上のもの。 

①冷房能力が 7.1kW 超 28kW 未満  1.07 以上 

②冷房能力が 28kW 以上 35.5kW 未満 1.22 以

上 

③冷房能力が 35.5kW 以上 45kW 未満 1.37 以

上 

④冷房能力が 45kW 以上 56kW 未満 1.59 以上 

⑤冷房能力が 56kW 以上  1.70 以上） 

３．蓄熱式空気調和システム 

 

照明設備 １．LED 照明器具（特定エネルギー消費機器に

該当する場合には、トップランナー基準を満た

すもの） 

２．高効率照明制御装置 

①人体感知装置 

②照度感知装置 

③計時装置等 

その他 １．他プラントとのヒートインテグレーション 

２．高度制御技術の導入 

①制御コンピュータによるデジタル制御シス

テム 

②プラント全体のオンライン最適化制御シス

テム 

３．プロセス・工程改善 

①プロセス省略、統合化技術 

②プロセス低圧化技術 

４．高効率混練器 

５．高効率押出機 

６．廃棄物、廃液のガス化、液化装置 

７．廃棄物、廃液のガス化、液化発電装置 

８．廃棄物の固形燃料化装置 

９．廃棄物の固形化燃料による発電装置 

10．省エネルギー型汚泥脱水装置 

 

 

 

別表３ セメント製造業 

工程 設備区分 具体的内容 
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原料粉砕工程 原料粉砕設備 １．高効率竪型ローラーミル 

２．高効率分級機 

その他 ファン、モータ機器等の回転数制御化（イン

バーター化） 

焼成工程 石炭粉砕設備 １．高効率竪型ローラーミル 

２．高効率分級機 

燃焼設備 高効率微粉炭バーナー 

排熱回収設備 １．排熱ボイラー付ＮＳＰ（又はＳＰ）方式ク

リンカー焼成設備 

２．５段サイクロン付ＮＳＰ（又はＳＰ）方式

クリンカー燃成設備 

３．高効率クリンカークーラー設備 

 

熱利用設備 キルン、仮焼炉、プレヒータ、クリンカークー

ラー、排熱ボイラー設備の断熱強化 

廃棄物燃料利用設

備 

１．廃タイヤ使用設備の導入、利用量の増大 

２．廃プラスチック、ＲＤＦ及び紙類（ＲＰＦ）

の利用技術の開発、利用設備の導入及び利用量

の増大 

３．廃油、副生油等その他廃棄物燃料の利用技

術開発、利用設備の導入及び利用量の増大 

その他 ファン、モータ機器等の回転数制御化（イン

バーター化） 

仕上げ工程 クリンカー粉砕設

備 

１．予備粉砕機付仕上げミル 

２．高効率分級機 

スラグ粉砕設備 １．高効率竪型ローラーミル 

２．高効率分級機 

その他 ファン、モータ機器等の回転数制御化（イン

バーター化） 

その他の主要エネルギー消

費設備 

熱利用設備 １．汎用ボイラーの高効率化 

①排ガス酸素濃度制御装置（高度空気比制御装

置、燃焼管理・診断システム） 

②排ガスファンの回転数制御化（インバーター

化） 

２．自家発電設備の高効率化（廃棄物燃料の利

用技術の開発、利用設備の導入及び利用量の増

大） 

原料粉砕工程 原料粉砕設備 １．高効率竪型ローラーミル 

２．高効率分級機 

その他 ファン、モータ機器等の回転数制御化（イン

バーター化） 

焼成工程 石炭粉砕設備 １．高効率竪型ローラーミル 

２．高効率分級機 

燃焼設備 高効率微粉炭バーナー 

排熱回収設備 １．排熱ボイラー付ＮＳＰ（又はＳＰ）方式ク

リンカー焼成設備 

２．５段サイクロン付ＮＳＰ（又はＳＰ）方式

クリンカー燃成設備 

３．高効率クリンカークーラー設備 

４．排熱発電設備 

熱利用設備 キルン、仮焼炉、プレヒータ、クリンカークー

ラー、排熱ボイラー設備の断熱強化 

廃棄物燃料利用設

備 

１．廃タイヤ、廃プラスチック、ＲＤＦ、紙類

（ＲＰＦ）及び木くず等の利用技術の開発、利

用設備の導入及び利用量の増大 

 

２．廃油、副生油等その他廃棄物燃料の利用技

術開発、利用設備の導入及び利用量の増大 

その他 ファン、モータ機器等の回転数制御化（イン

バーター化） 

仕上げ工程 クリンカー粉砕設

備 

１．予備粉砕機付仕上げミル 

２．高効率分級機 

スラグ粉砕設備 １．高効率竪型ローラーミル 

２．高効率分級機 

その他 ファン、モータ機器等の回転数制御化（イン

バーター化） 

その他の主要エネルギー消

費設備 

熱利用設備 １．汎用ボイラーの高効率化 

①排ガス酸素濃度制御装置（高度空気比制御装

置、燃焼管理・診断システム） 

②排ガスファンの回転数制御化（インバーター

化） 

２．自家発電設備の高効率化（廃棄物燃料の利

用技術の開発、利用設備の導入及び利用量の増

大） 
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電気使用設備 １．ファン、ブロワー、ポンプ、空気圧縮機等

の高効率化 

①回転数制御化（インバーター化） 

②ランナーカット 

③自動オン－オフ制御 

２．集塵装置の省電力化 

①排ガスファンのランナーカット 

②排ガスファンの回転数制御化（インバーター

化） 

空気調和設備、給

湯設備 

１．全熱交換器内蔵型空気調和設備 

２．温度制御装置 

３．蓄熱式空気調和システム 

４．蓄熱式給湯設備 

照明設備 １．高効率照明器具（高圧ナトリウムランプ、

高出力型照明器具） 

 

２．自動オン－オフ制御装置 

 

別表４ 鉄鋼業 

（高炉による製鉄業、高炉によらない製鉄業、製鋼・圧延業、製鋼を行わない鋼材製造業、表面処理鋼材製造業） 

工程 設備区分 具体的内容 

製銑工程 

（コークス工程、焼結工程、

高炉工程） 

燃焼設備 １．コークス自動燃焼設備 

２．焼結高効率点火炉バーナー 

３．熱風炉燃焼制御 

４．その他燃焼設備のコンピュータ等による高

度燃焼管理 

熱利用設備 １．溶銑鍋放熱防止 

２．コークス炉炉蓋断熱強化 

３．その他放熱防止装置 

廃熱回収設備 １．コークス乾式消火設備（ＣＤＱ） 

２．コークス燃焼排ガス顕熱回収 

３．コークス炉ガス顕熱回収 

４．焼結クーラー廃熱回収 

５．焼結主排廃熱回収 

６．高炉乾式炉頂圧発電設備 

７．高炉炉頂均圧ガス回収 

８．高炉スラグ顕熱回収 

９．高炉用除湿送風装置 

10．熱風炉廃熱回収設備 

電気使用設備 １．ファン、ブロワー、ポンプ、空気圧縮機等

の高効率化 

①回転数制御化（インバーター化） 

②ランナーカット 

③自動オン－オフ制御 

２．集塵装置の省電力化 

①排ガスファンのランナーカット 

②排ガスファンの回転数制御化（インバーター

化） 

空気調和設備、給

湯設備 

１．全熱交換器内蔵型空気調和設備 

２．温度制御装置 

３．蓄熱式空気調和システム 

４．蓄熱式給湯設備 

照明設備 １．LED 照明器具（特定エネルギー消費機器

に該当する場合には、トップランナー基準を

満たすもの） 

２．自動オン－オフ制御装置 

 

別表４ 鉄鋼業 

（高炉による製鉄業、高炉によらない製鉄業、製鋼・圧延業、製鋼を行わない鋼材製造業、表面処理鋼材製造業） 

工程 設備区分 具体的内容 

製銑工程 

（コークス工程、焼結工程、

高炉工程） 

燃焼設備 １．コークス自動燃焼設備 

２．焼結高効率点火炉バーナー 

３．熱風炉燃焼制御 

４．その他燃焼設備のコンピュータ等による高

度燃焼管理 

熱利用設備 １．溶銑鍋放熱防止 

２．コークス炉炉蓋断熱強化 

３．その他放熱防止装置 

廃熱回収設備 １．コークス乾式消火設備（ＣＤＱ） 

２．コークス燃焼排ガス顕熱回収 

３．コークス炉ガス顕熱回収 

４．焼結クーラー廃熱回収 

５．焼結主排廃熱回収 

６．高炉乾式炉頂圧発電設備 

７．高炉炉頂均圧ガス回収 

８．高炉スラグ顕熱回収 

９．高炉用除湿送風装置 

10．熱風炉廃熱回収設備 
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11．原料乾燥予熱装置 

12．その他廃熱回収設備 

13．低圧損型高炉炉頂圧発電設備 

省エネルギー型製

造プロセス 

１．微粉炭吹き込み（ＰＣＩ） 

２．石炭調湿設備 

３．高温予熱炭装入設備 

その他 １．高炉装入物分布制御装置 

２．集塵及び燃焼ブロワーの回転数制御化 

３．焼結偏析装入 

４．廃プラスチック等のコークス炉原料化 

５．廃プラスチック等の高炉原料化 

製鋼工程 燃焼設備 １．酸素富化燃焼装置 

２．バーナー燃焼制御装置 

３．高速型酸素吹き込み装置 

４．粉体吹き込み装置（炭材、アルミ灰等） 

５．電気炉排ガス燃焼制御装置 

熱利用設備 １．アーク炉最適電力制御システム 

２．高導電性導体電極支援腕 

３．アーク炉電極ＶＶＶＦ式昇降装置 

４．取鍋製錬最適操業制御システム 

５．アーク炉変圧器容量大型化 

廃熱回収設備 １．転炉ガス顕熱回収設備 

２．蓄熱式加熱装置 

３．電炉用原料バケット式予熱装置 

４．予熱槽一体型アーク炉 

５．スクラップ連続投入式アーク炉 

省エネルギー型製

造プロセス 

１．高温鋼片連続式鋳造設備 

２．高性能脱燐炉 

３．高性能高周波溶解炉 

 

４．直流式水冷炉壁型アーク炉 

５．アーク炉、取鍋製錬複合プロセス 

 

 

11．原料乾燥予熱装置 

12．その他廃熱回収設備 

13．低圧損型高炉炉頂圧発電設備 

省エネルギー型製

造プロセス 

１．微粉炭吹き込み（ＰＣＩ） 

２．石炭調湿設備 

３．高温予熱炭装入設備 

その他 １．高炉装入物分布制御装置 

２．集塵及び燃焼ブロワーの回転数制御化 

３．焼結偏析装入 

４．廃プラスチック等のコークス炉原料化 

５．廃プラスチック等の高炉原料化 

製鋼工程 燃焼設備 １．酸素富化燃焼装置 

２．バーナー燃焼制御装置 

３．高速型酸素吹き込み装置 

４．粉体吹き込み装置（炭材、アルミ灰等） 

５．電気炉排ガス燃焼制御装置 

熱利用設備 １．アーク炉最適電力制御システム 

２．高導電性導体電極支援腕 

３．アーク炉電極ＶＶＶＦ式昇降装置 

４．取鍋精錬最適操業制御システム 

５．アーク炉変圧器容量大型化 

廃熱回収設備 １．転炉ガス顕熱回収設備 

２．蓄熱式加熱装置 

３．電炉用原料バケット式予熱装置 

４．予熱槽一体型アーク炉 

５．スクラップ連続投入式アーク炉 

省エネルギー型製

造プロセス 

１．高温鋼片連続式鋳造設備 

２．高性能脱燐炉 

３．高性能高周波溶解炉（別表 6 に掲げる効率

以上のもの） 

４．直流式水冷炉壁型アーク炉 

５．アーク炉、取鍋製錬複合プロセス 

６．加熱装置付きタンディッシュ 

７．製鋼－圧延連続プロセス 
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その他 １．転炉ガス潜熱回収設備（密閉型回収設備を

含む） 

２．ＯＧ誘引送風機、集塵機ブロワーの回転数

制御化 

３．電極昇降速度、炉蓋開閉速度の高速化 

４．炉壁クーラー、炉蓋の高伝導化 

５．待機取鍋放熱防止保温蓋 

６．徐滓口、出鋼口、合金投入口の密閉化 

７．熱間自動耐火物補修機 

８．廃棄物等の製鋼原料化技術 

圧延・金属加工・表面処理

工程 

燃焼設備 １．高性能工業炉廃熱回収式燃焼装置 

２．高性能燃焼制御装置（排ガス酸素濃度制御、

炉圧制御、バーナー本数制御、抽出温度、仕上

げ温度制御等） 

３．熱間鋼片表面手入れ技術 

４．ガス燃焼高ターンダウン比バーナー 

熱利用設備 １．鋼片保温カバー 

２．スラブ保温ピット 

３．炉体セラミックファイバー化 

４．伝熱促進材塗布・伝熱促進体設置 

５．装入・抽出扉密閉化 

６．スキッド断熱強化 

７．仕切壁設置 

８．開口部遮断板 

９．スキッドシフト 

10．液タンク保温強化 

11．ケミカルドライヤー温度の自動制御 

廃熱回収設備 １．廃熱利用ボイラー 

２．高効率レキュペレータ 

３．蓄熱式熱交換器 

省エネルギー型製

造プロセス 

１．高性能線材圧延設備 

２．鋼片板幅制御装置 

３．高性能厚板矯正機 

４．薄鋼鈑形状制御設備 

５．熱間圧延ミル加工熱処理設備 

６．インライン熱処理設備 

７．高効率バッチ焼鈍炉 

８．熱片装入（ＤＨＣＲ、ＨＣＲ） 

９．直送圧延 

10．極間距離短縮型電気メッキ装置 

その他 １．転炉ガス潜熱回収設備（密閉型回収設備を

含む） 

２．ＯＧ誘引送風機、集塵機ブロワーの回転数

制御化 

３．電極昇降速度、炉蓋開閉速度の高速化 

 

４．待機取鍋放熱防止保温蓋 

５．徐滓口、出鋼口、合金投入口の密閉化 

６．熱間自動耐火物補修機 

７．廃棄物等の製鋼原料化技術 

圧延・金属加工・表面処理

工程 

燃焼設備 １．高性能工業炉廃熱回収式燃焼装置 

２．高性能燃焼制御装置（排ガス酸素濃度制御、

炉圧制御、バーナー本数制御、抽出温度、仕上

げ温度制御等） 

３．熱間鋼片表面手入れ技術 

４．ガス燃焼高ターンダウン比バーナー 

熱利用設備 １．鋼片保温カバー 

２．スラブ保温ピット 

３．炉体セラミックファイバー化 

４．伝熱促進材塗布・伝熱促進体設置 

５．装入・抽出扉密閉化 

６．スキッド断熱強化 

７．仕切壁設置 

８．開口部遮断板 

９．スキッドシフト 

10．液タンク保温強化 

11．ケミカルドライヤー温度の自動制御 

廃熱回収設備 １．廃熱利用ボイラー 

２．高効率レキュペレータ 

３．蓄熱式熱交換器 

省エネルギー型製

造プロセス 

１．高性能線材圧延設備 

２．鋼片板幅制御装置 

３．高性能厚板矯正機 

４．薄鋼鈑形状制御設備 

５．熱間圧延ミル加工熱処理設備 

６．インライン熱処理設備 

７．高効率バッチ焼鈍炉 

８．熱片装入（ＤＨＣＲ、ＨＣＲ） 

９．直送圧延 

10．極間距離短縮型電気メッキ装置 
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その他 １．高性能高周波誘導加熱装置 

２．デスケーリングポンププランジャー化 

３．エッジヒータ 

フェロアロイ製造工程 燃焼設備 １．焼結高効率点火炉バーナー 

２．酸素富化装置 

３．その他燃焼設備のコンピュータ等による高

度燃焼管理 

熱利用設備 １．原料乾燥キルン 

２．原料予熱装置 

３．高断熱性構造設備 

４．高効率コンデンサ 

５．電気炉変圧器容量の大型化 

廃熱回収設備 １．焼結機排ガス顕熱回収装置 

２．焼結クーラー廃熱回収装置 

３．キルン廃熱回収装置 

４．キルンクーラー廃熱回収装置 

５．ドライヤー廃熱回収装置 

６．電気炉排ガス回収装置 

７．メタル顕熱利用設備 

８．スラグ顕熱利用設備 

９．除湿送風装置 省エネルギー型製

造プロセス 

１．焼結ホットチャージ 

２．高効率予備還元プロセス 

３．スラグ多目的利用プロセス 

４．メタル多目的利用プロセス 

その他 １．省エネルギー型粉砕装置 

２．高効率型篩分装置 

３．多目的整粒破砕装置 

伸線工程 

引抜工程 

鋳鉄管製造工程 

燃焼設備 １．燃焼用空気の予熱装置 

２．燃料／空気流量比率設定調整装置 

３．外気流入防止板の設置 

４．親子バーナー自動切替え制御装置 

５．イマージョンバーナーによる金属加熱 

６．高ターンダウン比バーナー 

７．キュポラコークス自動燃焼制御装置 

８．キュポラ燃焼用空気除湿装置 

９．キュポラ酸素富化燃焼装置 

10．キュポラ排ガス一酸化炭素自動燃焼制御装

置 

11．中子乾燥炉温度自動制御装置 

12．焼鈍温度自動制御装置 

その他 １．高性能高周波誘導加熱装置 

２．デスケーリングポンププランジャー化 

３．エッジヒータ 

フェロアロイ製造工程 燃焼設備 １．焼結高効率点火炉バーナー 

２．酸素富化装置 

３．その他燃焼設備のコンピュータ等による高

度燃焼管理 

熱利用設備 １．原料乾燥キルン 

２．原料予熱装置 

３．高断熱性構造設備 

４．高効率コンデンサ 

５．電気炉変圧器容量の大型化 

廃熱回収設備 １．焼結機排ガス顕熱回収装置 

２．焼結クーラー廃熱回収装置 

３．キルン廃熱回収装置 

４．キルンクーラー廃熱回収装置 

５．ドライヤー廃熱回収装置 

６．電気炉排ガス回収装置 

７．メタル顕熱利用設備 

８．スラグ顕熱利用設備 

９．除湿送風装置 
省エネルギー型製

造プロセス 

１．焼結ホットチャージ 

２．高効率予備還元プロセス 

３．スラグ多目的利用プロセス 

４．メタル多目的利用プロセス 

その他 １．省エネルギー型粉砕装置 

２．高効率型篩分装置 

３．多目的整粒破砕装置 

伸線工程 

引抜工程 

鋳鉄管製造工程 

燃焼設備 １．燃焼用空気の予熱装置 

２．燃料／空気流量比率設定調整装置 

３．外気流入防止板の設置 

４．親子バーナー自動切替え制御装置 

５．イマージョンバーナーによる金属加熱 

６．高ターンダウン比バーナー 

７．キュポラコークス自動燃焼制御装置 

８．キュポラ燃焼用空気除湿装置 

９．キュポラ酸素富化燃焼装置 

10．キュポラ排ガス一酸化炭素自動燃焼制御装

置 

11．中子乾燥炉温度自動制御装置 

12．焼鈍温度自動制御装置 
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13．塗装乾燥温度自動制御装置 

14．塗装管加熱炉排熱循環装置 

熱利用設備 １．炉外壁保温施工 

２．直接加熱方式の採用 

３．高効率工業炉 

４．焼鈍炉の炉体のセラミックファイバー化 

 

５．焼鈍炉の扉の自動開閉装置 

６．管蒸気養生・加熱温度自動制御装置 

廃熱回収設備 １．伝熱面積拡大による熱回収率向上 

２．排熱利用汚泥乾燥装置 

３．廃熱利用ボイラー 

４．複合利用型ガスタービン発電装置 

５．廃熱利用ボイラー給水温水化装置 

６．蒸気アキュムレータ蓄熱装置 

７．焼鈍廃温水熱交換装置 

８．焼鈍排ガス熱回収装置 

省エネルギー型製

造プロセス 

１．熱回収型密閉式溶剤回収装置 

２．高性能高周波誘導加熱装置 

３．メッキ工程の亜鉛浴を鉄鍋外熱方式からセ

ラミックバス、イマージョンバーナー方式への

転換 

４．鋳鉄管ホット・チャージ焼鈍炉 

５．インバーター制御プラズマ切断機 

６．キュポラコークス・ブリーズ吹き込み装置 

その他の主要エネルギー消

費設備 

燃焼設備 １．高効率ボイラー 

 

 

 

 

 

２．高性能ボイラー燃焼制御装置（排ガス酸素

量制御、ファン回転数制御等） 

熱利用設備 １．高効率発電設備（高効率翼、多段抽気型ター

ビン、軸流排気、背圧タービン、複合利用型ガ

スタービン） 

２．高効率蒸気使用設備（配管保温強化、スチー

ムドレンセパレーターの設置、高性能スチーム

トラップ等） 

３．電磁弁による圧縮空気の自動オン－オフ制

13．塗装乾燥温度自動制御装置 

14．塗装管加熱炉排熱循環装置 

熱利用設備 １．炉外壁保温施工 

２．直接加熱方式の採用 

３．高効率工業炉（別表 6 に掲げる効率以上の

もの） 

４．焼鈍炉の炉体のセラミックファイバー化 

５．焼鈍炉の扉の自動開閉装置 

６．管蒸気養生・加熱温度自動制御装置 

廃熱回収設備 １．伝熱面積拡大による熱回収率向上 

２．排熱利用汚泥乾燥装置 

３．廃熱利用ボイラー 

４．複合利用型ガスタービン発電装置 

５．廃熱利用ボイラー給水温水化装置 

６．蒸気アキュムレータ蓄熱装置 

７．焼鈍廃温水熱交換装置 

８．焼鈍排ガス熱回収装置 

省エネルギー型製

造プロセス 

１．熱回収型密閉式溶剤回収装置 

２．高性能高周波誘導加熱装置 

３．メッキ工程の亜鉛浴を鉄鍋外熱方式からセ

ラミックバス、イマージョンバーナー方式への

転換 

４．鋳鉄管ホット・チャージ焼鈍炉 

５．インバーター制御プラズマ切断機 

６．キュポラコークス・ブリーズ吹き込み装置 

その他の主要エネルギー消

費設備 

燃焼設備 １．高効率ボイラー（効率が 90%以上のも

の。ただし、貫流ボイラーについては効率

が 95%以上のもの。） 

２．高効率温水ボイラー（温水ボイラーに

ついては効率が 88%以上のもの。温水発生

器については効率が 95%以上のもの。） 

３．高性能ボイラー燃焼制御装置（排ガス酸素

量制御、ファン回転数制御等） 

熱利用設備 １．高効率発電設備（高効率翼、多段抽気型ター

ビン、軸流排気、背圧タービン、複合利用型ガ

スタービン） 

２．高効率蒸気使用設備（配管保温強化、スチー

ムドレンセパレーターの設置、高性能スチーム

トラップ等） 
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御装置 

廃熱回収設備 １．ボイラー空気予熱装置 

２．ボイラー燃料ガス予熱装置 

３．ボイラー給水予熱装置 

コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備 

１．多段抽気型蒸気タービン 

２．背圧タービン 

３．熱電可変型ガスタービン 

４．複合利用型ガスタービン発電装置 

５．熱供給型動力発生装置 

 

 

電気使用設備 １．ファン、ブロワー、ポンプ等の高効率化（回

転数制御化、運転台数の自動制御化等） 

２．力率改善装置（進相コンデンサ等） 

３．高効率モータ 

 

 

４．電力回生技術 

空気調和設備・給

湯設備 

１．高性能空気調和設備・給湯設備（自動温度

制御装置、蓄熱式空気調和・給湯設備システム

等） 

２．吸収式冷凍機（排熱利用型） 

 

 

 

 

 

 

３．冷却温排水回収設備 

照明装置 １．高効率照明装置（高圧ナトリウムランプ、

高出力型照明器具等） 

 

２．高効率照明制御装置（人体感知装置、照度

感知装置、計時装置等） 

３．電磁弁による圧縮空気の自動オン－オフ制

御装置 

廃熱回収設備 １．ボイラー空気予熱装置 

２．ボイラー燃料ガス予熱装置 

３．ボイラー給水予熱装置 

コ ー ジ ェ ネ レ ー

ション設備 

１．多段抽気型蒸気タービン 

２．背圧タービン 

３．熱電可変型ガスタービン 

４．複合利用型ガスタービン発電装置 

５．熱供給型動力発生装置 

（総合効率が 82%以上又は発電効率が 41%

以上のもの） 

電気使用設備 １．ファン、ブロワー、ポンプ等の高効率化（回

転数制御化、運転台数の自動制御化等） 

２．力率改善装置（進相コンデンサ等） 

３．高効率モータ（特定エネルギー消費機器に

該当する場合には、トップランナー基準を満

たすもの） 

４．電力回生技術 

空気調和設備・給

湯設備 

１．高性能空気調和設備・給湯設備（自動温度

制御装置、蓄熱式空気調和・給湯設備システム

等） 

２．吸収式冷凍機（排熱利用型）（吸収式冷

凍機については定格消費熱電効率が 1.2 以

上のもの。吸収式冷温水機については定格

冷房能力を定格ガス消費量又は定格石油消

費量で除して得た数値が 1.1 以上のもの。

） 

３．冷却温排水回収設備 

照明装置 １．LED 照明器具（特定エネルギー消費機器

に該当する場合には、トップランナー基準を

満たすもの） 

２．高効率照明制御装置（人体感知装置、照度

感知装置、計時装置等） 
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その他 １．エネルギーセンター需給管理システム 

２．高効率ガス分離装置（ＭＳ型深冷分離式、

圧力スイング式、膜分離式） 

３．高効率大型圧縮機（高効率翼、低圧損吐出

弁、低圧損フィルター、吸気冷却等） 

４．高効率変圧器 

 

 

５．ダスト等の原料化技術 

６．廃棄物等の燃料化技術 

 

（銑鉄鋳物製造業、可鍛鋳鉄製造業） 

工程 設備区分 具体的内容 

溶解工程 燃焼設備 １．キュポラ酸素富化装置 

２．熱風送風式キュポラ 

熱利用設備 １．高効率工業炉（原材料予熱式） 

 

２．溶銑鍋放熱防止（取鍋の蓋、断熱材変更） 

３．その他の放熱防止装置（炉の蓋、断熱材変

更） 

廃熱回収設備 １．キュポラ廃熱回収装置 

２．キュポラ用除湿送風装置 

電気使用設備 １．高性能電気炉（省エネルギー型誘導炉） 

 

２．力率改善装置（進相コンデンサ等） 

３．回転数制御付給水ポンプ 

４．溶湯温度連続測定付誘導炉 

その他 １．集塵ブロワー、キュポラブロワーの回転数

制御化 

２．戻り屑砂落しショットブラスト 

３．戻り屑破砕装置 

製造工程 

（造型、中子、注湯、調砂、

型バラシ） 

電気使用設備 １．力率改善装置（進相コンデンサ等） 

２．油圧、エアー駆動部分の電動化 

その他 １．集塵ブロワーの回転数制御化 

２．選択機能付集塵装置（移動式フード） 

３．高効率生砂冷却装置（ドラムタイプ）等 

４．高性能砂再生装置（機械式） 

５．インバーター制御付モータ 

その他 １．エネルギーセンター需給管理システム 

２．高効率ガス分離装置（ＭＳ型深冷分離式、

圧力スイング式、膜分離式） 

３．高効率大型圧縮機（高効率翼、低圧損吐出

弁、低圧損フィルター、吸気冷却等） 

４．高効率変圧器（特定エネルギー消費機器に

該当する場合には、トップランナー基準を満

たすもの） 

５．ダスト等の原料化技術 

６．廃棄物等の燃料化技術 

 

（銑鉄鋳物製造業、可鍛鋳鉄製造業） 

工程 設備区分 具体的内容 

溶解工程 燃焼設備 １．キュポラ酸素富化装置 

２．熱風送風式キュポラ 

熱利用設備 １．高効率工業炉（原材料予熱式）（別表 6 に

掲げる効率以上のもの） 

２．溶銑鍋放熱防止（取鍋の蓋、断熱材変更） 

３．その他の放熱防止装置（炉の蓋、断熱材変

更） 

廃熱回収設備 １．キュポラ廃熱回収装置 

２．キュポラ用除湿送風装置 

電気使用設備 １．高性能電気炉（省エネルギー型誘導炉）（別

表 6 に掲げる効率以上のもの） 

２．力率改善装置（進相コンデンサ等） 

３．回転数制御付給水ポンプ 

４．溶湯温度連続測定付誘導炉 

その他 １．集塵ブロワー、キュポラブロワーの回転数

制御化 

２．戻り屑砂落しショットブラスト 

３．戻り屑破砕装置 

製造工程 

（造型、中子、注湯、調砂、

型バラシ） 

電気使用設備 １．力率改善装置（進相コンデンサ等） 

２．油圧、エアー駆動部分の電動化 

その他 １．集塵ブロワーの回転数制御化 

２．選択機能付集塵装置（移動式フード） 

３．高効率生砂冷却装置（ドラムタイプ）等 

４．高性能砂再生装置（機械式） 

５．インバーター制御付モータ 
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仕上げ工程 

（堰折、鋳仕上、検査、塗

装） 

熱利用設備 遠赤外線利用乾燥装置 

その他 １．高性能ショットブラスト 

２．回転数制御装置付集塵装置 

熱処理工程 熱利用設備 高効率工業炉（断熱強化型） 

廃熱回収設備 高性能工業炉廃熱回収式燃焼装置 

その他の主要エネルギー消

費設備 

電気使用設備 １．回転数制御装置 

２．高効率変圧器（モールド変圧器等） 

 

 

その他 １．空気圧縮機の運転台数の自動制御化 

２．冷却水用ポンプの運転台数の自動制御化 

３．薄肉鋳物による溶湯節減技術 

４．高効率照明器具（高圧ナトリウムランプ、

高出力型照明器具） 

 

 

（鋳鋼製造業） 

工程 設備区分 具体的内容 

製鋼工程 燃焼設備 高速型酸素吹き込み装置 

熱利用設備 １．アーク炉最適電力制御システム 

２．アーク炉電極昇降装置 

３．取鍋精錬最適操業制御システム 

４．アーク炉トランス容量大型化 

廃熱回収設備 １．電気炉用原料予熱装置 

２．取鍋予熱装置 

電気使用設備 取鍋精錬炉 

その他 １．集塵ブロワーの回転数制御化 

２．電極昇降速度、炉蓋開閉速度の高速化 

３．待機取鍋放熱防止保温蓋 

４．除滓口、出鋼口、合金投入口の密閉化 

鋳造工程 

（造型、中子、注湯、調砂、

電気使用設備 １．サーボモータ付シリンダー 

２．電動シリンダー（造型ライン） 

仕上げ工程 

（堰折、鋳仕上、検査、塗

装） 

熱利用設備 遠赤外線利用乾燥装置 

その他 １．高性能ショットブラスト 

２．回転数制御装置付集塵装置 

熱処理工程 熱利用設備 高効率工業炉（断熱強化型）（別表 6 に掲げる

効率以上のもの） 

廃熱回収設備 高性能工業炉廃熱回収式燃焼装置 

その他の主要エネルギー消

費設備 

電気使用設備 １．回転数制御装置 

２．高効率変圧器（モールド変圧器等）（特定

エネルギー消費機器に該当する場合には、

トップランナー基準を満たすもの） 

その他 １．空気圧縮機の運転台数の自動制御化 

２．冷却水用ポンプの運転台数の自動制御化 

３．薄肉鋳物による溶湯節減技術 

４．LED 照明器具（特定エネルギー消費機器

に該当する場合には、トップランナー基準を

満たすもの） 

 

（鋳鋼製造業） 

工程 設備区分 具体的内容 

製鋼工程 燃焼設備 高速型酸素吹き込み装置 

熱利用設備 １．アーク炉最適電力制御システム 

２．アーク炉電極昇降装置 

３．取鍋精錬最適操業制御システム 

４．アーク炉トランス容量大型化 

廃熱回収設備 １．電気炉用原料予熱装置 

２．取鍋予熱装置 

電気使用設備 取鍋精錬炉 

その他 １．集塵ブロワーの回転数制御化 

２．電極昇降速度、炉蓋開閉速度の高速化 

３．待機取鍋放熱防止保温蓋 

４．除滓口、出鋼口、合金投入口の密閉化 

鋳造工程 

（造型、中子、注湯、調砂、

電気使用設備 １．サーボモータ付シリンダー 

２．電動シリンダー（造型ライン） 



 

59 

 

型バラシ） その他 １．集塵ブロワーの回転数制御化 

２．生砂コンパクタビリティコントローラー装

置 

３．高効率生砂冷却装置 

４．高性能砂再生装置 

鋳仕上げ工程 鋳仕上げ設備 高性能ショットブラスト 

その他 集塵ブロワーの回転数制御化 

熱処理工程 熱処理設備 １．自動温度制御式熱処理装置 

２．高効率バッチ式熱処理炉 

 

３．高性能工業炉廃熱回収式燃焼装置 

廃熱回収設備 １．高効率レキュペレータ 

２．蓄熱式熱交換器 

機械加工工程 機械加工設備 高性能金属加工機械（施盤、ボール盤、フライ

ス盤等） 

その他の主要エネルギー消

費設備 

廃熱回収設備 １．ボイラー空気予熱装置 

２．ボイラー燃料ガス予熱装置 

３．ボイラー給水予熱装置 

電気使用設備 １．ファン、ブロワー、ポンプ等の効率化 

①回転機の自動オン－オフ制御装置 

②回転機の回転数制御、インバーター化③回転

機の自動台数制御装置 

２．力率改善装置（進相コンデンサ等） 

３．高効率モータ 

 

 

４．高効率変圧器 

 

 

空気調和設備・給湯

設備 

１．温度制御装置 

２．蓄熱式空気調和・給湯システム 

照明設備 高効率照明器具 

①高圧ナトリウムランプ 

②高出力型照明器具 

その他 高効率圧縮機 

 

（鍛工品製造業） 

型バラシ） その他 １．集塵ブロワーの回転数制御化 

２．生砂コンパクタビリティコントローラー装

置 

３．高効率生砂冷却装置 

４．高性能砂再生装置 

鋳仕上げ工程 鋳仕上げ設備 高性能ショットブラスト 

その他 集塵ブロワーの回転数制御化 

熱処理工程 熱処理設備 １．自動温度制御式熱処理装置 

２．高効率バッチ式熱処理炉（別表 6 に掲げる

効率以上のもの） 

３．高性能工業炉廃熱回収式燃焼装置 

廃熱回収設備 １．高効率レキュペレータ 

２．蓄熱式熱交換器 

機械加工工程 機械加工設備 高性能金属加工機械（施盤、ボール盤、フライ

ス盤等） 

その他の主要エネルギー消

費設備 

廃熱回収設備 １．ボイラー空気予熱装置 

２．ボイラー燃料ガス予熱装置 

３．ボイラー給水予熱装置 

電気使用設備 １．ファン、ブロワー、ポンプ等の効率化 

①回転機の自動オン－オフ制御装置 

②回転機の回転数制御、インバーター化③回転

機の自動台数制御装置 

２．力率改善装置（進相コンデンサ等） 

３．高効率モータ（特定エネルギー消費機器に

該当する場合には、トップランナー基準を満

たすもの） 

４．高効率変圧器（特定エネルギー消費機器に

該当する場合には、トップランナー基準を満

たすもの） 

空気調和設備・給湯

設備 

１．温度制御装置 

２．蓄熱式空気調和・給湯システム 

照明設備 LED 照明器具（特定エネルギー消費機器に該

当する場合には、トップランナー基準を満た

すもの） 

その他 高効率圧縮機 

 

（鍛工品製造業） 
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工程 設備区分 具体的内容 

素材切断工程 切断設備 １．ＮＣ型鋼切断用バンドソー 

２．自動ガス切断装置 

３．プラズマ切断機 

４．高速拘束ビレットシャー 
加熱工程 加熱設備 １．高効率誘導加熱装置 

２．全自動予熱式回転炉 

３．廃熱回収自動ウォーキングビーム炉 

４．高効率バッチ炉（断熱強化型） 

５．高性能工業炉廃熱回収式燃焼装置 

６．バーナー燃焼制御システム 

７．多電源方式加熱装置 

 廃熱回収設備 １．高効率レキュペレータ 

２．蓄熱式熱交換バーナー（リジェネレーティ

ブバーナー） 

鍛造工程 鍛造設備 １．全自動鍛造プレス 

２．サーボスクリュープレス 

３．コンピュータ制御式型鍛造ハンマ 

４．全自動ローリングミル 

５．多段ホーマー 

６．回転鍛造機 

７．油圧ハンマ 

８．サーボ鍛造プレス 

９．湿式クラッチブレーキプレス 

熱処理工程 熱処理設備 １．自動温度制御式連続熱処理装置 

２．高効率バッチ焼鈍炉 

３．高周波焼入装置 

４．バーナー燃焼制御システム 

廃熱回収設備 １．高効率レキュペレータ 

２．蓄熱式熱交換バーナー（リジェネレイティ

ブバーナー） 

型成形・加工工程 型彫設備 

表面処理設備 

１．高性能ＮＣ放電加工機 

２．超高速マシニングセンター 

３．ワイヤカット加工装置 

４．イオン窒化装置 

仕上・検査工程 仕上げ設備 高性能ショットブラスト 

その他の主要エネルギー消

費設備 

電気使用設備 １．インバーター式圧縮機、台数制御装置 

 

工程 設備区分 具体的内容 

素材切断工程 切断設備 １．ＮＣ型鋼切断用バンドソー 

２．自動ガス切断装置 

３．プラズマ切断機 

４．高速拘束ビレットシャー 
加熱工程 加熱設備 １．高効率誘導加熱装置 

２．全自動予熱式回転炉 

３．廃熱回収自動ウォーキングビーム炉 

４．高効率バッチ炉（断熱強化型） 

５．高性能工業炉廃熱回収式燃焼装置 

６．バーナー燃焼制御システム 

７．多電源方式加熱装置 

廃熱回収設備 １．高効率レキュペレータ 

２．蓄熱式熱交換バーナー（リジェネレーティ

ブバーナー） 

鍛造工程 鍛造設備 １．全自動鍛造プレス 

２．サーボスクリュープレス 

３．コンピュータ制御式型鍛造ハンマ 

４．全自動ローリングミル 

５．多段ホーマー 

６．回転鍛造機 

７．油圧ハンマ 

８．サーボ鍛造プレス 

９．湿式クラッチブレーキプレス 

熱処理工程 熱処理設備 １．自動温度制御式連続熱処理装置 

２．高効率バッチ焼鈍炉 

３．高周波焼入装置 

４．バーナー燃焼制御システム 

廃熱回収設備 １．高効率レキュペレータ 

２．蓄熱式熱交換バーナー（リジェネレイティ

ブバーナー） 

型成形・加工工程 型彫設備 

表面処理設備 

１．高性能ＮＣ放電加工機 

２．超高速マシニングセンター 

３．ワイヤカット加工装置 

４．イオン窒化装置 

仕上・検査工程 仕上げ設備 高性能ショットブラスト 

その他の主要エネルギー消 電気使用設備 １．インバーター式圧縮機、台数制御装置 
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２．ファン、ブロワー、ポンプ等の高効率化 

①回転機の自動オン－オフ制御装置 

②回転機の回転数制御、インバーター化 

③回転機の自動台数制御装置 

３．力率改善装置（進相コンデンサ等） 

４．高効率モータ 

 

 

５．トップランナー変圧器 

 

 

燃焼設備 １．高効率ボイラー 

 

 

 

 

 

２．高性能ボイラー燃焼制御装置 

①排ガス酸素量制御（空気比の適正制御） 

②ＩＤＦファン回転数制御化 

廃熱回収設備 １．ボイラー空気予熱装置 

２．ボイラー燃料ガス予熱装置 

３．ボイラー給水予熱装置 

空気調和設備・給湯

設備 

１．温度制御装置 

２．蓄熱式空気調和・給湯システム 

３．ヒートポンプ給湯器 

 

 

照明設備 高効率照明装置 

①セラミックメタルハライドランプ 

②高出力型照明器具 

③ＬＥＤ照明 

 

（鍛鋼製造業） 

工程 設備区分 具体的内容 

製鋼工程 燃焼設備 １．バーナー燃焼制御装置 

２．高速型酸素吹き込み装置 

３．二次燃焼装置 

熱利用設備 １．アーク炉最適電力制御システム 

費設備 ２．ファン、ブロワー、ポンプ等の高効率化 

①回転機の自動オン－オフ制御装置 

②回転機の回転数制御、インバーター化 

③回転機の自動台数制御装置 

３．力率改善装置（進相コンデンサ等） 

４．高効率モータ（特定エネルギー消費機器に

該当する場合には、トップランナー基準を満

たすもの） 

５．トップランナー変圧器（特定エネルギー消

費機器に該当する場合には、トップランナー

基準を満たすもの） 

燃焼設備 １．高効率ボイラー（効率が 90%以上のも

の。ただし、貫流ボイラーについては効率

が 95%以上のもの。） 

２．高効率温水ボイラー（温水ボイラーに

ついては効率が 88%以上のもの。温水発生

器については効率が 95%以上のもの。） 

３．高性能ボイラー燃焼制御装置 

①排ガス酸素量制御（空気比の適正制御） 

②ＩＤＦファン回転数制御化 

廃熱回収設備 １．ボイラー空気予熱装置 

２．ボイラー燃料ガス予熱装置 

３．ボイラー給水予熱装置 

空気調和設備・給湯

設備 

１．温度制御装置 

２．蓄熱式空気調和・給湯システム 

３．ヒートポンプ給湯機（定格加熱能力を定格

消費電力で除して得た数値が 3.0 以上のも

の） 

照明設備 ＬＥＤ照明器具（特定エネルギー消費機器に

該当する場合には、トップランナー基準を満

たすもの） 

 

（鍛鋼製造業） 

工程 設備区分 具体的内容 

製鋼工程 燃焼設備 １．バーナー燃焼制御装置 

２．高速型酸素吹き込み装置 

３．二次燃焼装置 

熱利用設備 １．アーク炉最適電力制御システム 
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２．高導電性導体電極支腕 

３．アーク炉電極昇降装置 

４．取鍋精錬最適操業制御システム 

５．アーク炉変圧器容量大型化 

６．真空アーク再溶解炉最適操業制御システム 

７．エレクトロスラグ再溶解炉最適操業制御シ

ステム 

廃熱回収設備 １．電気炉用原料予熱装置 

２．取鍋予熱装置 

省エネルギー型製

造プロセス 

１．直流式水冷炉壁アーク炉 

２．高性能高周波溶解炉 

 

３．アーク炉・取鍋精錬複合プロセス 

４．高性能真空アーク再溶解炉 

５．高性能エレクトロスラグ再溶解炉 その他 １．集塵ブロワーの回転数制御化 

２．電極昇降速度、炉蓋開閉速度の高速化 

３．炉壁クーラー・炉蓋の高伝導化 

４．待機取鍋放熱防止保温蓋 

５．除滓口、出鋼口、合金投入口の密閉化 

６．熱間自動耐火物補修機 

造塊工程 熱利用設備 １．鋼塊保温カバー 

２．赤材搬送装置 

加熱工程 燃焼設備 １．高性能工業炉廃熱回収式燃焼装置 

２．熱設備エネルギー利用効率化自動制御装置 

３．高性能燃焼制御装置（排ガス酸素量制御、

炉圧制御、酸素富化制御） 

４．バーナー燃焼制御システム 

熱利用設備 １．鋼塊保温ピット 

２．半製品保温カバー 

３．炉体セラミックファイバー化 

４．挿入・抽出扉密閉化 

５．スキッド断熱強化 

６．仕切壁設置 

７．開口部最適調整システム 

８．スキッドシフト 

廃熱回収設備 １．廃熱利用ボイラー 

２．高効率レキュペレータ 

３．蓄熱式熱交換器 

２．高導電性導体電極支腕 

３．アーク炉電極昇降装置 

４．取鍋精錬最適操業制御システム 

５．アーク炉変圧器容量大型化 

６．真空アーク再溶解炉最適操業制御システム 

７．エレクトロスラグ再溶解炉最適操業制御シ

ステム 

廃熱回収設備 １．電気炉用原料予熱装置 

２．取鍋予熱装置 

省エネルギー型製

造プロセス 

１．直流式水冷炉壁アーク炉 

２．高性能高周波溶解炉（別表 6 に掲げる効率

以上のもの） 

３．アーク炉・取鍋精錬複合プロセス 

４．高性能真空アーク再溶解炉 

５．高性能エレクトロスラグ再溶解炉 
その他 １．集塵ブロワーの回転数制御化 

２．電極昇降速度、炉蓋開閉速度の高速化 

３．炉壁クーラー・炉蓋の高伝導化 

４．待機取鍋放熱防止保温蓋 

５．除滓口、出鋼口、合金投入口の密閉化 

６．熱間自動耐火物補修機 

造塊工程 熱利用設備 １．鋼塊保温カバー 

２．赤材搬送装置 

加熱工程 燃焼設備 １．高性能工業炉廃熱回収式燃焼装置 

２．熱設備エネルギー利用効率化自動制御装置 

３．高性能燃焼制御装置（排ガス酸素量制御、

炉圧制御、酸素富化制御） 

４．バーナー燃焼制御システム 

熱利用設備 １．鋼塊保温ピット 

２．半製品保温カバー 

３．炉体セラミックファイバー化 

４．挿入・抽出扉密閉化 

５．スキッド断熱強化 

６．仕切壁設置 

７．開口部最適調整システム 

８．スキッドシフト 

廃熱回収設備 １．廃熱利用ボイラー 

２．高効率レキュペレータ 

３．蓄熱式熱交換器 
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省エネルギー型製

造プロセス 

高効率バッチ炉 

その他 自動トング 

鍛造工程 省エネルギー型製

造プロセス 

１．コンピュータ制御式鍛造プレス 

２．コンピュータ制御式型鍛造ハンマ 

３．全自動ローリングミル 

余材切断工程 燃焼設備 自動ガス切断装置 

熱処理工程 燃焼設備 １．自動温度制御式熱処理装置 

２．高効率バッチ式熱処理炉 

３．中周波焼入装置 

４．サブゼロ（深冷焼入）装置 

５．バーナー燃焼制御システム 廃熱回収設備 １．高効率レキュペレータ 

２．蓄熱式熱交換器 

機械加工工程 機械加工設備 高性能金属加工機械（旋盤、ボール盤、フライ

ス盤等） 

その他の主要エネルギー消

費設備 

燃焼設備 １．高効率ボイラー 

 

 

 

 

 

２．高効率ボイラー燃焼制御設備 

①排ガス酸素量制御（空気比の適正制御） 

②ＩＤＦファン回転数制御化 

熱利用設備 高効率蒸気使用設備 

①配管保温及びスチームドレンセパレーター

の設置 

②高性能スチームトラップ 

廃熱回収設備 １．ボイラー空気予熱装置 

２．ボイラー燃料ガス予熱装置 

３．ボイラー給水予熱装置 

電気使用設備 １．高効率圧縮機 

２．ファン、ブロワー、ポンプ等の効率化 

①回転機の自動オン－オフ制御装置 

②回転機の回転数制御、インバーター化 

③回転機の自動台数制御装置 

３．力率改善装置（進相コンデンサ等） 

４．高効率モータ 

省エネルギー型製

造プロセス 

高効率バッチ炉 

その他 自動トング 

鍛造工程 省エネルギー型製

造プロセス 

１．コンピュータ制御式鍛造プレス 

２．コンピュータ制御式型鍛造ハンマ 

３．全自動ローリングミル 

余材切断工程 燃焼設備 自動ガス切断装置 

熱処理工程 燃焼設備 １．自動温度制御式熱処理装置 

２．高効率バッチ式熱処理炉 

３．中周波焼入装置 

４．サブゼロ（深冷焼入）装置 

５．バーナー燃焼制御システム 廃熱回収設備 １．高効率レキュペレータ 

２．蓄熱式熱交換器 

機械加工工程 機械加工設備 高性能金属加工機械（旋盤、ボール盤、フライ

ス盤等） 

その他の主要エネルギー消

費設備 

燃焼設備 １．高効率ボイラー（効率が 90%以上のもの

。ただし、貫流ボイラーについては効率が

95%以上のもの。） 

２．高効率温水ボイラー（温水ボイラーにつ

いては効率が 88%以上のもの。温水発生器に

ついては効率が 95%以上のもの。） 

３．高効率ボイラー燃焼制御設備 

①排ガス酸素量制御（空気比の適正制御） 

②ＩＤＦファン回転数制御化 

熱利用設備 高効率蒸気使用設備 

①配管保温及びスチームドレンセパレーター

の設置 

②高性能スチームトラップ 

廃熱回収設備 １．ボイラー空気予熱装置 

２．ボイラー燃料ガス予熱装置 

３．ボイラー給水予熱装置 

電気使用設備 １．高効率圧縮機 

２．ファン、ブロワー、ポンプ等の効率化 

①回転機の自動オン－オフ制御装置 

②回転機の回転数制御、インバーター化 

③回転機の自動台数制御装置 

３．力率改善装置（進相コンデンサ等） 

４．高効率モータ 
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空気調和設備、給湯

設備 

１．温度制御装置 

２．蓄熱式空気調和・給湯システム 

照明装置 高効率照明器具 

①高圧ナトリウムランプ 

②高出力型照明器具 

その他 エネルギーセンター需給管理システム 

 

別表５ 製造業関連高度省エネルギー増進設備等 

設備・システム名 具体的内容 

潜熱回収型ボイラー 排ガス中の潜熱を回収することにより熱効率

を高めたもの。 

高効率ボイラー ボイラーの燃焼排熱を空気又は給水予熱に利

用し、かつ定格時空気比が 1.2 以下で、熱効率

が 90％以上のもの。 

 

高効率温水ボイラー 排ガス温度を 250℃以下とする熱交換器を有

し、定格時空気比 1.2 以下、熱効率が 88％以

上のもの。 

 

 

廃熱利用ボイラー 他プロセスの排ガスの顕熱を利用したもの。 

高効率工業炉 急速加熱式（排ガスを被加熱物に噴射し、又

は、近距離で加熱することにより加熱時間を

短縮したもの）、予熱・加熱一体炉、高断熱、

燃空流量比例制御、衝撃噴流加熱。 

 

ハイブリッド式加熱システム 燃焼による予熱後、誘導加熱等で加熱するこ

とにより、エネルギー消費原単位を向上させ

る複数の熱源を使用する加熱システム。 

塗料燃焼型焼付乾燥炉 塗料溶剤蒸気の焼却熱を回収し、焼き付け加

熱熱源とするもの。 

 

排熱利用焼き戻し炉 焼入れ炉の燃焼排ガスを焼き戻し炉の熱源と

するもの。 

ハンプバック炉 加熱帯が出入口より上部にあり、高温の炉内

ガスを閉じ込めることにより、熱ガスの外部

リークを少なくするよう設計された炉。比較

的小型の連続加熱炉、連続処理炉に有効。 

 

高性能アーク炉 高感応答アーク炉、ＵＨＰアーク炉、直流アー

空気調和設備、給湯

設備 

１．温度制御装置 

２．蓄熱式空気調和・給湯システム 

照明装置 LED 照明器具（特定エネルギー消費機器に該当

する場合には、トップランナー基準を満たすも

の） 

その他 エネルギーセンター需給管理システム 

 

別表５ 製造業関連高度省エネルギー増進設備等 

設備・システム名 具体的内容 

潜熱回収型ボイラー 排ガス中の潜熱を回収することにより熱効率

を高めたもの。 

高効率ボイラー ボイラーの燃焼排熱を空気又は給水予熱に利

用し、かつ定格時空気比が 1.2 以下であって、

効率が 90%以上のもの。ただし、貫流ボイラー

については効率が 95%以上のもの。 

高効率温水ボイラー ①温水ボイラーについては排ガス温度を

250℃以下とする熱交換器を有し、定格時空

気比 1.2 以下であって、効率が 88%以上の

もの。 

②温水発生器については効率が 95%以上のも

の。 

廃熱利用ボイラー 他プロセスの排ガスの顕熱を利用したもの。 

高効率工業炉 急速加熱式（排ガスを被加熱物に噴射し、又

は、近距離で加熱することにより加熱時間を

短縮したもの）、予熱・加熱一体炉、高断熱、

燃空流量比例制御、衝撃噴流加熱。別表 6 に

掲げる効率以上のもの。 

ハイブリッド式加熱システム 燃焼による予熱後、誘導加熱等で加熱するこ

とにより、エネルギー消費原単位を向上させ

る複数の熱源を使用する加熱システム。 

塗料燃焼型焼付乾燥炉 塗料溶剤蒸気の焼却熱を回収し、焼き付け加

熱熱源とするものであり、別紙 6 に掲げる効

率のもの。 

排熱利用焼き戻し炉 焼入れ炉の燃焼排ガスを焼き戻し炉の熱源と

するものであり、別紙 6 に掲げる効率のもの。 

ハンプバック炉 加熱帯が出入口より上部にあり、高温の炉内

ガスを閉じ込めることにより、熱ガスの外部

リークを少なくするよう設計された炉であ

り、別紙 6 に掲げる効率のもの。比較的小型

の連続加熱炉、連続処理炉に有効。 
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ク炉、排ガスによる原料予熱装置付きアーク

炉。 

高性能抵抗炉 サイリスタ（又はトライアック）位相制御付き

抵抗炉。高性能断熱材使用の炉。 

 

高性能高周波炉 静止型（トランジスター、サイリスタ素子等を

使用したもの）の高周波溶解炉、高周波誘導加

熱装置、高周波電源装置。 

 

高性能溶解・保持用溝型炉 連続湯温度測定装置及び印加電力連続制御装

置の付いた溝型炉。 

 

高性能電気分解炉・メッキ炉 変圧器一体型整流器、印加電力調整装置が付

属し、高電圧対応の電気分解炉、メッキ炉で

は、シアン浴メッキ炉から塩化浴メッキ炉、

サージェント浴炉からフッ化浴メッキ炉への

転換が有効。 

ヒートポンプ式熱源装置 ヒートポンプサイクルにより、概ね 90℃程度

の温水、冷水、又は概ね 120℃程度の熱風を効

率的に作る熱源装置。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高性能アーク炉 高感応答アーク炉、ＵＨＰアーク炉、直流アー

ク炉、排ガスによる原料予熱装置付きアーク

炉。 

高性能抵抗炉 サイリスタ（又はトライアック）位相制御付き

抵抗炉であり、別紙 6 に掲げる効率のもの。

高性能断熱材使用の炉。 

高性能高周波炉 静止型（トランジスター、サイリスタ素子等を

使用したもの）の高周波溶解炉、高周波誘導加

熱装置、高周波電源装置であり、別紙 6 に掲

げる効率のもの。 

高性能溶解・保持用溝型炉 連続湯温度測定装置及び印加電力連続制御装

置の付いた溝型炉であり、であり、別紙 6 に

掲げる効率のもの。 

高性能電気分解炉・メッキ炉 変圧器一体型整流器、印加電力調整装置が付

属し、高電圧対応の電気分解炉、メッキ炉で

は、シアン浴メッキ炉から塩化浴メッキ炉、

サージェント浴炉からフッ化浴メッキ炉への

転換が有効。 

ヒートポンプ式熱源装置 ヒートポンプサイクルにより、蒸気、温水、冷

水、又は熱風を効率的に作る熱源装置。（以下

の機器に該当する場合には、当該機器の基準

を満たすもの。） 

①チリングユニット（冷暖房に使用する電気

式ヒートポンプである場合には、空冷式の

チリングユニットについては定格冷房能力

及び定格暖房能力をそれぞれの定格消費電

力で除して得た数値の平均値が 3.0 以上の

もの。水冷式のチリングユニットについて

は定格冷房能力を定格冷房消費電力で除し

て得た数値が 3.3 以上のもの。） 

②ターボ冷凍機（定格運転時に成績係数（ＣＯ

Ｐ）が６程度以上のヒートポンプ方式の冷

凍機。） 

③電気式パッケージエアコン（特定エネル

ギー消費機器に該当する場合には、トップ

ランナー基準を満たすもの） 

④ガスヒートポンプエアコン（以下に掲げる

期間成績係数（APFp）以上のもの。 

ア ． 冷 房 能 力 が 7.1kW 超 28kW 未 満   

1.07 以上 
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地中熱利用ヒートポンプシステム 年間を通じて温度変化の小さい地中熱を、熱

交換用のパイプを通じ、又は直接的に熱源の

一部として使用するヒートポンプシステム。 

エンジン式コージェネレーション設備 ガスエンジン、ディーゼルエンジンを原動機

とし、軸動力を発電機・圧縮機等の駆動力とし

て利用すると共に、エンジン冷却水と排ガス

から排熱を回収して熱源として利用するも

の。特に動力又は電力需要と共に主として温

水需要が大きい場合に有効。 

 

ガスタービン式コージェネレーション設備 ガスタービンを原動機とし、軸動力を発電機・

圧縮機等の駆動力として利用すると共に、排

ガスから排熱を回収して熱源として利用する

もの。特に動力又は電力需要と共に主として

蒸気需要が大きい場合に有効。また、需要バラ

ンスが不規則な場合には、熱と電気の出力バ

ランスを可変できるものが有効。 

 

イ．冷房能力が 28kW 以上 35.5kW 未満 

1.22 以上 

ウ．冷房能力が 35.5kW 以上 45kW 未満 

1.37 以上 

エ ．冷房能 力が 45kW 以 上 56kW 未 満  

1.59 以上 

オ ． 冷 房 能 力 が 56kW 以 上       

1.70 以上） 

⑤吸収式冷凍機（吸収式冷凍機については定

格消費熱電効率が 1.2 以上のもの。吸収式

冷温水機については定格冷房能力を定格

ガス消費量又は定格石油消費量で除して

得た数値が 1.1 以上のもの。） 

⑥ヒートポンプ給湯機（定格加熱能力を定格

消費電力で除して得た数値が 3.0 以上のも

の） 

⑦高温水ヒートポンプ（別表 7 に掲げるもの

） 

⑧循環加温ヒートポンプ（別表 7 に掲げるも

の） 

⑨熱風ヒートポンプ（別表 7 に掲げるもの） 

⑩蒸気発生ヒートポンプ（別表 7 に掲げるも

の） 

地中熱利用ヒートポンプシステム 年間を通じて温度変化の小さい地中熱を、熱

交換用のパイプを通じ、又は直接的に熱源の

一部として使用するヒートポンプシステム。 

エンジン式コージェネレーション設備 ガスエンジン、ディーゼルエンジンを原動機

とし、軸動力を発電機・圧縮機等の駆動力とし

て利用すると共に、エンジン冷却水と排ガス

から排熱を回収して熱源として利用するもの

であり、総合効率が 82%以上又は発電効率が

41%以上のもの。特に動力又は電力需要とと

もに主として温水需要が大きい場合に有効。 

ガスタービン式コージェネレーション設備 ガスタービンを原動機とし、軸動力を発電機・

圧縮機等の駆動力として利用するとともに、

排ガスから排熱を回収して熱源として利用す

るものであり、総合効率が 82%以上又は発電

効率が 41%以上のもの。特に動力又は電力需

要と共に主として蒸気需要が大きい場合に有

効。また、需要バランスが不規則な場合には、



 

67 

 

 

燃料電池コージェネレーションシステム 原動機の代わりに燃料電池を使用して電力及

び温水又は蒸気を利用するもの。電力需要と

共に温水又は蒸気需要が大きい場合に有効。 

 

 

高効率誘導モータ ハイグレードの鉄心の採用と巻線の改善や冷

却扇の改善により汎用型に比べ損失を低減し

たもの。ただし、防爆型モータを使用しなけれ

ばならない場合を除く。 

 

 

永久磁石同期モータ ロータの内部に永久磁石を埋め込んだ回転界

磁式の同期モータ。インバーターと組み合わ

せて高効率可変速運転ができる。 

極数変換モータ モータの極数を切り替えることにより回転数

を段階状に切り替えることができるもの。速

度変換要求が固定２、３段でよい負荷のある

場合に有効。 

高効率変圧器 低損失磁性体材料を使用した変圧器及び低損

失構造の変圧器（モールド変圧器等）。 

 

 

総合エネルギー管理システム 主要設備ごと、設備群ごと、ラインごと等のエ

ネルギー管理に必要となる設備の監視機能、

操作制御機能、記録機能及び設備管理機能等

が必要度に応じて組み込まれたもの。 

 

 

蒸気をタービン発電機で電気に変換できるも

のが有効。 

燃料電池コージェネレーションシステム 原動機の代わりに燃料電池を使用して電力及

び温水又は蒸気を発生させ利用するものであ

り、総合効率が 82%以上又は発電効率が 41%

以上のもの。電力需要と共に温水又は蒸気需

要が大きい場合に有効。 

高効率誘導モータ ハイグレードの鉄心の採用と巻線の改善や冷

却扇の改善により汎用型に比べ損失を低減し

たもの。特定エネルギー消費機器に該当する

場合には、トップランナー基準を満たすもの。

ただし、防爆型モータを使用しなければなら

ない場合を除く。 

永久磁石同期モータ ロータの内部に永久磁石を埋め込んだ回転界

磁式の同期モータ。インバーターと組み合わ

せて高効率可変速運転ができる。 

極数変換モータ モータの極数を切り替えることにより回転数

を段階状に切り替えることができるもの。速

度変換要求が固定２、３段でよい負荷のある

場合に有効。 

高効率変圧器 低損失磁性体材料を使用した変圧器及び低損

失構造の変圧器（モールド変圧器等）。特定エ

ネルギー消費機器に該当する場合には、トッ

プランナー基準を満たすもの。 

総合エネルギー管理システム 主要設備ごと、設備群ごと、ラインごと等のエ

ネルギー管理に必要となる設備の監視機能、

操作制御機能、記録機能及び設備管理機能等

が必要度に応じて組み込まれたもの。 

 

 

別表 6 

種別 性能区分 基準値 

燃焼式※1 

廃熱回収率 
判断基準の別表第２（Ｂ）の（２）「工業炉に関する目

標廃熱回収率」に掲げる目標廃熱回収率の数値以上 

炉外壁面温度 
判断基準の別表第３（Ｂ）「目標炉外面温度」に掲げる

目標炉外壁面温度の数値以下 

抵抗加熱式 炉外壁面温度 
判断基準の別表第３（Ｂ）「目標炉壁外面温度」に掲げ

る目標炉壁外面温度の数値以下 

誘導加熱式※1 受電端における力率 98％以上 
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電力変換効率 90％以上※2 

 

＜備考＞ 

※1 燃焼式及び誘導加熱式に掲げるそれぞれ二つの性能区分の基準値は、両方とも満足しなければならない。 

※2 加熱用の電源にインバータ方式を使用して電力制御を行うものでなければならない。 

 

別表 7 

種別 性能区分 
基準値 

COP 

高温水ヒートポンプ※1 

加熱能力 100kW 未満 

温水出口温度 65℃、 
熱源水入口温度 15℃ 

2.62 以上 

温水出口温度 65℃、 
熱源水入口温度 30℃ 

3.35 以上 

温水出口温度 65℃、 
熱源水入口温度 45℃ 

3.49 以上 

加熱能力 100kW 以上 

温水出口温度 65℃、 
熱源水入口温度 15℃ 

2.70 以上 

温水出口温度 65℃、 
熱源水入口温度 30℃ 

3.39 以上 

温水出口温度 65℃、 
熱源水入口温度 45℃ 

4.56 以上 

温水出口温度 90℃、 
熱源水入口温度 15℃ 

2.69 以上 

温水出口温度 90℃、 
熱源水入口温度 30℃ 

3.15 以上 

温水出口温度 90℃、 
熱源水入口温度 45℃ 

3.09 以上 

循環加温ヒートポンプ 
吸込空気温度を冬期：7℃、中間期 16℃、夏期 25℃、 
温水出口温度 65℃の平均値 

2.66 以上 

熱風ヒートポンプ 

水熱源方式 

空気入口温度：20℃、 
熱風供給温度 100℃、 
熱源水入口温度 30℃、 
熱源水出口温度 25℃ 

3.44 以上 

空気熱源方式 
空気入口温度：20℃、 
熱風供給温度 80℃、 
外気温度：25℃、外気相対湿度：70％ 

3.50 以上 

蒸気発生ヒートポンプ 
蒸気供給温度 120℃、熱源水入口温度 65℃ 3.53 以上 
蒸気供給温度 150℃、熱源水入口温度 90℃ 3.00 以上 
蒸気供給温度 165℃、熱源水入口温度 70℃ 2.46 以上 

＜備考＞ 

※ 下水熱や工場排水等の未利用熱を熱源水として活用するヒートポンプ。 

 


